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ははじじめめにに

 

現在の専修学校の質保証・向上の取組は、自己点検・評価と学校関係者による学校評

価及びそれらの評価結果を含む情報公開により行われている。 

自己点検・評価は、文部科学省から自己点検・評価表が例示されるなど、評価項目は

一定程度が共通化されているものの、それらの項目の評価基準は学校によって異なり、

同一の評価がなされているとは言い難い状況である。 

令和２年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」－職業実践専

門課程の充実に向けた自己点検・評価システムの検証と質保証・向上のための取組「専修学

校における自己点検・評価の結果の相互検証、共通的評価基準モデルの開発と運用」では、

各校にて実施されている自己点検・評価の結果を相互検証し、「共通的評価基準モデル

２０２１」を開発した。令和３年度事業では、「共通的評価基準モデル２０２１」による自己

点検・評価を複数校にて試行的に実施していただき、①自校の自己点検項目と一致して

いるか、②項目の修正／変更を求めるか、③修正／変更を求める理由は何か、の 3つの

質問からなるアンケート調査を行い、小項目単位で回答いただいた。本事業では、この

アンケート調査結果を集計・分析し、「共通的評価基準モデル２０２２」として改訂版を作

成するとともに、本書「共通的評価基準モデル２０２２－利用の手引き」を作成した。 

多くの専修学校がこれらの自己点検・評価項目を活用することで、教育改善や教育の

充実を進めるとともに、学生・保証人（保護者）、そして産業界に対して積極的に情報

を公表できるようになり、説明責任を果たすことができるようになると期待している。 
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１１．．本本書書のの目目的的

 

「共通的評価基準モデル２０２２」は、専門学校の質保証・向上の推進を目指し、第三者評

価の導入も視野に入れ、多くの学校に活用していただくことを企図して開発された自己点検・

評価表のモデルである。エビデンス例を豊富に掲載するなど、自己点検・評価が進められるよ

う工夫がされているものの、本モデルを利用した各校の担当者からは「何を持って「適切」と判

断すべきなのかが判りにくい」などの意見が寄せられた。 

そこで、令和３年度事業では、本モデルを利用した各校の担当者にアンケート調査を実施

し、各校から寄せられた意見をもとに、改訂版となる「共通的評価基準モデル２０２２」を作成

するとともに、各項目について説明を加え、手引き書を作成した。本書は、「共通的評

価基準モデル２０２２」の各項目についての評価基準を詳しく説明し、的確な自己点検・

評価の実施を支援することを目的としている。 

 

２２．．本本書書のの利利用用方方法法

 

２－１．自己点検・評価項目のカテゴリーについて 

本事業で【共通的評価基準モデル２０２２】として提示する「自己点検・評価表」では、各評

価項目をＡ・Ｂ・Ｃ・Ｓ・Ｑ・Ｊという 6 つのカテゴリーに分類し、それぞれがどのカテゴリーに属

するかを表示している。本書では、これら 6 つのカテゴリーの内、Ａ・Ｂ・Ｃという 3 つのカテゴ

リーに分類される項目のみについて、「適切」と評価するための具体的な要件を含めて説明

している。Ｓ・Ｑ・Ｊの詳細については、各認証機関に確認することをお勧めする。 

なお、各カテゴリーの位置づけは以下のとおりである。 

(1) 文部科学省のガイドラインにも掲載されている基本的な事項は、カテゴリーA 

(2) 職業実践専門課程の認定を受けているところは、カテゴリーA＋カテゴリーB 

(3) 第三者評価などに取り組む場合には、対象とする認証機関によって、 

   ・カテゴリーA＋カテゴリーB＋カテゴリーC = 更なる質の向上を目指す 

   ・カテゴリーA＋カテゴリーB＋カテゴリーS= 私立専門学校等評価研究機構 

  3 

   ・カテゴリーA＋カテゴリーB＋カテゴリーQ= QAPHE 

   ・カテゴリーA＋カテゴリーB＋カテゴリーJ= JAMOTEC 

 

２－２．自己点検・評価のポイント 

「共通的評価基準モデル２０２２」は、文部科学省の「専修学校における学校評価ガイドラ

イン（平成 25 年 3 月発行）」にて例示されたものと同様に、冒頭部分で「１．学校の教育目

標」と「２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画」を記載する形となっ

ている。これは「自己点検・評価表」を閲覧する者と、当該学校が目指している教育について

の前提要件を共有しておくための項目である。自己点検・評価を実施するメンバー間で、共

有しておかなければならない情報でもある。 

本書を教職員研修などで研修教材として用いることで、教職員の間での自己点検・評価

項目の共通理解を深めることが可能である。しかしながら、本書は、そのすべてを覚えること

を想定した教材ではなく、むしろ辞書のような使い方を想定して作成されたものである。研修

等で使用するだけでなく、実際に自己点検・評価を実施する際に、適宜参照していただくこ

とで役立てれば本望である。 

項目の「３．評価項目の達成及び取組状況」（本書では「評価基準の説明」とした。）が、い

わゆる「自己点検・評価」の本体部分となる。自己点検・評価は、定量的評価、エビデンスの

提示、大項目ごとの定性的評価（第三者評価機関によっては、中項目ごとに定性的評価を

求められる場合もある）の３つで構成されている。 

 

（１）定量的評価 

「共通的評価基準モデル２０２２」では、小項目ごとに４（適切）、３（ほぼ適切）、２（やや

不適切）、１（不適切）の４段階で評価を行うこととしている。まず、４段階評価となっている

点に注目していただきたい。４段階評価であるので、「ふつう」のような、評価を「保留」する

という選択肢は無く、少なくとも、どちらかと言えば「適切」なのか「不適切」なのかを判定し

なければならない。 

どちらかと言えば「適切」であるならば、その上で、４（適切）なのか、３（ほぼ適切）なの

かを判定することになる。ここで重要なのが「エビデンス」である。提示したエビデンスによ

り、第三者を含む多くの者が「適切」と判断できるのであれば４（適切）と判定し、エビデン

スが不十分であるならば３（ほぼ適切）と判定する。 
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一方、どちらかと言えば「不適切」であるならば、どの程度不適切なのかを判定すること

となる。小項目にて示されている事柄について、エビデンスは明示できない（存在しない）

ものの、取組自体は行われているということであれば２（やや不適切）と判定し、そもそも取

り組まれていないということであれば１（不適切）と判定する。 

さらに、「適切」であることにとどまらず、特筆すべき優良な取組がなされている場合には

４＋（優良）と判定することで、更なる質向上への取組につながる評価を行うことができる。 

 

（２）エビデンスの提示 

エビデンス（根拠資料）とは、小項目にて示されている事柄が「適切にできている」ことを

説明できる資料のことである。エビデンスとして提示する資料には、ルールや手順などを

示す規程・規則・細則やマニュアル・手順書のような文書や、実際に取り組んでいるという

実績を示す報告書や議事録のような記録など、様々なものがある。 

適切なエビデンスを選ぶためには、ルールや手順などが明確にされていることを求めら

れているのか、それとも、実際に取り組んでいること（実績）を求められているのかを、区別

して考えることから始める。それぞれの小項目におけるエビデンスの例が示されているの

で、それらを参考にしていただきたい。 

 

（３）大項目ごとの定性的評価 

自己点検・評価には、学校の教育に関する現在の状況を基準に則って評価することと

ともに、改善すべき点を明らかにして、質を向上させる（PDCA サイクルの活用）という機能

も求められている。 

「共通的評価基準モデル２０２２」では、「① 課題」、「② 今後の改善方策」、「③ 特記

事項」という 3 項目を設定し、大項目ごとに定性的評価の実施を求めている。定性的評価

とは、文章表現によりなされる評価であり、特に、こうした課題の指摘や改善方策の提示、

特長となる取組など、数値化が難しい事柄の評価方法として用いられるものである。学校

内の教職員間で情報を共有したり、学校関係者評価などにおける説明に使用したり、文

脈や背景を共有する内部で活用するための評価記録として非常に有効である。その反

面、文脈や背景を共有していない外部への説明の場合には、文書化された内容のみをも

って判断されてしまうことが懸念されるため注意が必要である。 

 

  5 

２－３．自己点検・評価の実施手順（例） 

教育の質保証及び質の向上に役立つ自己点検・評価を実施するためには、評価を行

う者が適切であることが必要である。評価を行う者が有するべき知識・スキルとして、評価

の基準に関する知識と評価を行うためのスキル（例えば監査技法など）などが挙げられ

る。こうした知識・スキルを身につけられる専門学校教職員向けの研修として、「専門学校

の教育訓練・運営に係る内部質保証人材の養成講習」（主催：一般財団法人 職業教育・

キャリア教育財団）などがある。 

学校関係者評価委員会での説明資料や、外部への説明責任を果たすための情報公

開資料として活用するための自己点検・評価表を作成する際には、「学校（組織）としての

自己評価」となるよう配慮することが望ましい。以下に、「学校（組織）としての自己評価」を

行うための、評価実施手順（例）を示す。 

 

（１）各部署における自己点検・評価 

この段階では、各部署の責任者または担当者に、自己点検・評価表への記入を促す。

まず、職務分掌や組織図を参考にして、大項目単位で業務ごとに評価対象項目を配分

する。例えば、総務や経営企画部門であれば「１．教育理念・目標」、「２．学校運営」、

「８．教育の内部質保証システム」、「９．財務」など、教務部門であれば「３．教育活動」、

「４．学修成果・教育成果」、「５．学生支援」、「６．教育環境」、広報・学生募集部門であれ

ば、「５．学生支援」、「７．学生の受入れ募集」などを評価対象とする。 

 

（２）業務監査的に行う自己点検・評価 

「業務監査的に行う」というと堅苦しく、また難しく感じてしまうかもしれないが、「自らが担

当する業務を自らが監査しない。」という原則に基づいて、自己点検・評価を行えば、より

客観的な評価結果が得られる。第三者評価機関による審査・認証などの場面では、内部

監査と称されることもある。こうした取組を行うことで、質の高い自己点検・評価が行えるよう

になる。 

 

２－４．各項目の評価方法 

この自己点検・評価表では、小項目ごとに４（適切）、３（ほぼ適切）、２（やや不適切）、１

（不適切）の４段階で評価を行うこととしている。（４＋（優良）は、特筆すべき事項に対する

判定結果であり、全ての項目で目指すべき評価ではないことに留意してほしい。） 
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① どちらかと言えば「適切」なのか「不適切」なのか、大まかに判定する（４段階評価で

あるので、評価を「保留」するという選択肢（例えば「ふつう」など）は無い）。 

② どちらかと言えば「適切」であるならば、その上で、４（適切）なのか、３（ほぼ適切）な

のかを判定する。 

➢ 提示したエビデンスにより、第三者を含む多くの者が「適切」と判断できるので

あれば４（適切）と判定 

➢ エビデンスが不十分であるならば３（ほぼ適切）と判定 

③ どちらかと言えば「不適切」であるならば、どの程度不適切なのかを判定する。 

➢ 小項目にて示されている事柄について、エビデンスは示せない（存在しない）

ものの、取組自体は行われているということであれば２（やや不適切）と判定 

➢ そもそも取り組まれていないということであれば１（不適切）と判定 

④ 特筆すべき優良な取組がなされている場合には、それを明示する。 

➢ 「適切」であることにとどまらず、他の学科コースや他校にも同様の取組を推奨

したくなるような「特筆すべき優良な取組」がなされている場合には４＋（優良）

と判定 

 

２－５．用語及び定義 

2-5-1. エビデンス 

証拠、根拠、証明、検証結果など。ある評価項目について、そのことが「できている」こと

を説明することができる根拠となる資料のこと。規程・規則・手順書やマニュアルなどの

文書が適切な場合もあれば、報告書や議事録などの記録が適切な場合もある。 

 

2-5-2. コンピテンス 

意図した結果を達成する為に、知識及びスキルを適用する能力（cf. ISO 29993:2017）。

知識・スキル及び業務遂行能力。 

 

2-5-3. 保証人（保護者） 

「民法の一部を改正する法律」は、2022 年 4 月 1 日から施行される。民法が定めている

成年年齢は、「一人で契約をすることができる年齢」という意味と、「父母の親権に服さな

くなる年齢」という意味がある。成年に達すると、親の同意を得なくても、自分の意思で

  7 

様々な契約ができるようになるということである。こうした状況に合わせ、本書では「保護

者」という表記を改め、保証人（保護者）という表記を用いることとした。 

なお、エビデンス例については、従来から使用されている資料名の方がわかりやすいと

考え、従来通り「保護者」と表記している。 

成年年齢が引き下げられたことにより、専門学校に入学する時点から様々なことができ

るように変わっていくが、一方、成年年齢が 18 歳になっても、飲酒や喫煙、競馬などの

公営競技に関する年齢制限は、これまでと変わらず 20 歳となる。健康面への影響や非

行防止、青少年保護等の観点から、現状維持となるので、学生・生徒指導の際にご留

意いただきたい。 
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３３．．評評価価基基準準のの説説明明

 

３－１．「教育理念・目標」 

 

1.1.1 この項目で確認しているのは、「定められているか」です。中項目 1.1 では、理念・

目的・育成人材像についての自己評価を求めています。小項目にて、定められて

いるか、明文化しているか、公表しているか、と段階を分けて、どこまでできている

かを確認できるようになっています。「定められているか」を確認しているので、学校

内の内部資料に書かれているもの（非公開資料）でもエビデンスとして有効です。 

1.1.2 この項目では、学生や保証人に対して、教育理念を伝えられているかを確認してい

ます。（2022 年 4 月 1 日施行の民法改正による成年年齢の引き下げに伴い、「保

護者」から「保証人」という表現に変更しました。）エビデンスとして、学生や保護者

に配付している資料等が求められます。 

1.1.3 この項目では、教職員に対して、教育理念を伝えられているかを確認しています。

エビデンスとしては、教職員に配布している資料等が求められます。（エビデンス例

にもあるように、教職員にのみ配布する資料に限定されません。）学生・保証人に

対しては「周知しているか」でしたが、教職員に対しては「周知徹底しているか」とな

っていますので留意してください。好事例として、資料の配付に加えて、講師会や

教職員研修会などで説明することや、唱和することなどを組み合わせた取組があり

ます。 

1.1.4 この項目では、学外の方に対して、教育理念を伝えられているかを確認していま

す。1.1.2 項で「学生や保証人に対して」について確認をしておりますので、ここで

1 1
中

項

目

1 1 1
学校の理念・目的・育成人材像は定められてい
るか（専門分野の特性が明確になっているか）

A
寄附行為又は定款、学則その他
教育上の目的を定めた規程、
HP、学生便覧

1 1 2
学生・保証人（保護者）に対して教育理念等を明
文化し、周知しているか

A
学校・学科（理念・目的）を紹介す
るパンフレット、HP、学生便覧、学
生の手引き

1 1 3
教職員に対して教育理念等を明文化し、周知徹
底を図っているか

B
教職員手帳等、学生便覧、学生
の手引き、HP

1 1 4
学外の方に対して教育理念等を明文化し、公表
しているか

B HP、パンフレット、募集要項

理念・目的・育成人材像（教育理念（建学の精神）・目的・目標、育成人材像等が明文化されてい

るか。職業教育機関として専修学校教育に必要とされる考え方や指針、内容等が盛り込まれている
か）
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は「学生や保証人以外の学外の方」を対象としています。例えば、求人募集をいた

だいている企業等の方、関係する業界団体の方、高等学校の先生方などが対象

に含まれます。エビデンスとして、これらの方々に実際に配布している資料等やホ

ームページ等に掲載されている情報が挙げられます。 

 

 

1.2.1 中項目 1.2 では「教育の特色が明確にできているか」という点について自己評価を

求めています。この項目では、「業界のニーズに向けて方向づけられているか」とい

う点についてとなりますが、見方を変えると、括弧書きで示されているように、業界の

ニーズ（求められる人材像）が把握され、どのようなコンピテンス（知識・スキル及び

業務遂行能力）のレベルが求められているかを明確にできているか、ということの確

認となります。エビデンスとして提示されている資料に、こうした業界のニーズが描

かれているか、また、それらのニーズに応えられる人材像が目的・目標として描か

れているかを評価します。 

1.2.2 この項目では、1.2.1 で捉えるニーズよりも長期的な視点でのニーズの把握ができ

ているかを確認しています。エビデンスとしては、ニーズ調査アンケートや就職担当

者の報告書のように直接的なもの（ニーズを調査した記録）だけではなく、教育課

程編成委員会や学校関係者評価委員会の議事録などのように、会議の場で、議

題として提示し、業界団体や企業の方々からの意見をとりまとめているものも考えら

れます。（これら全てが必要ということではありません。） 

1.2.3 この項目では、1.2.1 や 1.2.2 で把握されたニーズが、職業教育の特色として明確

化されているかを確認しています。例えば、「卒業後はこういうコンピテンスが身に

1 2
中
項

目

1 2 1

各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に
対応する業界のニーズに向けて方向づけられて
いるか（コース修了後に、学習者がそのコンピテ
ンスのレベルを必要とする目的や状況が明確に
されているか）

A
HP、学生便覧、実習要項、教育
課程編成委員会議事録

1 2 2

社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構
想を抱いているか
（学校の将来構想を描くために、業界の動向や
ニーズを調査しているか）

A

ニーズ調査アンケート、教育課程
編成委員会議事録、就職担当者
の報告書、学校関係者評価委員
会議事録、HP

1 2 3
学校における職業教育の特色は明確になって
いるか

A
学生便覧、ＨＰ、シラバス、学則
別表2

1 2 4
各修業期間における教育目的・目標・教育計画
が文書化され、提示されているか

C
学生便覧、年間行事予定表、学
則

教育の特色（社会や関連業界のニーズを踏まえた将来構想を描いていますか）
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３３．．評評価価基基準準のの説説明明

 

３－１．「教育理念・目標」 

 

1.1.1 この項目で確認しているのは、「定められているか」です。中項目 1.1 では、理念・

目的・育成人材像についての自己評価を求めています。小項目にて、定められて

いるか、明文化しているか、公表しているか、と段階を分けて、どこまでできている

かを確認できるようになっています。「定められているか」を確認しているので、学校

内の内部資料に書かれているもの（非公開資料）でもエビデンスとして有効です。 

1.1.2 この項目では、学生や保証人に対して、教育理念を伝えられているかを確認してい

ます。（2022 年 4 月 1 日施行の民法改正による成年年齢の引き下げに伴い、「保

護者」から「保証人」という表現に変更しました。）エビデンスとして、学生や保護者

に配付している資料等が求められます。 

1.1.3 この項目では、教職員に対して、教育理念を伝えられているかを確認しています。

エビデンスとしては、教職員に配布している資料等が求められます。（エビデンス例

にもあるように、教職員にのみ配布する資料に限定されません。）学生・保証人に

対しては「周知しているか」でしたが、教職員に対しては「周知徹底しているか」とな

っていますので留意してください。好事例として、資料の配付に加えて、講師会や

教職員研修会などで説明することや、唱和することなどを組み合わせた取組があり

ます。 

1.1.4 この項目では、学外の方に対して、教育理念を伝えられているかを確認していま

す。1.1.2 項で「学生や保証人に対して」について確認をしておりますので、ここで

1 1
中

項

目

1 1 1
学校の理念・目的・育成人材像は定められてい
るか（専門分野の特性が明確になっているか）

A
寄附行為又は定款、学則その他
教育上の目的を定めた規程、
HP、学生便覧

1 1 2
学生・保証人（保護者）に対して教育理念等を明
文化し、周知しているか

A
学校・学科（理念・目的）を紹介す
るパンフレット、HP、学生便覧、学
生の手引き

1 1 3
教職員に対して教育理念等を明文化し、周知徹
底を図っているか

B
教職員手帳等、学生便覧、学生
の手引き、HP

1 1 4
学外の方に対して教育理念等を明文化し、公表
しているか

B HP、パンフレット、募集要項

理念・目的・育成人材像（教育理念（建学の精神）・目的・目標、育成人材像等が明文化されてい

るか。職業教育機関として専修学校教育に必要とされる考え方や指針、内容等が盛り込まれている
か）

  9 

は「学生や保証人以外の学外の方」を対象としています。例えば、求人募集をいた

だいている企業等の方、関係する業界団体の方、高等学校の先生方などが対象

に含まれます。エビデンスとして、これらの方々に実際に配布している資料等やホ

ームページ等に掲載されている情報が挙げられます。 

 

 

1.2.1 中項目 1.2 では「教育の特色が明確にできているか」という点について自己評価を

求めています。この項目では、「業界のニーズに向けて方向づけられているか」とい

う点についてとなりますが、見方を変えると、括弧書きで示されているように、業界の

ニーズ（求められる人材像）が把握され、どのようなコンピテンス（知識・スキル及び

業務遂行能力）のレベルが求められているかを明確にできているか、ということの確

認となります。エビデンスとして提示されている資料に、こうした業界のニーズが描

かれているか、また、それらのニーズに応えられる人材像が目的・目標として描か

れているかを評価します。 

1.2.2 この項目では、1.2.1 で捉えるニーズよりも長期的な視点でのニーズの把握ができ

ているかを確認しています。エビデンスとしては、ニーズ調査アンケートや就職担当

者の報告書のように直接的なもの（ニーズを調査した記録）だけではなく、教育課

程編成委員会や学校関係者評価委員会の議事録などのように、会議の場で、議

題として提示し、業界団体や企業の方々からの意見をとりまとめているものも考えら

れます。（これら全てが必要ということではありません。） 

1.2.3 この項目では、1.2.1 や 1.2.2 で把握されたニーズが、職業教育の特色として明確

化されているかを確認しています。例えば、「卒業後はこういうコンピテンスが身に

1 2
中
項

目

1 2 1

各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に
対応する業界のニーズに向けて方向づけられて
いるか（コース修了後に、学習者がそのコンピテ
ンスのレベルを必要とする目的や状況が明確に
されているか）

A
HP、学生便覧、実習要項、教育
課程編成委員会議事録

1 2 2

社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構
想を抱いているか
（学校の将来構想を描くために、業界の動向や
ニーズを調査しているか）

A

ニーズ調査アンケート、教育課程
編成委員会議事録、就職担当者
の報告書、学校関係者評価委員
会議事録、HP

1 2 3
学校における職業教育の特色は明確になって
いるか

A
学生便覧、ＨＰ、シラバス、学則
別表2

1 2 4
各修業期間における教育目的・目標・教育計画
が文書化され、提示されているか

C
学生便覧、年間行事予定表、学
則

教育の特色（社会や関連業界のニーズを踏まえた将来構想を描いていますか）
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つきます」や「このような職業に就けます」などの成果のイメージが、把握されたニー

ズに応える形となっていることを示しているエビデンスや、「職業理解を深めるため

に、どのような授業がなされているかが明確に示されていること」がわかるエビデン

スなどが想定されています。 

1.2.4 この項目では、より具体的な確認事項として、1 年次における教育目的・目標・教育

計画、2年次における教育目的・目標・教育計画などが文書化され、学生や教職員

に提示されているかを確認しています。 

 

 

３－２．「学校運営」 

 

2.1.1 中項目 2.1 では「学校運営における運営方針は教育理念等に沿ったものになって

いるか」という点について自己評価を求めています。この項目では、「運営方針が

策定されているか」を確認しています。「策定している」のであれば、それを示すエ

ビデンスとして、その運営方針が掲載されている資料を示すことができます。「運営

方針」として教室や教員室などに掲示しているものがあればそれがエビデンスとなり

ます。また、「策定している」ことが説明できればよいので、理事会議事録などの非

公開資料でも、そこに教育方針や教育目的等に沿った運営方針を策定したことが

記載されていれば、エビデンスとなります。 

2.1.2 この項目では、運営方針を「教職員に周知しているか」、また、「必要に応じてその

理解の状況を確認しているか」を確認しています。教職員に周知していることを求

めていますので、エビデンスとして示す資料は、教職員に配布されている資料や、

情報共有されている資料となります。例として、学校計画書を作成している場合や、

年度初めに運営方針発表会を実施し議事録を作成している場合のものを挙げて

います。 

2 1
中

項

目

2 1 1
教育方針や教育目的等に沿った運営方針が策
定されているか

A

学校・部門の運営方針を示す資
料、運営方針、理事会議事録、管
理運営に関する方針を明らかに
し学内で共有した資料

2 1 2
運営方針を教職員に周知しているか、また必要
に応じてその理解の状況を確認しているか

Ｂ

学校計画書、運営方針発表会議
事録、周知した場合の会当該の
議録、行事の記録、写真等。寄附
行為又は定款、その他教学運営
等の教職協働の取組事例の資料

運営方針（運営方針は教育理念等に沿ったものになっているか）
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2.2.1 中項目 2.2 では「学校運営における事業計画を作成し、執行しているか」という点に

ついて自己評価を求めています。この項目では、運営方針に沿った事業計画を策

定し共有しているかを確認します。事業計画書という形で、運営方針に沿った事業

計画が策定され、教職員に配布されているならば、評価は 4（適切）となります。ま

た、事業計画書という形にはなっていなくとも、理事会や評議員会の資料としてこれ

らが示され、事業計画について説明されたことが議事録に残されているならば、こ

れも評価は 4（適切）となります。もし、事業計画についての説明や議論が全くなか

ったとしたならば、理事会や評議員会の議事録があったとしても、評価4（適切）とは

なりません。。 

2.2.2 この項目では、「年間のスケジュール」として計画が作成されているかを確認しま

す。年間行事予定表などがあれば、評価は 4（適切）となります。 

 

2 2
中

項

目

2 2 1
運営方針に沿った事業計画を策定し共有してい
るか

A
事業計画書、理事会・評議員会
の議事録、事業計画書を共有し
た証拠

2 2 2 学校の年間スケジュールはあるか A

年間行事予定表、事業計画工程
表。学則等（授業期間）、外部実
習等の履修指導等のガイダンス
資料

事業計画（事業計画を作成し、執行しているか）
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つきます」や「このような職業に就けます」などの成果のイメージが、把握されたニー

ズに応える形となっていることを示しているエビデンスや、「職業理解を深めるため

に、どのような授業がなされているかが明確に示されていること」がわかるエビデン

スなどが想定されています。 

1.2.4 この項目では、より具体的な確認事項として、1 年次における教育目的・目標・教育

計画、2年次における教育目的・目標・教育計画などが文書化され、学生や教職員

に提示されているかを確認しています。 

 

 

３－２．「学校運営」 

 

2.1.1 中項目 2.1 では「学校運営における運営方針は教育理念等に沿ったものになって

いるか」という点について自己評価を求めています。この項目では、「運営方針が

策定されているか」を確認しています。「策定している」のであれば、それを示すエ

ビデンスとして、その運営方針が掲載されている資料を示すことができます。「運営

方針」として教室や教員室などに掲示しているものがあればそれがエビデンスとなり

ます。また、「策定している」ことが説明できればよいので、理事会議事録などの非

公開資料でも、そこに教育方針や教育目的等に沿った運営方針を策定したことが

記載されていれば、エビデンスとなります。 

2.1.2 この項目では、運営方針を「教職員に周知しているか」、また、「必要に応じてその

理解の状況を確認しているか」を確認しています。教職員に周知していることを求

めていますので、エビデンスとして示す資料は、教職員に配布されている資料や、

情報共有されている資料となります。例として、学校計画書を作成している場合や、

年度初めに運営方針発表会を実施し議事録を作成している場合のものを挙げて

います。 

2 1
中

項

目

2 1 1
教育方針や教育目的等に沿った運営方針が策
定されているか

A

学校・部門の運営方針を示す資
料、運営方針、理事会議事録、管
理運営に関する方針を明らかに
し学内で共有した資料

2 1 2
運営方針を教職員に周知しているか、また必要
に応じてその理解の状況を確認しているか

Ｂ

学校計画書、運営方針発表会議
事録、周知した場合の会当該の
議録、行事の記録、写真等。寄附
行為又は定款、その他教学運営
等の教職協働の取組事例の資料

運営方針（運営方針は教育理念等に沿ったものになっているか）
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2.2.1 中項目 2.2 では「学校運営における事業計画を作成し、執行しているか」という点に

ついて自己評価を求めています。この項目では、運営方針に沿った事業計画を策

定し共有しているかを確認します。事業計画書という形で、運営方針に沿った事業

計画が策定され、教職員に配布されているならば、評価は 4（適切）となります。ま

た、事業計画書という形にはなっていなくとも、理事会や評議員会の資料としてこれ

らが示され、事業計画について説明されたことが議事録に残されているならば、こ

れも評価は 4（適切）となります。もし、事業計画についての説明や議論が全くなか

ったとしたならば、理事会や評議員会の議事録があったとしても、評価4（適切）とは

なりません。。 

2.2.2 この項目では、「年間のスケジュール」として計画が作成されているかを確認しま

す。年間行事予定表などがあれば、評価は 4（適切）となります。 

 

2 2
中

項

目

2 2 1
運営方針に沿った事業計画を策定し共有してい
るか

A
事業計画書、理事会・評議員会
の議事録、事業計画書を共有し
た証拠

2 2 2 学校の年間スケジュールはあるか A

年間行事予定表、事業計画工程
表。学則等（授業期間）、外部実
習等の履修指導等のガイダンス
資料

事業計画（事業計画を作成し、執行しているか）

共-1-2_自己点検・評価標準モ�ル利用の手引き_本文.indd   15共-1-2_自己点検・評価標準モ�ル利用の手引き_本文.indd   15 2022/03/04   9:282022/03/04   9:28



  12 

 

2.3.1 中項目 2.3では「学校運営における運営組織や意思決定機関は効率的なものにな

っているか」という点について自己評価を求めています。この項目では、理事会会

議規則や学校の運営規程等という「ルールが整備されているか」ということと、それ

らのルールに則って「会議が開催されているか」という 2 つのことが確認されていま

す。まずは「ルールが整備されているか」という点が確認され、その上で、整備され

たルールに則って「会議が開催されているか」が問われるという流れになります。両

者ができているならば、評価は4（適切）となります。ルールは整備されているけれど

も、会議が適切に開催されているとは言えないという場合には評価を 3 とし、そもそ

もルールが整備されていない場合には評価 2 または 1 とします。 

2.3.2 この項目も、前項と同様に、「規則等において明確化されているか」ということと、そ

れらが「有効に機能しているか」という 2 つのことが確認されています。まずは「規則

等において明確化されているか」という点が確認され、その上で、それらが「有効に

2 3
中

項

目

2 3 1

寄附行為、理事会会議規則等（法人）、学校の
運営規程等が整備され、それらに従って理事
会・評議員会（法人）、学校の運営会議等が開
催されているか

A

理事会会議規則、学校の運営規
程等、理事会・評議員会の議事
録、法人の理事・評議員会名簿
（役職・氏名・所属先等の明示）、
学校・学科・学年単位等の会議議
事録等

2 3 2
運営組織や意思決定機能は、規則等において
明確化されているか、有効に機能しているか

A
組織規程、決済規程、起案書、役
職者の職務権限規程、内部規程
類

2 3 3 組織機能図があるか A 組織図、校務分掌表

2 3 4
運営会議（教職員会議・教員会議等）が定期的
に開催されているか

B
年間行事予定表、教職員会議議
事録、教職員会議・教員会議等
の規程

2 3 5 理事会・評議員会の議事録は公開されているか C
情報公開規程等、理事会議事
録、評議員会議事録、HP

2 3 6
教職員（組織の構成員）それぞれの職務分掌が
文書化されているか

C 校務分掌表、組織規程

2 3 21 出退勤管理簿があるか A 出勤簿、勤務予定表、就業規則

2 3 22 教職員の健康診断がされているか A
教職員健康診断の案内、教職員
健康診断実施記録。就業規則、
特定健康診査結果一覧

2 3 41
施設設備の保守・管理が定期的に行われてい
るか

A 施設設備保守・管理点検表

運営組織（運営組織や意思決定機関は効率的なものになっているか）
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機能しているか」が問われるという流れになります。ここでいう規則等とは、エビデン

ス例にあるように、組織を運営するために必要となる組織規程や職務権限規程、備

品購入や取引などに関する決済者を定めた決済規程など、組織（学校）の内部規

程を指しています。両者ができているならば、評価は 4（適切）となります。規則等に

おいて明確化されているけれども、有効に機能しているとは言えないという場合に

は評価を 3 とし、そもそも明確化されていない場合には評価 2 または 1 とします。 

2.3.3 組織機能図とは、組織図や校務分掌表など、組織内の機能を見える化したもので

す。どのような組織体制となっているのか、それぞれの部署はどのような機能（役

割）を持っているのかが明確化されていることを確認します。 

2.3.4 ここでいう運営会議とは、教職員会議など、学校・学科・学年単位等で現場の教職

員が中心となって行われる会議のことです。いずれの単位での会議が学校運営の

中心となる会議になるかは、学校の規模や各校の方針などによって異なります。な

お、「定期的に開催」されているといえる頻度は、「学校の運営を行う」という役割を

考慮し、概ね 1 ヶ月に 1回以上とします。 

2.3.5 この項目では、理事会・評議員会の議事録を公開しているか確認しています。公開

方法としては、Web サイト（情報公開ページ）に掲載する方法や、Web サイトに「情

報公開規程」などの形で閲覧可能情報の一覧と閲覧手順を掲載し、窓口にて申請

して閲覧してもらうという方法などがあります。 

2.3.6 この項目では、教員やスタッフ（職員）それぞれの職務分掌が文書化され、明確に

なっているかを確認しています。 

2.3.21 同じ中項目に属するものとして分類されているものの、観点や視点が異なるものに

ついては項番を 20番台や40番台として区分しています。この項目では、教員やス

タッフ（職員）の出退勤管理について確認しています。出勤簿を作成している学校

もあれば、タイムカードなどを活用している学校もあるかと思います。多くの学校にと

って、できていることが当たり前の項目ではありますが、外部の方々に「学校の取

組」を理解していただくことも自己点検・評価の役割の一つであることをご理解くだ

さい。 

2.3.22 この項目では、教員やスタッフ（職員）の健康診断がされていることを確認していま

す。多くの学校にとって、できていることが当たり前の項目ではありますが、外部の

方々に「学校の取組」を理解していただくことも自己点検・評価の役割の一つである

ことをご理解ください。 
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2.3.1 中項目 2.3では「学校運営における運営組織や意思決定機関は効率的なものにな

っているか」という点について自己評価を求めています。この項目では、理事会会
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2 3
中

項

目
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寄附行為、理事会会議規則等（法人）、学校の
運営規程等が整備され、それらに従って理事
会・評議員会（法人）、学校の運営会議等が開
催されているか

A

理事会会議規則、学校の運営規
程等、理事会・評議員会の議事
録、法人の理事・評議員会名簿
（役職・氏名・所属先等の明示）、
学校・学科・学年単位等の会議議
事録等

2 3 2
運営組織や意思決定機能は、規則等において
明確化されているか、有効に機能しているか

A
組織規程、決済規程、起案書、役
職者の職務権限規程、内部規程
類

2 3 3 組織機能図があるか A 組織図、校務分掌表

2 3 4
運営会議（教職員会議・教員会議等）が定期的
に開催されているか

B
年間行事予定表、教職員会議議
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の規程
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機能しているか」が問われるという流れになります。ここでいう規則等とは、エビデン

ス例にあるように、組織を運営するために必要となる組織規程や職務権限規程、備
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2.3.4 ここでいう運営会議とは、教職員会議など、学校・学科・学年単位等で現場の教職
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報公開規程」などの形で閲覧可能情報の一覧と閲覧手順を掲載し、窓口にて申請
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ついては項番を 20番台や 40番台として区分しています。この項目では、教員やス

タッフ（職員）の出退勤管理について確認しています。出勤簿を作成している学校

もあれば、タイムカードなどを活用している学校もあるかと思います。多くの学校にと

って、できていることが当たり前の項目ではありますが、外部の方々に「学校の取

組」を理解していただくことも自己点検・評価の役割の一つであることをご理解くだ

さい。 

2.3.22 この項目では、教員やスタッフ（職員）の健康診断がされていることを確認していま

す。多くの学校にとって、できていることが当たり前の項目ではありますが、外部の

方々に「学校の取組」を理解していただくことも自己点検・評価の役割の一つである

ことをご理解ください。 
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2.3.41 この項目では、施設設備の保守・管理が定期的に行われていることを確認してい

ます。この項目のように、「実施していること」を確認する場合には、点検記録や報

告書など、実施していることが説明できる記録をエビデンスにしてください。 

 

 

2 4
中

項

目

2 4 1 資格・要件を備えた教員を確保しているか A

資格・要件等採用基準、学校が
求める教員像・教員の役割・教育
責任の所在に関する考え方を学
内で共有した資料、教職員名簿、
実務経験者一覧、教員資格認定
書

2 4 2

現に教員数が充足していない場合、採用活動を
行っているか、
または、教員資格等取得に向けた教育・指導を
行っているか

A

HP、求人申込書、求人広告の記
録（新聞・求人サイト）、教育訓練
の記録、授業科目と担当教員の
適合性を判断する制度・判断した
実例を示す資料、研修計画、面
談・指導記録、求人票

2 4 3 授業評価の実施・評価体制はあるか A
実施体制組織図、授業評価の帳
票、フィードバック記録、授業アン
ケート

2 4 4 教員の組織体制を整備しているか A

講師会議事録、教員組織図。教
員組織の適切性を検証したこと
示す各種委員会、改善・向上に向
けた取組が分かる資料

2 4 21
職員の能力開発のための研修等が行われてい
るか

A
研修報告書、学校のFD・SDの考
え方、実施体制、実施状況（参加
率含む）が分かる資料

2 4 22

関連分野における先端的な知識・技能等を修得
するための研修や教員の指導力育成等資質向
上のための取組みが行われているか（研修等
の効果を評価し、文書により記録しているか）

A

研修報告書、授業科目と担当教
員の適合性を判断する制度・判
断した実例を示す資料、学校の
FD・SDの考え方、実施体制、実
施状況（参加率含む）が分かる資
料

2 4 23
教育の成果（学修結果）に基づく教員面接を実
施しているか

B
教員・講師面談記録、講師交流
会資料

2 4 24

［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、実務に関する研修や
指導力の修得・向上のための研修等を教員の
業務経験や能力、担当する授業や業務に応じ
て組織的・計画的に受講させているか

B 教員の研修計画・研修報告書

2 4 25

教員に対して、割り当てられた職務及び責任、
学習サービスの評価結果、本人の専門能力開
発のニーズに対する見解を考慮に入れて、専門
能力開発の計画を作成しているか（教職員研修
計画の作成）

B 教員・講師の研修計画書

教職員の評価・育成（教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた取組みを行っているか）
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2.4.1 中項目 2.4 では「学校運営における教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた

取組」について自己評価を求めています。この項目では、教員の資格・要件につい

て確認しています。教員の一覧表に、それぞれの教員が専修学校設置基準第 41

条 1～6 のどの要件を満たしているのかを記載してエビデンスとしている学校もあり

ます。エビデンス例にもあるように、「資格・要件等採用基準」など、教員を募集する

際の要件を学科・コース・科目別等で整理したものが作成されていれば、学校とし

て、どのような資格・要件を持つ教員を求めているかが容易に確認できます。 

2.4.2 この項目では、教員の新規採用や教育・指導などにより、教員の確保に努めている

ということを確認しています。前項との関わりが深い点検項目となります。取組方法

として、新規採用と既存教員への教育・指導という 2 つの方法が項目に挙げられて

いますが、この両者を行っていなければならないということではありません。2.4.1 項

の状態が持続できるようにするために、どのような活動を行っているのかということに

なります。 

2.4.3 この項目では、授業評価について確認しています。近年、多くの学校で取り組まれ

るようになった学生による授業評価アンケートも、こうした取組の一つといえます。し

かし、エビデンス例にもあるように、授業評価の中心は、学校長や副校長、教務部

長や学科長などの所属上長等による評価となります。実施体制組織図などにより、

評価の体制を明示します。授業評価の実施に当たっては、評価シートなどでチェッ

ク項目を標準化することが効果的です。また、評価結果を教員・講師に伝えフィー

ドバックが行われることにより、授業の改善につながる評価活動となります。こうした

一連の活動を行うための、実施・評価体制ができているかを確認します。 

2.4.4 この項目では、教員の能力向上に向けた取組として、組織体制の整備について確

認しています。多くの学校では、専任教員（常勤の教員）だけでなく、非常勤講師と

も連携して授業を行っていると思います。教員の組織体制の整備とは、こうした教

員が情報を共有したり、連携するために組織化することを指しています。教員組織

2 4 41
教育内容の改善を図るため、教職員と非常勤
講師等との定期的な情報交換を行っているか

B

会議議事録、報告書、教務日誌、
教員組織の適切性を検証したこ
と示す各種委員会、改善・向上に
向けた取組が分かる資料

2 4 42
事務職員の意欲・資質の向上を図るための方
策を講じているか

C
研修計画、研修報告書、教学運
営等の教職協働の取組事例の資
料
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2.3.41 この項目では、施設設備の保守・管理が定期的に行われていることを確認してい

ます。この項目のように、「実施していること」を確認する場合には、点検記録や報

告書など、実施していることが説明できる記録をエビデンスにしてください。 
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の効果を評価し、文書により記録しているか）

A
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施状況（参加率含む）が分かる資
料

2 4 23
教育の成果（学修結果）に基づく教員面接を実
施しているか

B
教員・講師面談記録、講師交流
会資料

2 4 24

［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、実務に関する研修や
指導力の修得・向上のための研修等を教員の
業務経験や能力、担当する授業や業務に応じ
て組織的・計画的に受講させているか

B 教員の研修計画・研修報告書

2 4 25

教員に対して、割り当てられた職務及び責任、
学習サービスの評価結果、本人の専門能力開
発のニーズに対する見解を考慮に入れて、専門
能力開発の計画を作成しているか（教職員研修
計画の作成）

B 教員・講師の研修計画書

教職員の評価・育成（教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた取組みを行っているか）
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2.4.1 中項目 2.4 では「学校運営における教員及び職員の能力評価・能力向上に向けた

取組」について自己評価を求めています。この項目では、教員の資格・要件につい

て確認しています。教員の一覧表に、それぞれの教員が専修学校設置基準第 41

条 1～6 のどの要件を満たしているのかを記載してエビデンスとしている学校もあり

ます。エビデンス例にもあるように、「資格・要件等採用基準」など、教員を募集する

際の要件を学科・コース・科目別等で整理したものが作成されていれば、学校とし

て、どのような資格・要件を持つ教員を求めているかが容易に確認できます。 

2.4.2 この項目では、教員の新規採用や教育・指導などにより、教員の確保に努めている

ということを確認しています。前項との関わりが深い点検項目となります。取組方法

として、新規採用と既存教員への教育・指導という 2 つの方法が項目に挙げられて

いますが、この両者を行っていなければならないということではありません。2.4.1 項

の状態が持続できるようにするために、どのような活動を行っているのかということに

なります。 

2.4.3 この項目では、授業評価について確認しています。近年、多くの学校で取り組まれ

るようになった学生による授業評価アンケートも、こうした取組の一つといえます。し

かし、エビデンス例にもあるように、授業評価の中心は、学校長や副校長、教務部

長や学科長などの所属上長等による評価となります。実施体制組織図などにより、

評価の体制を明示します。授業評価の実施に当たっては、評価シートなどでチェッ

ク項目を標準化することが効果的です。また、評価結果を教員・講師に伝えフィー

ドバックが行われることにより、授業の改善につながる評価活動となります。こうした

一連の活動を行うための、実施・評価体制ができているかを確認します。 

2.4.4 この項目では、教員の能力向上に向けた取組として、組織体制の整備について確

認しています。多くの学校では、専任教員（常勤の教員）だけでなく、非常勤講師と

も連携して授業を行っていると思います。教員の組織体制の整備とは、こうした教

員が情報を共有したり、連携するために組織化することを指しています。教員組織

2 4 41
教育内容の改善を図るため、教職員と非常勤
講師等との定期的な情報交換を行っているか

B

会議議事録、報告書、教務日誌、
教員組織の適切性を検証したこ
と示す各種委員会、改善・向上に
向けた取組が分かる資料

2 4 42
事務職員の意欲・資質の向上を図るための方
策を講じているか

C
研修計画、研修報告書、教学運
営等の教職協働の取組事例の資
料
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図などの形で組織形態を示したり、講師会や学科・コース単位での会議開催など、

情報共有や業務上の連携を進めたりすることを例として挙げています。 

2.4.21 この項目では、職員の能力開発のための研修等が行われているかを確認してい

ます。対象が「職員」とされていることに注意してください（教員の能力開発につい

ては、次項にて確認されます）。総務・経理・学務など事務系と呼ばれる業務を担

当している職員、及び広報・募集や就職指導などを担当している職員に対する研

修がこれに当たります。 

2.4.22 この項目では、教員の能力開発のための研修等が行なわれているかを確認して

います。特に、「関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修」

や「教員の指導力育成等資質向上のための取組み」と、専門学校の教員として求

められる能力の向上について具体的に確認が求められています。エビデンスにつ

いては、研修計画だけではなく、研修等の効果を評価し、文書により記録している

ところまで求められています。 

2.4.23 この項目では、校長・副校長、教務部長、あるいは学科長など、教員を指導する

立場にある方による教員面接が行なわれているかを確認しています。この項目はカ

テゴリーB ということで、職業実践専門課程の認定を受けている学科を有する学校

向けのものですので、教育の成果（学修結果）についても、ディプロマポリシーや各

科目の到達目標などを考慮したものになります。エビデンスとしては、教員・講師面

談記録が想定されます。 

2.4.24 この項目も、2.4.22 項と同様に、教員の能力開発のための研修等に関するものと

なりますが、ポイントは「専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し」というと

ころです。この項目はカテゴリーB ということで、職業実践専門課程の認定を受けて

いる学科を有する学校向けのものですので、認定を受けている学科・コース等、そ

の専攻分野に関係する内容の能力開発を企業･団体等と連携し、組織的・計画的

に取り組んでいるかを確認しています。 

2.4.25 この項目では、教員の専門能力開発の計画を作成しているかを確認しています。

「割り当てられた職務及び責任、学習サービスの評価結果、本人の専門能力開発

のニーズに対する見解を考慮に入れて」、とありますので、教員組織全体に対する

研修計画だけでなく、教員一人一人の状況に見合った計画を作成することが期待

されます。 
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2.4.41 この項目では、教職員と非常勤講師等との定期的な情報交換が行なわれている

かを確認しています。月に一度以上の定期的な教職員会議や学科会議が開かれ

て情報交換がされていれば申し分ありません。半期に一度、あるいは年に一度、講

師交流会を開催しているという学校もあるかと思います。こうした会議を開催する際

には、会議次第だけでなく、会議後に議事録を作成することを習慣づけると、建設

的な意見が出やすくなります。 

2.4.42 この項目では、事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策（研修実施や外部

で実施される研修への参加支援など）について確認しています。カテゴリーC の項

目となります。 

 

 

2.5.1 中項目 2.5 では「人事・給与に関する制度を確立しているか」について自己評価を

求めています。この項目では、人事に関する制度を整備しているかを確認していま

す。就業規則や人事評価規程などが主なエビデンスとなります。テレワーク規定を

別に策定している場合には、これもエビデンスに加えてください。制度が整備され

ているということは、これらの規則・規程の内容が教職員に周知されているということ

です。文書化されたものが組織内で周知されていないのでは、評価4（適切）とはい

えません。 

2.5.2 この項目では、給与に関する制度を整備しているかを確認しています。エビデンス

例では、給与規程とは別に職能資格規程が挙げられていますが、これらが分けら

れていなくとも問題ありません。給与の額を算定する根拠となるルールが規程など

の形で明文化されているかが重要です。旅費や交通費がどのように支払われるか

についても、この項目の確認事項となります。 

2 5
中

項

目

2 5 1 人事に関する制度を整備しているか A
就業規則、人事評価規程、テレ
ワーク規定

2 5 2 給与に関する制度を整備しているか A
給与規程・職能資格規程、退職
給与規程・旅費規程

2 5 3 昇給・昇格制度は文書化されているか B
人事評価規程・昇進昇格規程、
給与規程、昇任に関して定めた
規程

2 5 4 採用制度は文書化されているか B 教職員採用規程

人事・給与制度（人事・給与に関する制度を確立しているか）

共-1-2_自己点検・評価標準モ�ル利用の手引き_本文.indd   20共-1-2_自己点検・評価標準モ�ル利用の手引き_本文.indd   20 2022/03/04   9:282022/03/04   9:28



  16 

図などの形で組織形態を示したり、講師会や学科・コース単位での会議開催など、

情報共有や業務上の連携を進めたりすることを例として挙げています。 

2.4.21 この項目では、職員の能力開発のための研修等が行われているかを確認してい

ます。対象が「職員」とされていることに注意してください（教員の能力開発につい

ては、次項にて確認されます）。総務・経理・学務など事務系と呼ばれる業務を担

当している職員、及び広報・募集や就職指導などを担当している職員に対する研

修がこれに当たります。 

2.4.22 この項目では、教員の能力開発のための研修等が行なわれているかを確認して

います。特に、「関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修」

や「教員の指導力育成等資質向上のための取組み」と、専門学校の教員として求

められる能力の向上について具体的に確認が求められています。エビデンスにつ

いては、研修計画だけではなく、研修等の効果を評価し、文書により記録している

ところまで求められています。 

2.4.23 この項目では、校長・副校長、教務部長、あるいは学科長など、教員を指導する

立場にある方による教員面接が行なわれているかを確認しています。この項目はカ

テゴリーB ということで、職業実践専門課程の認定を受けている学科を有する学校

向けのものですので、教育の成果（学修結果）についても、ディプロマポリシーや各

科目の到達目標などを考慮したものになります。エビデンスとしては、教員・講師面

談記録が想定されます。 

2.4.24 この項目も、2.4.22 項と同様に、教員の能力開発のための研修等に関するものと

なりますが、ポイントは「専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し」というと

ころです。この項目はカテゴリーB ということで、職業実践専門課程の認定を受けて

いる学科を有する学校向けのものですので、認定を受けている学科・コース等、そ

の専攻分野に関係する内容の能力開発を企業･団体等と連携し、組織的・計画的

に取り組んでいるかを確認しています。 

2.4.25 この項目では、教員の専門能力開発の計画を作成しているかを確認しています。

「割り当てられた職務及び責任、学習サービスの評価結果、本人の専門能力開発

のニーズに対する見解を考慮に入れて」、とありますので、教員組織全体に対する

研修計画だけでなく、教員一人一人の状況に見合った計画を作成することが期待

されます。 
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2.4.41 この項目では、教職員と非常勤講師等との定期的な情報交換が行なわれている

かを確認しています。月に一度以上の定期的な教職員会議や学科会議が開かれ

て情報交換がされていれば申し分ありません。半期に一度、あるいは年に一度、講

師交流会を開催しているという学校もあるかと思います。こうした会議を開催する際

には、会議次第だけでなく、会議後に議事録を作成することを習慣づけると、建設

的な意見が出やすくなります。 

2.4.42 この項目では、事務職員の意欲・資質の向上を図るための方策（研修実施や外部

で実施される研修への参加支援など）について確認しています。カテゴリーC の項

目となります。 

 

 

2.5.1 中項目 2.5 では「人事・給与に関する制度を確立しているか」について自己評価を

求めています。この項目では、人事に関する制度を整備しているかを確認していま

す。就業規則や人事評価規程などが主なエビデンスとなります。テレワーク規定を

別に策定している場合には、これもエビデンスに加えてください。制度が整備され

ているということは、これらの規則・規程の内容が教職員に周知されているということ

です。文書化されたものが組織内で周知されていないのでは、評価4（適切）とはい

えません。 

2.5.2 この項目では、給与に関する制度を整備しているかを確認しています。エビデンス

例では、給与規程とは別に職能資格規程が挙げられていますが、これらが分けら

れていなくとも問題ありません。給与の額を算定する根拠となるルールが規程など

の形で明文化されているかが重要です。旅費や交通費がどのように支払われるか

についても、この項目の確認事項となります。 

2 5
中

項

目

2 5 1 人事に関する制度を整備しているか A
就業規則、人事評価規程、テレ
ワーク規定

2 5 2 給与に関する制度を整備しているか A
給与規程・職能資格規程、退職
給与規程・旅費規程

2 5 3 昇給・昇格制度は文書化されているか B
人事評価規程・昇進昇格規程、
給与規程、昇任に関して定めた
規程

2 5 4 採用制度は文書化されているか B 教職員採用規程

人事・給与制度（人事・給与に関する制度を確立しているか）
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2.5.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、昇給・昇格の手順やルールが規

程・規則などの形で明文化されているかを確認しています。エビデンス例では、人

事評価規程・昇進昇格規程などの名称が挙げられていますが、給与規程の中に昇

進・昇格のルールが明記されているのであれば、給与規程のみでも評価 4（適切）

といえます。 

2.5.4 この項目では、採用の手順やルールが規程・規則などの形で明文化されているか

を確認しています。手順書や手引書など、教職員の求人を行なう際の手順を示し

たものもエビデンスとなります。が 

 

 

2.6.1 中項目 2.6 では「情報システム化等による業務の効率化が図られているか」につい

て自己評価を求めています。この項目では、学校運営に関する情報システム化の

進捗について確認されています。学校運営業務を効率化するために必要な情報

システムは、学校の規模や教職員の人数によって異なります。学生・生徒の出欠管

理や成績管理など、情報システム化により効率化が図られる業務は数多く存在しま

す。自己評価ということですので、こうした情報システム化についての教職員の満足

度などを考慮して評価を行なってください。エビデンスには、その評価の根拠とし

て、どのような情報システム化が進められているのかを示す資料を挙げてください。 

 

 

2 6
中

項

目

2 6 1

情報システム化等による業務の効率化が図ら
れているか
（情報システム化に取組み、業務の効率化を
図っているか）

A

導入されている情報システムの
概要を示す資料、円滑な情報シ
ステムの運営に係る組織体制を
示す資料・情報システム化に伴う
教育活動の効率化や効果を示す
資料

情報システム（情報システム化等による業務の効率化が図られているか）
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３－３．「教育活動」 

 

3.1.1 中項目 3.1 では「目標の設定」、「教育理念、教育目的および育成人材像に沿った

教育課程を編成・実施しているか」について自己評価を求めています。この項目で

は、①教育目的および育成人材像に基づき教育課程の編成・実施方針（カリキュラ

ムポリシー）を明示しているか、②学校構成員（教職員および学生等）に周知してい

るか、③社会に公表されているか、そして、④定期的に検証を行っているか、と一

つの項目の中で、4 つの事柄を確認しています。いずれも、専門学校として取り組

んでいることが求められるものです。これら 4 つのすべてが実施されていれば評価

4（適切）となり、一つでも不十分なものがあれば評価 3 となります。 

複数の事柄を確認していますので、エビデンスも複数になります。 

3.1.2 この項目では、「教育到達レベル」や「学習時間の確保」について確認しています。

エビデンス例として挙げられているカリキュラムマップなどがあると、カリキュラム間の

つながりや、それぞれの教育到達レベルが示しやすくなります。教育分野によって

は教育課程の体系性を示す学協会等が定めるモデルカリキュラムが存在しますの

で、それらのモデルカリキュラムと自校のカリキュラムの関係性を示した資料なども

エビデンスとして有効です。 

3.1.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、「ディプロマポリシーの明示」を確認

しています。①ディプロマポリシーを明示し、②学校構成員（教職員および学生等）

に周知し、③社会に公表し、そして④定期的に検証する、という 4 つの事項は、い

ずれも職業実践専門課程を有する学校としては、取り組んでいることが求められる

ものです。これら 4 つのすべてが実施されていれば評価 4（適切）となり、一つでも

不十分なものがあれば評価 3 となります。 

3 1
中

項
目

3 1 1

教育目的および育成人材像に基づき教育課程
の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を明示
し、また学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表されているか。また定期的に
検証を行っているか

A
カリキュラムポリシー、HP、学生
便覧、CP検証時の議事録、教育
課程編成委員会議事録

3 1 2

教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏ま
えた教育機関としての修業年限に対応した教育
到達レベルや学習時間の確保は明確にされて
いるか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、教育課程の体系性を示す学
協会等が定めるモデルカリキュラ
ムとの関係性を示した資料

3 1 3

教育目的および育成人材像に基づきディプロマ
ポリシーを明示し、また学校構成員（教職員およ
び学生等）に周知し、社会に公表されているか。
また定期的に検証を行っているか

B
ディプロマポリシー、HP、学生便
覧、DP検証時の議事録。学校関
係者評価委員会議事録

目標の設定（教育理念、教育目的および育成人材像に沿った教育課程を編成・実施しているか）
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2.5.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、昇給・昇格の手順やルールが規

程・規則などの形で明文化されているかを確認しています。エビデンス例では、人

事評価規程・昇進昇格規程などの名称が挙げられていますが、給与規程の中に昇

進・昇格のルールが明記されているのであれば、給与規程のみでも評価 4（適切）

といえます。 

2.5.4 この項目では、採用の手順やルールが規程・規則などの形で明文化されているか

を確認しています。手順書や手引書など、教職員の求人を行なう際の手順を示し

たものもエビデンスとなります。が 

 

 

2.6.1 中項目 2.6 では「情報システム化等による業務の効率化が図られているか」につい

て自己評価を求めています。この項目では、学校運営に関する情報システム化の

進捗について確認されています。学校運営業務を効率化するために必要な情報

システムは、学校の規模や教職員の人数によって異なります。学生・生徒の出欠管

理や成績管理など、情報システム化により効率化が図られる業務は数多く存在しま

す。自己評価ということですので、こうした情報システム化についての教職員の満足

度などを考慮して評価を行なってください。エビデンスには、その評価の根拠とし

て、どのような情報システム化が進められているのかを示す資料を挙げてください。 

 

 

2 6
中

項

目

2 6 1

情報システム化等による業務の効率化が図ら
れているか
（情報システム化に取組み、業務の効率化を
図っているか）

A

導入されている情報システムの
概要を示す資料、円滑な情報シ
ステムの運営に係る組織体制を
示す資料・情報システム化に伴う
教育活動の効率化や効果を示す
資料

情報システム（情報システム化等による業務の効率化が図られているか）
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３－３．「教育活動」 

 

3.1.1 中項目 3.1 では「目標の設定」、「教育理念、教育目的および育成人材像に沿った

教育課程を編成・実施しているか」について自己評価を求めています。この項目で

は、①教育目的および育成人材像に基づき教育課程の編成・実施方針（カリキュラ

ムポリシー）を明示しているか、②学校構成員（教職員および学生等）に周知してい

るか、③社会に公表されているか、そして、④定期的に検証を行っているか、と一

つの項目の中で、4 つの事柄を確認しています。いずれも、専門学校として取り組

んでいることが求められるものです。これら 4 つのすべてが実施されていれば評価

4（適切）となり、一つでも不十分なものがあれば評価 3 となります。 

複数の事柄を確認していますので、エビデンスも複数になります。 

3.1.2 この項目では、「教育到達レベル」や「学習時間の確保」について確認しています。

エビデンス例として挙げられているカリキュラムマップなどがあると、カリキュラム間の

つながりや、それぞれの教育到達レベルが示しやすくなります。教育分野によって

は教育課程の体系性を示す学協会等が定めるモデルカリキュラムが存在しますの

で、それらのモデルカリキュラムと自校のカリキュラムの関係性を示した資料なども

エビデンスとして有効です。 

3.1.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、「ディプロマポリシーの明示」を確認

しています。①ディプロマポリシーを明示し、②学校構成員（教職員および学生等）

に周知し、③社会に公表し、そして④定期的に検証する、という 4 つの事項は、い

ずれも職業実践専門課程を有する学校としては、取り組んでいることが求められる

ものです。これら 4 つのすべてが実施されていれば評価 4（適切）となり、一つでも

不十分なものがあれば評価 3 となります。 

3 1
中

項
目

3 1 1

教育目的および育成人材像に基づき教育課程
の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を明示
し、また学校構成員（教職員および学生等）に周
知し、社会に公表されているか。また定期的に
検証を行っているか

A
カリキュラムポリシー、HP、学生
便覧、CP検証時の議事録、教育
課程編成委員会議事録

3 1 2

教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏ま
えた教育機関としての修業年限に対応した教育
到達レベルや学習時間の確保は明確にされて
いるか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、教育課程の体系性を示す学
協会等が定めるモデルカリキュラ
ムとの関係性を示した資料

3 1 3

教育目的および育成人材像に基づきディプロマ
ポリシーを明示し、また学校構成員（教職員およ
び学生等）に周知し、社会に公表されているか。
また定期的に検証を行っているか

B
ディプロマポリシー、HP、学生便
覧、DP検証時の議事録。学校関
係者評価委員会議事録

目標の設定（教育理念、教育目的および育成人材像に沿った教育課程を編成・実施しているか）
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3 2
中

項

目

3 2 1
教育理念・到達目標に沿って学科等のカリキュ
ラムは体系的に編成されているか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、履修要項、シラバス、学協会
等が定めるモデルカリキュラムと
の関係性を示した資料

3 2 2
講義および実習に関するシラバスは作成されて
いるか

A シラバス

3 2 3
各科目の一コマの授業について、その授業シラ
バスが作成されているか

B コマシラバス

3 2 4

シラバスあるいは講義要項（作成されていれば
コマシラバス）などが事前に学生に示され（ある
いはホームページなどで公開されて）、授業で有
効活用されているか

B
HP、シラバス、講義概要、学生便
覧。授業報告書

3 2 5
授業はシラバスに基づいて授業が展開されてい
るか。また学校構成員（すべての教員、職員、
学生）に周知を図っているか

C/J
シラバス、コマシラバス、授業報
告書

3 2 21
適切な評価体制を有し、授業評価が実施されて
いるか（教育内容およびその評価方法、評価項
目、手段、スケジュールは適切か）

A

評価マニュアル、授業評価報告
書、成績評価基準に関する教員
間の申し合わせやその運用事実
が分かる資料

3 2 22
質保証を目的とした授業や学習の定期的な観
察を実施しているか

B

授業評価チェックシート、授業観
察報告書、学習実態の把握とそ
れに基づく改善・向上の取組を示
す資料、教育の運用にあたる各
種委員会等の活動が分かる資料

3 2 23
学生によるアンケート等で、適切に授業評価を
実施しているか（学習の目的を満たしているか、
満足度を含めて定期的に確認しているか）

B

授業アンケート、卒業時アンケー
ト、学習実態の把握とそれに基づ
く改善・向上の取組を示す資料、
教育の運用にあたる各種委員会
等の活動が分かる資料

3 2 24
評価結果を教員にフィードバックするなど、その
結果を授業改善に役立てているか

B

フィードバック記録、シラバス、改
善活動の記録、授業アンケート、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会等
の活動が分かる資料

3 2 41

カリキュラム作成の際、複数のメンバーによるカ
リキュラム作成やカリキュラム作成委員会等の
形で、作成したカリキュラムの検証が行われて
いるか

B

カリキュラム作成委員会組織図、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会等
の活動が分かる資料

3 2 42
カリキュラム作成メンバーの中に業界関係者な
どの外部関係者を入れているかまたはその意
見を取り入れているか

B
教育課程編成委員会議事録、カ
リキュラム検討会議議事録

教育方法・評価等（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系的なカリキュラム作成などの
取組がなされているか）
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3.2.1 中項目 3.2 では「教育方法・評価等」（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系

的なカリキュラム作成などの取組がなされているか）について自己評価を求めていま

す。カリキュラムとは、教育課程の概要を示したもので、カリキュラム、履修要項、シラバ

スなどの名称をつけられたものを指します。分野によっては、学協会等が定めるコアカリ

キュラムのようにモデルカリキュラムが設定されいる場合もあります。こうしたモデルカリキ

ュラムに則していたり、自校が定める教育理念・到達目標に沿ってカリキュラムが編成さ

れていることを資料で示せれば４（適切）となります。なお、履修する各科目の関係性を

カリキュラムマップという形で図示している場合などは、学習者にとってより判りやすく説

明がされていますので、４＋（優良）と評価できます。 

3.2.2 シラバスとは、講義・実習の到達目標や内容、スケジュール、成績の評価方法など、科

目ごとの授業計画が示されたものとなります。エビデンスには、シラバスとのみ表記され

ていますが、シラバスに該当するものであれば、講義要項、講義概要、授業計画など、

名称は問いません。 

3.2.3 ここからはカテゴリーB となります。コマシラバスとは、１コマごとの授業計画を詳細に示

したものです。コマシラバスには、その授業では何を学ぶのか、何ができるようになるの

3 2 81
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立っ
たカリュキュラムや教育方法の工夫・開発など
が実施されているか

A
キャリア教育シラバス、実務家教
員シラバス

3 2 82

関連分野における実践的な職業教育（産学連
携によるインターンシップ、実技・実習等）が体
系的に位置づけられ、その内容、評価法などが
事前に決められているか

B

カリキュラムマップ・実務家教員シ
ラバス・企業との協定書、連携実
務実習に係る実施計画・ 実施協
定書および実施に係る責任体制
が分かる資料

3 2 83
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って
いるか

B

教育課程委員会議事録、カリキュ
ラム検討会議議事録、実習報告
書、連携実務実習に係る実施計
画・ 実施協定書および実施に係
る責任体制が分かる資料

3 2 84
企業・施設等での職場実習（インターンシップ含
む）があるか

B

実習受諾書、講義概要、企業実
習報告書、連携実務実習に係る
実施計画・ 実施協定書および実
施に係る責任体制が分かる資料

3 2 85 企業・地域・行政との連携を図っているか C

実習受諾書、企業等との連携に
関する契約書、学校関係者評価
報告書、設置主体・学校法人の
事業報告書、HP

3 2 86
他の高等教育機関との連携講座等を行ってい
るか

C/Q
シラバス、講義概要、教育連携協
定書、設置主体・学校法人の事
業報告書、HP
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3 2
中

項

目

3 2 1
教育理念・到達目標に沿って学科等のカリキュ
ラムは体系的に編成されているか

A

カリキュラムマップ、カリキュラ
ム、履修要項、シラバス、学協会
等が定めるモデルカリキュラムと
の関係性を示した資料

3 2 2
講義および実習に関するシラバスは作成されて
いるか

A シラバス

3 2 3
各科目の一コマの授業について、その授業シラ
バスが作成されているか

B コマシラバス

3 2 4

シラバスあるいは講義要項（作成されていれば
コマシラバス）などが事前に学生に示され（ある
いはホームページなどで公開されて）、授業で有
効活用されているか

B
HP、シラバス、講義概要、学生便
覧。授業報告書

3 2 5
授業はシラバスに基づいて授業が展開されてい
るか。また学校構成員（すべての教員、職員、
学生）に周知を図っているか

C/J
シラバス、コマシラバス、授業報
告書

3 2 21
適切な評価体制を有し、授業評価が実施されて
いるか（教育内容およびその評価方法、評価項
目、手段、スケジュールは適切か）

A

評価マニュアル、授業評価報告
書、成績評価基準に関する教員
間の申し合わせやその運用事実
が分かる資料

3 2 22
質保証を目的とした授業や学習の定期的な観
察を実施しているか

B

授業評価チェックシート、授業観
察報告書、学習実態の把握とそ
れに基づく改善・向上の取組を示
す資料、教育の運用にあたる各
種委員会等の活動が分かる資料

3 2 23
学生によるアンケート等で、適切に授業評価を
実施しているか（学習の目的を満たしているか、
満足度を含めて定期的に確認しているか）

B

授業アンケート、卒業時アンケー
ト、学習実態の把握とそれに基づ
く改善・向上の取組を示す資料、
教育の運用にあたる各種委員会
等の活動が分かる資料

3 2 24
評価結果を教員にフィードバックするなど、その
結果を授業改善に役立てているか

B

フィードバック記録、シラバス、改
善活動の記録、授業アンケート、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会等
の活動が分かる資料

3 2 41

カリキュラム作成の際、複数のメンバーによるカ
リキュラム作成やカリキュラム作成委員会等の
形で、作成したカリキュラムの検証が行われて
いるか

B

カリキュラム作成委員会組織図、
学習実態の把握とそれに基づく
改善・向上の取組を示す資料、教
育の運用にあたる各種委員会等
の活動が分かる資料

3 2 42
カリキュラム作成メンバーの中に業界関係者な
どの外部関係者を入れているかまたはその意
見を取り入れているか

B
教育課程編成委員会議事録、カ
リキュラム検討会議議事録

教育方法・評価等（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系的なカリキュラム作成などの
取組がなされているか）
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3.2.1 中項目 3.2 では「教育方法・評価等」（各学科の教育目標、育成人材像に向けて、体系

的なカリキュラム作成などの取組がなされているか）について自己評価を求めていま

す。カリキュラムとは、教育課程の概要を示したもので、カリキュラム、履修要項、シラバ

スなどの名称をつけられたものを指します。分野によっては、学協会等が定めるコアカリ

キュラムのようにモデルカリキュラムが設定されいる場合もあります。こうしたモデルカリキ

ュラムに則していたり、自校が定める教育理念・到達目標に沿ってカリキュラムが編成さ

れていることを資料で示せれば４（適切）となります。なお、履修する各科目の関係性を

カリキュラムマップという形で図示している場合などは、学習者にとってより判りやすく説

明がされていますので、４＋（優良）と評価できます。 

3.2.2 シラバスとは、講義・実習の到達目標や内容、スケジュール、成績の評価方法など、科

目ごとの授業計画が示されたものとなります。エビデンスには、シラバスとのみ表記され

ていますが、シラバスに該当するものであれば、講義要項、講義概要、授業計画など、

名称は問いません。 

3.2.3 ここからはカテゴリーB となります。コマシラバスとは、１コマごとの授業計画を詳細に示

したものです。コマシラバスには、その授業では何を学ぶのか、何ができるようになるの

3 2 81
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立っ
たカリュキュラムや教育方法の工夫・開発など
が実施されているか

A
キャリア教育シラバス、実務家教
員シラバス

3 2 82

関連分野における実践的な職業教育（産学連
携によるインターンシップ、実技・実習等）が体
系的に位置づけられ、その内容、評価法などが
事前に決められているか

B

カリキュラムマップ・実務家教員シ
ラバス・企業との協定書、連携実
務実習に係る実施計画・ 実施協
定書および実施に係る責任体制
が分かる資料

3 2 83
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って
いるか

B

教育課程委員会議事録、カリキュ
ラム検討会議議事録、実習報告
書、連携実務実習に係る実施計
画・ 実施協定書および実施に係
る責任体制が分かる資料

3 2 84
企業・施設等での職場実習（インターンシップ含
む）があるか

B

実習受諾書、講義概要、企業実
習報告書、連携実務実習に係る
実施計画・ 実施協定書および実
施に係る責任体制が分かる資料

3 2 85 企業・地域・行政との連携を図っているか C

実習受諾書、企業等との連携に
関する契約書、学校関係者評価
報告書、設置主体・学校法人の
事業報告書、HP

3 2 86
他の高等教育機関との連携講座等を行ってい
るか

C/Q
シラバス、講義概要、教育連携協
定書、設置主体・学校法人の事
業報告書、HP
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かということが明示されますので、コマシラバスがあると、学生は授業時間内の学習の仕

方や予習・復習の仕方を把握しやすくなり、学習意欲の向上が期待できます。 

3.2.4 シラバスや講義要項は、講師と学生の双方にとって重要な情報です。講師にとっては

授業の振り返りに役立ち、また次年度の授業計画を作成する際にも役立ちます。学生

にとっては、授業の道しるべであり、学習の指針を示すものとなります。その授業が始ま

るまで（１コマ目の授業開始時まで）に、専任教員のものだけでなく、非常勤講師の科目

についても、すべての科目でシラバスや講義要項などの情報が提供されていれば４（適

切）となります。一部、情報が提供されていない科目があるのならば３（ほぼ適切）となり

ます。また、これらの情報をホームページなどで公開し、学生だけでなく、企業の方々を

含み、広く一般に公開しているということであれば、４＋（優良）となります。 

3.2.5 こちらはカテゴリーCということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。シラバスに基づいて授業が展開されていることを示すには、授業

報告書のような形で実施記録を残すことが有効です。シラバスやコマシラバスは計画書

にあたるものですので、それらだけでは根拠資料としては不十分です。 

3.2.21 こちらはカテゴリーAですので、すべての専修学校に求められる取組です。ここでの授

業評価は、授業そのものの評価であり、学生の成績評価のことではありません。自校の

教育理念・到達目標に基づき、授業評価のための基準が定められていることが想定さ

れています。 

3.2.22 ここからはカテゴリーB となります。授業の質を保証する（質を評価する）ために、実際

に行われている授業を観察することができているかを確認しています。専任教員、非常

勤講師を問わず、すべての講師に対して、年１回以上の授業評価（授業観察）が行わ

れていれば４（適切）となります。また、すべての科目に対して年１回以上の授業評価を

実施していたり、必ず２名以上の評価者によって評価するなど、更に質を向上させるた

めの取組を進めている場合には４＋（優良）となります。 

3.2.23 授業の質を保証する（質を評価する）ために、学生へのアンケート調査など授業アンケ

ートを実施しているかです。すべての科目に対して、それら授業を実施する期ごとに授

業アンケートを実施していれば４（適切）となります。 

3.2.24 上記の授業評価結果を、専任教員にフィードバックし、授業の改善に役立てられてい

れば４（適切）となります。（非常勤講師に対しては、フィードバックすることが適切ではな

いこともありますので、必要に応じての取組となります。）どのようにフィードバックし、そ
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れに対してどのような改善活動を行ったのかなどがわかる記録を残します。（各教員の

年次目標に関する面談記録など） 

3.2.41 この項目では、作成したカリキュラムの検証が適切に行なわれているかを確認してい

ます。作成したカリキュラムの検証が行われていれば４（適切）となります。適切なカリキ

ュラムを作成していることを検証するための方法（事例）として、複数メンバーでの作成

による相互確認やカリキュラム作成委員会等の内部組織による検証などを挙げていま

す。 

3.2.42 カリキュラム作成は学校側の責任で実施されます。（非常勤講師に授業実施を依頼す

る場合には、学校側で作成したカリキュラムを提示した上で契約します。）この項目で

は、カリキュラムを作成する際に業界関係者などの外部関係者を入れているか、または

その意見を取り入れているかを確認しています。カリキュラム作成委員会に業界関係者

などに入っていただき、直接意見を聞いてカリキュラムに反映させていくという方法もあ

れば、教育課程編成委員会での意見を反映させるという方法もあります。いずれの場合

でも、そうした業界からの意見を反映していることが議事録等の記録により説明ができ

れば４（適切）となります。 

3.2.81 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に確認が求められている取組で

す。職業実践専門課程の場合には、実習科目などで実務家教員などによる実践的な

教育が行われているはずです。エビデンス例は、あくまでも例示であり、これらに相当す

るような根拠資料であれば説明できます。 

3.2.82 ここからはカテゴリーB となります。実践的な職業教育が体系的に位置づけられている

ことは、履修要項やシラバスによる説明ができれば４（適切）といえます。カリキュラムマッ

プにて、関係図が示せれば４＋（優良）と言えるかもしれません。また、その内容や評価

法が事前に決められているということは、シラバスや企業との協定書、連携実務実習に

係る実施計画・ 実施協定書および実施に係る責任体制が分かる資料などで説明がで

きれば４（適切）となります。これらが全てできていれば４（適切）となりますし、不十分な

点があるということであれば３（ほぼ適切）となります。 

3.2.83 この項目では、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し、学生・生徒に対す

る演習・実習等を行っているかを確認しています。。エビデンス例に示されているような

資料により、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って

いることが説明できます。 
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かということが明示されますので、コマシラバスがあると、学生は授業時間内の学習の仕

方や予習・復習の仕方を把握しやすくなり、学習意欲の向上が期待できます。 

3.2.4 シラバスや講義要項は、講師と学生の双方にとって重要な情報です。講師にとっては

授業の振り返りに役立ち、また次年度の授業計画を作成する際にも役立ちます。学生

にとっては、授業の道しるべであり、学習の指針を示すものとなります。その授業が始ま

るまで（１コマ目の授業開始時まで）に、専任教員のものだけでなく、非常勤講師の科目

についても、すべての科目でシラバスや講義要項などの情報が提供されていれば４（適

切）となります。一部、情報が提供されていない科目があるのならば３（ほぼ適切）となり

ます。また、これらの情報をホームページなどで公開し、学生だけでなく、企業の方々を

含み、広く一般に公開しているということであれば、４＋（優良）となります。 

3.2.5 こちらはカテゴリーCということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。シラバスに基づいて授業が展開されていることを示すには、授業

報告書のような形で実施記録を残すことが有効です。シラバスやコマシラバスは計画書

にあたるものですので、それらだけでは根拠資料としては不十分です。 

3.2.21 こちらはカテゴリーAですので、すべての専修学校に求められる取組です。ここでの授

業評価は、授業そのものの評価であり、学生の成績評価のことではありません。自校の

教育理念・到達目標に基づき、授業評価のための基準が定められていることが想定さ

れています。 

3.2.22 ここからはカテゴリーB となります。授業の質を保証する（質を評価する）ために、実際

に行われている授業を観察することができているかを確認しています。専任教員、非常

勤講師を問わず、すべての講師に対して、年１回以上の授業評価（授業観察）が行わ

れていれば４（適切）となります。また、すべての科目に対して年１回以上の授業評価を

実施していたり、必ず２名以上の評価者によって評価するなど、更に質を向上させるた

めの取組を進めている場合には４＋（優良）となります。 

3.2.23 授業の質を保証する（質を評価する）ために、学生へのアンケート調査など授業アンケ

ートを実施しているかです。すべての科目に対して、それら授業を実施する期ごとに授

業アンケートを実施していれば４（適切）となります。 

3.2.24 上記の授業評価結果を、専任教員にフィードバックし、授業の改善に役立てられてい

れば４（適切）となります。（非常勤講師に対しては、フィードバックすることが適切ではな

いこともありますので、必要に応じての取組となります。）どのようにフィードバックし、そ
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れに対してどのような改善活動を行ったのかなどがわかる記録を残します。（各教員の

年次目標に関する面談記録など） 

3.2.41 この項目では、作成したカリキュラムの検証が適切に行なわれているかを確認してい

ます。作成したカリキュラムの検証が行われていれば４（適切）となります。適切なカリキ

ュラムを作成していることを検証するための方法（事例）として、複数メンバーでの作成

による相互確認やカリキュラム作成委員会等の内部組織による検証などを挙げていま

す。 

3.2.42 カリキュラム作成は学校側の責任で実施されます。（非常勤講師に授業実施を依頼す

る場合には、学校側で作成したカリキュラムを提示した上で契約します。）この項目で

は、カリキュラムを作成する際に業界関係者などの外部関係者を入れているか、または

その意見を取り入れているかを確認しています。カリキュラム作成委員会に業界関係者

などに入っていただき、直接意見を聞いてカリキュラムに反映させていくという方法もあ

れば、教育課程編成委員会での意見を反映させるという方法もあります。いずれの場合

でも、そうした業界からの意見を反映していることが議事録等の記録により説明ができ

れば４（適切）となります。 

3.2.81 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に確認が求められている取組で

す。職業実践専門課程の場合には、実習科目などで実務家教員などによる実践的な

教育が行われているはずです。エビデンス例は、あくまでも例示であり、これらに相当す

るような根拠資料であれば説明できます。 

3.2.82 ここからはカテゴリーB となります。実践的な職業教育が体系的に位置づけられている

ことは、履修要項やシラバスによる説明ができれば４（適切）といえます。カリキュラムマッ

プにて、関係図が示せれば４＋（優良）と言えるかもしれません。また、その内容や評価

法が事前に決められているということは、シラバスや企業との協定書、連携実務実習に

係る実施計画・ 実施協定書および実施に係る責任体制が分かる資料などで説明がで

きれば４（適切）となります。これらが全てできていれば４（適切）となりますし、不十分な

点があるということであれば３（ほぼ適切）となります。 

3.2.83 この項目では、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し、学生・生徒に対す

る演習・実習等を行っているかを確認しています。。エビデンス例に示されているような

資料により、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携し、演習・実習等を行って

いることが説明できます。 
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3.2.84 この項目では、企業・施設等での職場実習があるかを確認しています。医療系の学

科・コースなどで実施される臨床実習や、介護・福祉系の学科・コースなどで実施される

介護施設での現場実習もこれに当たります。こうした企業・施設等の職場で学べる環境

を提供できていることが資料で説明できれば４（適切）となります。 

3.2.85 カテゴリーC の評価項目は、カテゴリーB（職業実践専門課程を有する学校のための

評価項目）よりも上位に当たる「更なる質の向上を目指す学校のための評価項目」で

す。職業実践専門課程で求められている取組よりも更に進んだ連携を想定していま

す。講義・実習等を依頼しているだけでなく、企業にとって価値のある連携、地域にとっ

て、或いは行政にとって意義の深い連携が、高等教育機関として行われていることを想

定しています。 

3.2.86 他の高等教育機関とは、他の大学や専門学校等のことを指しています。他の高等教

育機関が実施している講座を自校の教育に取り入れることで、自校だけでは提供でき

ない高度な或いは先進的な教育を行っていることを説明することができます。また、自

校の高度な或いは先進的な教育内容を他の高等教育機関に提供していることを示す

ことで、自校の提供している教育の質の高さを説明することができます。 

 

 

3.3.1 中項目 3.3 では「成績評価・単位認定等」（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基

準は明確になっているか）について自己評価を求めています。この項目では、成績評

価・単位認定、進級・卒業判定の基準が明確になっているかを確認しています。エビデ

ンス例として、様々な規程・基準の名称が挙げられていますが、これらすべてが必要と

いうことではありません。ここに挙げられているような規程・基準等に、「成績評価・単位

認定、進級・卒業判定の基準」が記載されていることが多いという例示です。 

3 3
中

項
目

3 3 1
成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は
明確になっているか

A
成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準、判定会議議事録

3 3 2
学生や保証人（保護者）に対し、成績評価・単位
認定の基準、進級要件、卒業要件はきちんと提
示されているか

B

成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準。保護者説明会資
料

3 3 3
各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、
進級・卒業判定を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定会
議議事録、科目ごとの成績表

3 3 4
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、学生の学修成果の評
価を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定会
議議事録、連携企業等との会議
録、連携科目の成績表

成績評価・単位認定等（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか）
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3.3.2 ここからはカテゴリーB となります。前項にて明確化された基準を、学生や保証人（保護

者）に対して、きちんと提示しているかを確認しています。規程・基準等をそのまま配布

するということではなく、学生便覧や、保護者説明会資料などを使って提示することが多

いのではないかと想定しています。 

3.3.3 この項目では、各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、進級・卒業判定を行っ

ているかを確認しています。「適切に判定を行なっているか」を確認していますので、エ

ビデンスとしては、判定会議議事録など、判定を行なっていることがわかる記録がより適

切といえます。 

3.3.4 この項目では、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携して、学生の学修成果

の評価を行っているかを確認しています。「関連分野の企業・団体等と連携して評価を

行なっているか」というところがポイントとなりますので、判定会議議事録や、連携企業等

との会議録などが、より適切なエビデンスとなります。 

 

 

3.4.1 中項目 3.4 では「資格・免許取得の指導体制」（資格・免許取得のための指導体制があ

るか）について自己評価を求めています。この項目では、学生・生徒に対しての資格取

得に関する指導体制などを確認しています。エビデンス例に挙げられているものがす

べて必要ということではなく、指導体制やカリキュラムの中での体系的な位置づけがわ

かるものを、これらの中から選び、自校のエビデンスとして取り上げてください。 

 

3 4
中

項

目

3 4 1
資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの
中での体系的な位置づけはあるか（発行する修
了証明書の種類及び内容）

A

目標資格・検定試験一覧、シラバ
ス、講師概要、成績証明書、卒業
証明書、カリキュラムマップ、学習
計画、試験対策計画

資格・免許取得の指導体制（資格・免許取得のための指導体制があるか）

3 5
中

項

目

3 5 1
キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業的
自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育
成しキャリア発達を促しているか

B
企業との協定書等、シラバス、
キャリア教育に関する教育計画
書

3 5 2
卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への
適応性、効果を把握しているか。また、それを踏
まえ教育活動等の改善を図っているか

C
企業アンケート、改善活動の記
録、カリキュラム会議議事録

3 5 21
高校･高等専修学校等との連携によるキャリア
教育･職業教育の取組が行われているか。

A
シラバス、講義概要、連携授業計
画書・報告書

3 5 41
リメディアル（導入前教育・補習）教育を行ってい
るか

C 実施記録、教務会議議事録

キャリア教育等（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成能力、② 自己理解・自己管理

能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）を身につけるための取組が実施されている
か）
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3.2.84 この項目では、企業・施設等での職場実習があるかを確認しています。医療系の学

科・コースなどで実施される臨床実習や、介護・福祉系の学科・コースなどで実施される

介護施設での現場実習もこれに当たります。こうした企業・施設等の職場で学べる環境

を提供できていることが資料で説明できれば４（適切）となります。 

3.2.85 カテゴリーC の評価項目は、カテゴリーB（職業実践専門課程を有する学校のための

評価項目）よりも上位に当たる「更なる質の向上を目指す学校のための評価項目」で

す。職業実践専門課程で求められている取組よりも更に進んだ連携を想定していま

す。講義・実習等を依頼しているだけでなく、企業にとって価値のある連携、地域にとっ

て、或いは行政にとって意義の深い連携が、高等教育機関として行われていることを想

定しています。 

3.2.86 他の高等教育機関とは、他の大学や専門学校等のことを指しています。他の高等教

育機関が実施している講座を自校の教育に取り入れることで、自校だけでは提供でき

ない高度な或いは先進的な教育を行っていることを説明することができます。また、自

校の高度な或いは先進的な教育内容を他の高等教育機関に提供していることを示す

ことで、自校の提供している教育の質の高さを説明することができます。 

 

 

3.3.1 中項目 3.3 では「成績評価・単位認定等」（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基

準は明確になっているか）について自己評価を求めています。この項目では、成績評

価・単位認定、進級・卒業判定の基準が明確になっているかを確認しています。エビデ

ンス例として、様々な規程・基準の名称が挙げられていますが、これらすべてが必要と

いうことではありません。ここに挙げられているような規程・基準等に、「成績評価・単位

認定、進級・卒業判定の基準」が記載されていることが多いという例示です。 

3 3
中

項
目

3 3 1
成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は
明確になっているか

A
成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準、判定会議議事録

3 3 2
学生や保証人（保護者）に対し、成績評価・単位
認定の基準、進級要件、卒業要件はきちんと提
示されているか

B

成績評価に関する規程、授業科
目履修規程、学生便覧、進級基
準・卒業基準。保護者説明会資
料

3 3 3
各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、
進級・卒業判定を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定会
議議事録、科目ごとの成績表

3 3 4
［職業実践専門課程］専攻分野に係る関連分野
の企業・団体等と連携し、学生の学修成果の評
価を行っているか

B
成績評価規程、シラバス、判定会
議議事録、連携企業等との会議
録、連携科目の成績表

成績評価・単位認定等（成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか）
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3.3.2 ここからはカテゴリーB となります。前項にて明確化された基準を、学生や保証人（保護

者）に対して、きちんと提示しているかを確認しています。規程・基準等をそのまま配布

するということではなく、学生便覧や、保護者説明会資料などを使って提示することが多

いのではないかと想定しています。 

3.3.3 この項目では、各規定に基づいて適切に成績評価・単位認定、進級・卒業判定を行っ

ているかを確認しています。「適切に判定を行なっているか」を確認していますので、エ

ビデンスとしては、判定会議議事録など、判定を行なっていることがわかる記録がより適

切といえます。 

3.3.4 この項目では、専攻分野に係る関連分野の企業・団体等と連携して、学生の学修成果

の評価を行っているかを確認しています。「関連分野の企業・団体等と連携して評価を

行なっているか」というところがポイントとなりますので、判定会議議事録や、連携企業等

との会議録などが、より適切なエビデンスとなります。 

 

 

3.4.1 中項目 3.4 では「資格・免許取得の指導体制」（資格・免許取得のための指導体制があ

るか）について自己評価を求めています。この項目では、学生・生徒に対しての資格取

得に関する指導体制などを確認しています。エビデンス例に挙げられているものがす

べて必要ということではなく、指導体制やカリキュラムの中での体系的な位置づけがわ

かるものを、これらの中から選び、自校のエビデンスとして取り上げてください。 

 

3 4
中

項

目

3 4 1
資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの
中での体系的な位置づけはあるか（発行する修
了証明書の種類及び内容）

A

目標資格・検定試験一覧、シラバ
ス、講師概要、成績証明書、卒業
証明書、カリキュラムマップ、学習
計画、試験対策計画

資格・免許取得の指導体制（資格・免許取得のための指導体制があるか）

3 5
中

項

目

3 5 1
キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業的
自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育
成しキャリア発達を促しているか

B
企業との協定書等、シラバス、
キャリア教育に関する教育計画
書

3 5 2
卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への
適応性、効果を把握しているか。また、それを踏
まえ教育活動等の改善を図っているか

C
企業アンケート、改善活動の記
録、カリキュラム会議議事録

3 5 21
高校･高等専修学校等との連携によるキャリア
教育･職業教育の取組が行われているか。

A
シラバス、講義概要、連携授業計
画書・報告書

3 5 41
リメディアル（導入前教育・補習）教育を行ってい
るか

C 実施記録、教務会議議事録

キャリア教育等（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成能力、② 自己理解・自己管理

能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）を身につけるための取組が実施されている
か）
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3.5.1 中項目 3.5 では「キャリア教育等」（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成

能力、② 自己理解・自己管理能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）

を身につけるための取組が実施されているか）について自己評価を求めています。こち

らはカテゴリーB となります。この項目では、キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業

的自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育成しキャリア発達を促しているかを確

認しています。エビデンス例にあるような資料を示すことで、キャリア教育について取り

組んでいることを説明します。 

3.5.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への適応

性、効果を把握しているか、ということと、それを踏まえて教育活動等の改善を図ってい

るか、という 2 段階の取組について確認しています。両方できていれば評価 4（適切）と

なります。 

3.5.21 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に確認が求められている取組で

す。この項目では、高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教育･職業教育の取

組が行われているかを確認しています。高大接続ということで、その取組が求められて

いますので、エビデンス例にもあるように、連携授業計画書・報告書があれば説明しや

すいですし、シラバスや講義概要に「高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教

育･職業教育の取組」についての記載があれば、それらをエビデンスとして説明すること

ができます。 

3.5.41 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、リメディアル（導入前教育・補習）教育を行って

いるかを確認しています。早期に専門学校等進学先が決まった生徒向けに、高等学校

側から課題を出すことを求められ、リメディアル教育に取り組むケースもあります。また、

入学後、授業について行けなくなりそうな学生・生徒に対して、補習という形で基礎教

育に取り組むケースもあります。こうした取組の記録（実施記録）をエビデンスとして、取

組を説明することができます。 
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３－４．「学修成果・教育成果」 

 

4.1.1 中項目 4.1 では「学修成果」（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への

取り組みと評価がされているか）について自己評価を求めています。この項目では、学

生・生徒の成績評価を適切に行なっているかを確認しています。ここで、アセスメントと

は学習成果を測定するための取組のことを指しています。修了試験成績一覧や、期末

試験成績一覧などをエビデンスとして示すことで、習熟状況の確認（学習成果の測定）

を適切に行なっていることを説明します。 

4.1.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、職業実践専門課程を有する学校とし

て、「育成する人材像に沿った評価項目を定め、明確な基準で学習成果の測定を実施

しているか」を確認しています。成績評価を行なっているということだけでなく、成績評価

基準や、成績評価方法、科目シラバスをエビデンスとして示し、それらの評価項目が育

成する人材像に沿ったものであることを説明します。知識を測定するのであれば、ペー

パーテストで測れますが、スキルや能力を測定する場合には、実技を観察して評価した

り、作品で評価するなど、評価や測定の基準・アセスメントの方法は様々となります。こ

れら評価や測定の基準・アセスメントの方法を明確にすることができていれば、評価 4

（適切）となります。 

 

4 1
中

項

目

4 1 1
コース全体を通して、及びコースの修了時に、学
習者の習熟状況をアセスメントしているか

A
修了試験成績一覧、期末試験成
績一覧

4 1 2

学生の学修成果の評価に際して、育成する人
材像に沿った評価項目を定め、明確な基準で実
施されているか（測定する知識、スキル及び能
力、測定の基準、アセスメントの方法は明確か）

B
成績評価基準、成績評価方法、
科目シラバス

学修成果（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への取り組みと評価がされている
か）
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3.5.1 中項目 3.5 では「キャリア教育等」（基礎的・汎用的能力（ ① 人間関係形成・社会形成

能力、② 自己理解・自己管理能力、③ 課題対応能力、④ キャリアプランニング能力）

を身につけるための取組が実施されているか）について自己評価を求めています。こち

らはカテゴリーB となります。この項目では、キャリア教育を行ない、学生の社会的・職業

的自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育成しキャリア発達を促しているかを確

認しています。エビデンス例にあるような資料を示すことで、キャリア教育について取り

組んでいることを説明します。 

3.5.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、卒業後の専攻分野におけるキャリア形成への適応

性、効果を把握しているか、ということと、それを踏まえて教育活動等の改善を図ってい

るか、という 2 段階の取組について確認しています。両方できていれば評価 4（適切）と

なります。 

3.5.21 こちらはカテゴリーA ですので、すべての専修学校に確認が求められている取組で

す。この項目では、高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教育･職業教育の取

組が行われているかを確認しています。高大接続ということで、その取組が求められて

いますので、エビデンス例にもあるように、連携授業計画書・報告書があれば説明しや

すいですし、シラバスや講義概要に「高校･高等専修学校等との連携によるキャリア教

育･職業教育の取組」についての記載があれば、それらをエビデンスとして説明すること

ができます。 

3.5.41 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、リメディアル（導入前教育・補習）教育を行って

いるかを確認しています。早期に専門学校等進学先が決まった生徒向けに、高等学校

側から課題を出すことを求められ、リメディアル教育に取り組むケースもあります。また、

入学後、授業について行けなくなりそうな学生・生徒に対して、補習という形で基礎教

育に取り組むケースもあります。こうした取組の記録（実施記録）をエビデンスとして、取

組を説明することができます。 

 

 

  27 

３－４．「学修成果・教育成果」 

 

4.1.1 中項目 4.1 では「学修成果」（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への

取り組みと評価がされているか）について自己評価を求めています。この項目では、学

生・生徒の成績評価を適切に行なっているかを確認しています。ここで、アセスメントと

は学習成果を測定するための取組のことを指しています。修了試験成績一覧や、期末

試験成績一覧などをエビデンスとして示すことで、習熟状況の確認（学習成果の測定）

を適切に行なっていることを説明します。 

4.1.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、職業実践専門課程を有する学校とし

て、「育成する人材像に沿った評価項目を定め、明確な基準で学習成果の測定を実施

しているか」を確認しています。成績評価を行なっているということだけでなく、成績評価

基準や、成績評価方法、科目シラバスをエビデンスとして示し、それらの評価項目が育

成する人材像に沿ったものであることを説明します。知識を測定するのであれば、ペー

パーテストで測れますが、スキルや能力を測定する場合には、実技を観察して評価した

り、作品で評価するなど、評価や測定の基準・アセスメントの方法は様々となります。こ

れら評価や測定の基準・アセスメントの方法を明確にすることができていれば、評価 4

（適切）となります。 

 

4 1
中

項

目

4 1 1
コース全体を通して、及びコースの修了時に、学
習者の習熟状況をアセスメントしているか

A
修了試験成績一覧、期末試験成
績一覧

4 1 2

学生の学修成果の評価に際して、育成する人
材像に沿った評価項目を定め、明確な基準で実
施されているか（測定する知識、スキル及び能
力、測定の基準、アセスメントの方法は明確か）

B
成績評価基準、成績評価方法、
科目シラバス

学修成果（各学科の教育目標、育成人材像に向けてその達成への取り組みと評価がされている
か）
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4.2.1 中項目 4.2 では「就職率」（就職率の向上が図られているか）について自己評価を求め

ています。この項目では、専門学校にとって重要な指標である「就職率」に関する取組

について確認しています。学校によっては、授業科目として就職指導に取り組んでいる

かと思います。そうした場合には、エビデンス例にあるように就職関連指導シラバス等が

良いエビデンスとなります。結果を分析し、就職指導・支援の改善を図っていることまで

できていて、評価 4（適切）となります。 

4.2.2 この項目では、学生の就職に関する目標が、教職員に共有されているかを確認してい

ます。目標を達成するには、その目標をきちんと把握していなければなりません。目標

を共有することが、目標を達成するための第一歩となります。 

4.2.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、就職活動報告書などの形で、学生の

就職活動に関する記録がなされているかを確認しています。職業実践専門課程とし

て、学科・コースに関連する分野への就職を支援し、関連分野への就職率を高めるた

めの取組を行なっていることが期待されます。 

4.2.4 この項目では、パンフレットやＨＰ等で、外部に向けて就職実績を公表しているかを確

認しています。職業実践専門課程を有する学校であれば、企業・団体等との連携を密

にしなければなりませんので、教育成果である就職実績を公表することが求められま

す。 

4.2.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、学生の就職結果に関して検証・報告がされたかを

確認しています。更なる質の向上を目指す取組として、教職員会議などで学生の就職

結果に関しての検証・報告を行い、改善活動につなげることが想定されます。エビデン

4 2
中

項
目

4 2 1
就職率の向上が図られているか（結果を分析
し、就職指導・支援の改善を図っているか）

A
就職関連指導シラバス、就職実
績報告書

4 2 2
学生の就職に関する目標が、教職員に共有さ
れているか

A 事業計画書　会議資料

4 2 3
学生の就職活動に関する記録がなされている
か

B 就職活動報告書

4 2 4
対外部に向けた就職実績を公表しているか（パ
ンフレット・ＨＰ等）

B パンフレット、HP

4 2 5 学生の就職結果に関して検証・報告がされたか C
就職実績報告書、
教職員会議議事録

就職率（就職率の向上が図られているか）
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ス例に挙げられている就職実績報告書や、教職員会議議事録は、こうした取組の記録

と位置づけられています。 

 

 

4.3.1 中項目 4.3 では「資格・免許の取得率」（資格・免許取得率の向上が図られているか）に

ついて自己評価を求めています。この項目では、資格取得率の向上が図られているか

を確認しています。「資格取得率の向上」として、例えば、目標とする資格試験等への

合格率が全国平均と比較してどうなのかということは、相対的な評価指標として示しや

すいと思います。 

4.3.2 この項目では、資格・検定・コンペに関する目標を設定したかを確認しています。学修

成果・教育成果を評価するには、まず、その目標を設定することが必要となるからです。

目標資格・検定一覧などの形で目標を設定していることが、エビデンスとして求められま

す。 

4.3.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、前項で設定された資格・検定・コンペ

に関する目標・計画が教職員に共有されているかを確認しています。教職員全体会議

や講師会議などで共有されているのであれば、それらの会議の議事録がエビデンスと

なります。 

4.3.4 この項目では、前項で設定・共有された資格・検定・コンペ等の結果に関して、検証・報

告がされたかを確認しています。資格・検定・コンペの結果は、検証することにより、そ

の価値が高まります。受験した自校の学生の合格率が 100％であれば、わかりやすく自

慢しやすい実績となりますが、こうした資格や検定の中には、合格率が 20％に満たない

ような難度の高いものもあります。例えば、同じ合格率 60％という実績であっても、全国

4 3
中

項
目

4 3 1
資格取得率の向上が図られているか
（目標とする資格試験等への合格率は全国平
均と比較してどうか）

A
資格試験結果報告書、
資格・検定試験取得率の履歴

4 3 2 資格・検定・コンペに関する目標を設定したか A 目標資格・検定一覧

4 3 3
資格・検定・コンペに関する目標・計画が教職員
に共有されているか

B 教職員全体会議資料

4 3 4
資格・検定・コンペ結果に関して検証・報告がさ
れたか

B 検定試験結果報告書

4 3 5
資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）を
公表しているか

B パンフレット、HP

資格・免許の取得率（資格・免許取得率の向上が図られているか）
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4.2.1 中項目 4.2 では「就職率」（就職率の向上が図られているか）について自己評価を求め

ています。この項目では、専門学校にとって重要な指標である「就職率」に関する取組

について確認しています。学校によっては、授業科目として就職指導に取り組んでいる

かと思います。そうした場合には、エビデンス例にあるように就職関連指導シラバス等が

良いエビデンスとなります。結果を分析し、就職指導・支援の改善を図っていることまで

できていて、評価 4（適切）となります。 

4.2.2 この項目では、学生の就職に関する目標が、教職員に共有されているかを確認してい

ます。目標を達成するには、その目標をきちんと把握していなければなりません。目標

を共有することが、目標を達成するための第一歩となります。 

4.2.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、就職活動報告書などの形で、学生の

就職活動に関する記録がなされているかを確認しています。職業実践専門課程とし

て、学科・コースに関連する分野への就職を支援し、関連分野への就職率を高めるた

めの取組を行なっていることが期待されます。 

4.2.4 この項目では、パンフレットやＨＰ等で、外部に向けて就職実績を公表しているかを確

認しています。職業実践専門課程を有する学校であれば、企業・団体等との連携を密

にしなければなりませんので、教育成果である就職実績を公表することが求められま

す。 

4.2.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、学生の就職結果に関して検証・報告がされたかを

確認しています。更なる質の向上を目指す取組として、教職員会議などで学生の就職

結果に関しての検証・報告を行い、改善活動につなげることが想定されます。エビデン

4 2
中

項
目

4 2 1
就職率の向上が図られているか（結果を分析
し、就職指導・支援の改善を図っているか）

A
就職関連指導シラバス、就職実
績報告書

4 2 2
学生の就職に関する目標が、教職員に共有さ
れているか

A 事業計画書　会議資料

4 2 3
学生の就職活動に関する記録がなされている
か

B 就職活動報告書

4 2 4
対外部に向けた就職実績を公表しているか（パ
ンフレット・ＨＰ等）

B パンフレット、HP

4 2 5 学生の就職結果に関して検証・報告がされたか C
就職実績報告書、
教職員会議議事録

就職率（就職率の向上が図られているか）
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ス例に挙げられている就職実績報告書や、教職員会議議事録は、こうした取組の記録

と位置づけられています。 

 

 

4.3.1 中項目 4.3 では「資格・免許の取得率」（資格・免許取得率の向上が図られているか）に

ついて自己評価を求めています。この項目では、資格取得率の向上が図られているか

を確認しています。「資格取得率の向上」として、例えば、目標とする資格試験等への

合格率が全国平均と比較してどうなのかということは、相対的な評価指標として示しや

すいと思います。 

4.3.2 この項目では、資格・検定・コンペに関する目標を設定したかを確認しています。学修

成果・教育成果を評価するには、まず、その目標を設定することが必要となるからです。

目標資格・検定一覧などの形で目標を設定していることが、エビデンスとして求められま

す。 

4.3.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、前項で設定された資格・検定・コンペ

に関する目標・計画が教職員に共有されているかを確認しています。教職員全体会議

や講師会議などで共有されているのであれば、それらの会議の議事録がエビデンスと

なります。 

4.3.4 この項目では、前項で設定・共有された資格・検定・コンペ等の結果に関して、検証・報

告がされたかを確認しています。資格・検定・コンペの結果は、検証することにより、そ

の価値が高まります。受験した自校の学生の合格率が 100％であれば、わかりやすく自

慢しやすい実績となりますが、こうした資格や検定の中には、合格率が 20％に満たない

ような難度の高いものもあります。例えば、同じ合格率 60％という実績であっても、全国

4 3
中

項
目

4 3 1
資格取得率の向上が図られているか
（目標とする資格試験等への合格率は全国平
均と比較してどうか）

A
資格試験結果報告書、
資格・検定試験取得率の履歴

4 3 2 資格・検定・コンペに関する目標を設定したか A 目標資格・検定一覧

4 3 3
資格・検定・コンペに関する目標・計画が教職員
に共有されているか

B 教職員全体会議資料

4 3 4
資格・検定・コンペ結果に関して検証・報告がさ
れたか

B 検定試験結果報告書

4 3 5
資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）を
公表しているか

B パンフレット、HP

資格・免許の取得率（資格・免許取得率の向上が図られているか）
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平均が合格率 90％の資格と、合格率 30％の資格の場合には、合格率 60％という実績

の持つ意味が変わってきます。検証・報告は、実績の価値を高める取組といえます。 

4.3.5 この項目では、資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）など、前項で検証・報告

された内容を公表しているのかを確認しています。次年度のパンフレットや、HP（情報

公開サイトなど）で公開していれば、それらの情報がエビデンスとなります。 

 

 

4.4.1 中項目4.4 では「社会的評価」（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握してい

るか）について自己評価を求めています。この項目では、卒業生・在校生の社会的な活

躍及び評価を把握しているかを確認しています。何らかの大会やコンペなどで受賞す

るなど、目覚ましい活躍をする卒業生・在校生が居る場合もあれば、そうした活躍をする

卒業生・在校生がいない場合もあります。ただし、この項目では、そうした活躍する卒業

生・在校生の有無ではなく、卒業生の就職後の動向を出来るだけ把握できているか、ま

た、卒業後にも就職その他の支援を行っているか、ということが問われています。卒業

生調査・企業アンケートや、企業等訪問記録、就職担当者訪問記録等を作成し、記録

として保管することで、こうした取組を進めることができます。 

4.4.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、卒業生の動向について、年度毎に調査・集計

し、動向等を把握しているかを確認しています。「年度毎に調査・集計」していることを求

めていますので、前項よりもハードルの高い評価項目となります。 

4.4.3 この項目では、卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務先等就業状況を調査・

把握しているかを確認しています。「卒業後一定期間後」とありますので、1 年後、3 年

後、5 年後などと自校にてルール・手順を定め、取り組まれることをお勧めします。 

 

 

4 4
中

項

目

4 4 1

卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把
握しているか（卒業生の就職後の動向を出来る
だけ把握し、卒業後にも就職その他の支援を
行っているか）

A
卒業生調査・企業アンケート、企
業等訪問記録、就職担当者訪問
記録等

4 4 2
卒業生の動向について、年度毎に調査・集計
し、動向等を把握しているか

C/Q
企業等訪問記録、卒業生就業先
訪問記録、企業等アンケート、調
査表

4 4 3
卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務
先等就業状況を調査・把握しているか

C/Q
就職内定状況一覧、卒業生就業
状況一覧、企業在籍調査結果、
企業等アンケート、調査表

社会的評価（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか）
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３－５．「学生支援」 

 

5.1.1 中項目 5.1 では「修学支援」（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、

学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるように図っているか）につい

て自己評価を求めています。この項目では、学生への修学支援を適切に行っているか

を確認しています。修学支援は、入学金や授業料等に関する支援をはじめ、遠隔地か

らの入学者に対する住居紹介やスクールバス運行による通学支援など、学生・生徒一

人一人の抱える様々な課題に対しての支援となります。そうした課題を整理し、どのよう

に取り組んで行くのか、また、取り組んできたのかを把握するために、学生カルテなどの

形で記録として残すことが重要となります。こうした記録を適切に残し、それらをエビデ

ンスとすることで、評価 4（適切）となります。 

 

 

5.2.1 中項目 5.2 では「就職等進路指導」（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有

効に機能しているか）について自己評価を求めています。この項目では、進路・就職に

関する支援体制が整備されているか、また、それはきちんと学生や保証人（保護者）に

周知されているかを確認しています。具体的に、どのような支援体制を整備しているの

かは、学校によって異なります。ここでは、何らかの支援体制が整備されていること、か

つ、それらの支援体制が、学生便覧やオリエンテーション資料などにより、学生や保証

人に伝えられていることを確認します。 

5 1
中

項

目

5 1 1 学生への修学支援を適切に行っているか A
学生カルテ、学生指導履歴、個別
相談表、修学支援の一環として
の奨学金に関するHP

修学支援（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、学生が学修に専念し、安定し
た学生生活を送ることができるように図っているか）

5 2
中

項
目

5 2 1
進路・就職に関する支援体制は整備されている
か（またそれはきちんと学生や保証人（保護者）
に周知されているか）

A
学生便覧、オリエンテーション資
料

5 2 2
キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウ
ンセラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセ
ラー等）がいるか

C
キャリアコンサルタント・キャリア
サポーター一覧

5 2 3
就職担当部門と担任教員との連携は図られて
いるか

C/Q 就職会議の記録

5 2 4 関連業界への就職率の向上は図られているか C/Q
就職活動報告書、就職先一覧、
学校関係者評価委員会議事録

就職等進路指導（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有効に機能しているか）
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平均が合格率 90％の資格と、合格率 30％の資格の場合には、合格率 60％という実績

の持つ意味が変わってきます。検証・報告は、実績の価値を高める取組といえます。 

4.3.5 この項目では、資格・検定・コンペの結果（合格者数・合格率）など、前項で検証・報告

された内容を公表しているのかを確認しています。次年度のパンフレットや、HP（情報

公開サイトなど）で公開していれば、それらの情報がエビデンスとなります。 

 

 

4.4.1 中項目4.4 では「社会的評価」（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握してい

るか）について自己評価を求めています。この項目では、卒業生・在校生の社会的な活

躍及び評価を把握しているかを確認しています。何らかの大会やコンペなどで受賞す

るなど、目覚ましい活躍をする卒業生・在校生が居る場合もあれば、そうした活躍をする

卒業生・在校生がいない場合もあります。ただし、この項目では、そうした活躍する卒業

生・在校生の有無ではなく、卒業生の就職後の動向を出来るだけ把握できているか、ま

た、卒業後にも就職その他の支援を行っているか、ということが問われています。卒業

生調査・企業アンケートや、企業等訪問記録、就職担当者訪問記録等を作成し、記録

として保管することで、こうした取組を進めることができます。 

4.4.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、卒業生の動向について、年度毎に調査・集計

し、動向等を把握しているかを確認しています。「年度毎に調査・集計」していることを求

めていますので、前項よりもハードルの高い評価項目となります。 

4.4.3 この項目では、卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務先等就業状況を調査・

把握しているかを確認しています。「卒業後一定期間後」とありますので、1 年後、3 年

後、5 年後などと自校にてルール・手順を定め、取り組まれることをお勧めします。 

 

 

4 4
中

項

目

4 4 1

卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把
握しているか（卒業生の就職後の動向を出来る
だけ把握し、卒業後にも就職その他の支援を
行っているか）

A
卒業生調査・企業アンケート、企
業等訪問記録、就職担当者訪問
記録等

4 4 2
卒業生の動向について、年度毎に調査・集計
し、動向等を把握しているか

C/Q
企業等訪問記録、卒業生就業先
訪問記録、企業等アンケート、調
査表

4 4 3
卒業年度だけでなく、卒業後一定期間後の勤務
先等就業状況を調査・把握しているか

C/Q
就職内定状況一覧、卒業生就業
状況一覧、企業在籍調査結果、
企業等アンケート、調査表

社会的評価（卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか）
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３－５．「学生支援」 

 

5.1.1 中項目 5.1 では「修学支援」（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、

学生が学修に専念し、安定した学生生活を送ることができるように図っているか）につい

て自己評価を求めています。この項目では、学生への修学支援を適切に行っているか

を確認しています。修学支援は、入学金や授業料等に関する支援をはじめ、遠隔地か

らの入学者に対する住居紹介やスクールバス運行による通学支援など、学生・生徒一

人一人の抱える様々な課題に対しての支援となります。そうした課題を整理し、どのよう

に取り組んで行くのか、また、取り組んできたのかを把握するために、学生カルテなどの

形で記録として残すことが重要となります。こうした記録を適切に残し、それらをエビデ

ンスとすることで、評価 4（適切）となります。 

 

 

5.2.1 中項目 5.2 では「就職等進路指導」（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有

効に機能しているか）について自己評価を求めています。この項目では、進路・就職に

関する支援体制が整備されているか、また、それはきちんと学生や保証人（保護者）に

周知されているかを確認しています。具体的に、どのような支援体制を整備しているの

かは、学校によって異なります。ここでは、何らかの支援体制が整備されていること、か

つ、それらの支援体制が、学生便覧やオリエンテーション資料などにより、学生や保証

人に伝えられていることを確認します。 

5 1
中

項

目

5 1 1 学生への修学支援を適切に行っているか A
学生カルテ、学生指導履歴、個別
相談表、修学支援の一環として
の奨学金に関するHP

修学支援（学生に対する修学支援に関する支援組織体制を整備し、学生が学修に専念し、安定し
た学生生活を送ることができるように図っているか）

5 2
中

項
目

5 2 1
進路・就職に関する支援体制は整備されている
か（またそれはきちんと学生や保証人（保護者）
に周知されているか）

A
学生便覧、オリエンテーション資
料

5 2 2
キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウ
ンセラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセ
ラー等）がいるか

C
キャリアコンサルタント・キャリア
サポーター一覧

5 2 3
就職担当部門と担任教員との連携は図られて
いるか

C/Q 就職会議の記録

5 2 4 関連業界への就職率の向上は図られているか C/Q
就職活動報告書、就職先一覧、
学校関係者評価委員会議事録

就職等進路指導（就職・進学指導に関する支援体制は整備され、有効に機能しているか）
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5.2.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウン

セラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセラー等）がいるかを確認しています。キャリ

アサポートに関する取組が重視されるようになり、国家資格キャリアコンサルタントや民

間資格のキャリアカウンセラーなどの資格取得への取組のほか、学生のキャリア支援を

するための教職員向け研修プログラム（TCE 財団）を受講してキャリアサポーターとなる

など、専門学校の教職員が有資格者となるケースも増えています。 

5.2.3 この項目では、就職担当部門と担任教員との連携が図られているかを確認しています。

就職会議の記録などのエビデンスにより、連携が図られていることを説明します。 

5.2.4 この項目では、関連業界への就職率の向上が図られているかを確認しています。就職

活動報告書や、就職先一覧にて、関連業界への就職に関する実績を説明するととも

に、学校関係者評価委員会議事録により、関連業界への就職率向上への取組（意見

交換）を説明します。 

 

 

5.3.1 中項目 5.3 では「学生相談」（学生相談に関する体制は整備されているか）について自

己評価を求めています。この項目では、学生相談に関する体制が整備されているかを

確認しています。相談窓口が設置されていることが必要です。学生便覧にこれらの情報

を掲載することが一般的です。 

5.3.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、学生の面談・相談記録があるかを確認

しており、エビデンス例として学生面談記録や、個別面談シートが挙げられています。 

 

5 3
中

項

目

5 3 1
学生相談に関する体制は整備されているか
（相談窓口が設置されているか）

A 学生便覧

5 3 2 学生の面談・相談記録があるか B 学生面談記録、個別面談シート

学生相談（学生相談に関する体制は整備されているか）

  33 

 

5.4.1 中項目 5.4 では「学生生活（への支援）」（学生に対する経済的な支援体制は整備され

ているか。学生の健康を担う組織体制はあるか。生活環境支援体制を整備しているか）

について自己評価を求めています。この項目では、奨学金制度など、学生の経済的側

面に対する支援体制が整備されているかを確認しています。ここで、奨学金制度とは、

学校独自の奨学金制度だけを指すものではありません。都道府県や市町村などからの

補助を含め、公的な奨学金制度などを紹介することも含め、支援体制の整備ということ

ができます。 

5.4.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、公的支援制度の利用について、学生・保証人（保

護者）に案内、情報提供しているかを確認しています。 

5.4.21 ここからはカテゴリーA となります。この項目では、学生の健康管理を担う組織体制が

あるかを確認しています。具体的には、学生の健康診断を実施しているか、また、健康

相談窓口は整備されているか、ということになります。健康診断の実施については、健

康診断案内や、年間行事予定表などで説明します。また、健康相談窓口の案内のほ

か、学校医がいることを示す資料なども、こうした取組を行なっているエビデンスとなりま

す。 

5.4.41 この項目では、課外活動に対する支援体制が整備されているかを確認しています。課

外活動（地域活動・部活動等）の記録、部活動の実績の記録がエビデンスとなります。 

5.4.42 この項目では、学生の生活環境への支援が行われているかを確認しています。具体

的には、学生のアパート探しなど、住環境への支援体制があるかの確認となります。募

5 4
中
項

目

5 4 1
奨学金制度など、学生の経済的側面に対する
支援体制は整備されているか

A 募集要項、奨学金説明会資料

5 4 2
公的支援制度の利用について、学生・保証人
（保護者）に案内、情報提供しているか

C/Q
公的奨学金制度説明書、案内の
記録

5 4 21
学生の健康管理を担う組織体制はあるか（学生
の健康診断を実施しているか、また健康相談窓
口は整備されているか）

A
健康診断案内、年間行事予定
表、学校医がいることを示す資
料、健康相談窓口の案内

5 4 41
課外活動に対する支援体制は整備されている
か

A
課外活動（地域活動・部活動等）
の記録、部活動の実績の記録

5 4 42
学生の生活環境への支援は行われているか
（学生のアパート探しなど、住環境への支援体
制はあるか）

A 募集要項、説明会記録、HP

学生生活（学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。学生の健康を担う組織体制はあ

るか。生活環境支援体制を整備しているか）
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5.2.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、キャリアサポート関連の有資格者（キャリアカウン

セラー・キャリアコンサルタント・産業カウンセラー等）がいるかを確認しています。キャリ

アサポートに関する取組が重視されるようになり、国家資格キャリアコンサルタントや民

間資格のキャリアカウンセラーなどの資格取得への取組のほか、学生のキャリア支援を

するための教職員向け研修プログラム（TCE 財団）を受講してキャリアサポーターとなる

など、専門学校の教職員が有資格者となるケースも増えています。 

5.2.3 この項目では、就職担当部門と担任教員との連携が図られているかを確認しています。

就職会議の記録などのエビデンスにより、連携が図られていることを説明します。 

5.2.4 この項目では、関連業界への就職率の向上が図られているかを確認しています。就職

活動報告書や、就職先一覧にて、関連業界への就職に関する実績を説明するととも

に、学校関係者評価委員会議事録により、関連業界への就職率向上への取組（意見

交換）を説明します。 

 

 

5.3.1 中項目 5.3 では「学生相談」（学生相談に関する体制は整備されているか）について自

己評価を求めています。この項目では、学生相談に関する体制が整備されているかを

確認しています。相談窓口が設置されていることが必要です。学生便覧にこれらの情報

を掲載することが一般的です。 

5.3.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、学生の面談・相談記録があるかを確認

しており、エビデンス例として学生面談記録や、個別面談シートが挙げられています。 

 

5 3
中

項

目

5 3 1
学生相談に関する体制は整備されているか
（相談窓口が設置されているか）

A 学生便覧

5 3 2 学生の面談・相談記録があるか B 学生面談記録、個別面談シート

学生相談（学生相談に関する体制は整備されているか）
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5.4.1 中項目 5.4 では「学生生活（への支援）」（学生に対する経済的な支援体制は整備され

ているか。学生の健康を担う組織体制はあるか。生活環境支援体制を整備しているか）

について自己評価を求めています。この項目では、奨学金制度など、学生の経済的側

面に対する支援体制が整備されているかを確認しています。ここで、奨学金制度とは、

学校独自の奨学金制度だけを指すものではありません。都道府県や市町村などからの

補助を含め、公的な奨学金制度などを紹介することも含め、支援体制の整備ということ

ができます。 

5.4.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、公的支援制度の利用について、学生・保証人（保

護者）に案内、情報提供しているかを確認しています。 

5.4.21 ここからはカテゴリーA となります。この項目では、学生の健康管理を担う組織体制が

あるかを確認しています。具体的には、学生の健康診断を実施しているか、また、健康

相談窓口は整備されているか、ということになります。健康診断の実施については、健

康診断案内や、年間行事予定表などで説明します。また、健康相談窓口の案内のほ

か、学校医がいることを示す資料なども、こうした取組を行なっているエビデンスとなりま

す。 

5.4.41 この項目では、課外活動に対する支援体制が整備されているかを確認しています。課

外活動（地域活動・部活動等）の記録、部活動の実績の記録がエビデンスとなります。 

5.4.42 この項目では、学生の生活環境への支援が行われているかを確認しています。具体

的には、学生のアパート探しなど、住環境への支援体制があるかの確認となります。募

5 4
中
項

目

5 4 1
奨学金制度など、学生の経済的側面に対する
支援体制は整備されているか

A 募集要項、奨学金説明会資料

5 4 2
公的支援制度の利用について、学生・保証人
（保護者）に案内、情報提供しているか

C/Q
公的奨学金制度説明書、案内の
記録

5 4 21
学生の健康管理を担う組織体制はあるか（学生
の健康診断を実施しているか、また健康相談窓
口は整備されているか）

A
健康診断案内、年間行事予定
表、学校医がいることを示す資
料、健康相談窓口の案内

5 4 41
課外活動に対する支援体制は整備されている
か

A
課外活動（地域活動・部活動等）
の記録、部活動の実績の記録

5 4 42
学生の生活環境への支援は行われているか
（学生のアパート探しなど、住環境への支援体
制はあるか）

A 募集要項、説明会記録、HP

学生生活（学生に対する経済的な支援体制は整備されているか。学生の健康を担う組織体制はあ

るか。生活環境支援体制を整備しているか）
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集要項や、オープンキャンパスなど説明会記録、HP などの記録がエビデンスとなりま

す。 

 

 

5.5.1 中項目 5.5 では「中途退学への対応」（退学率の低減が図られているか）について自己

評価を求めています。この項目では、退学率の低減が図られているか（受講登録、出欠

状況及び学習者の減少に関する分析が行われているか）を確認しています。エビデン

ス例にもあるように、退学防止に向けた取組など、「取り組んでいるか」ということがポイン

トとなります。 

5.5.2 この項目では、退学率の目標を設定しているかを確認しています。前項の取組の具体

例という位置づけです。エビデンス例として、事業計画書が挙げられていますが、教職

員会議の資料や、職員室に掲示する資料など、取り組みやすい形で結構です。 

5.5.3 前項で設定された「退学率の目標」が、教職員に共有されているかを確認しています。

目標を達成するためには、その目標を関係者で共有する必要があります。 

5.5.4 職業実践専門課程では、別紙様式 4 の「中途退学の現状」という欄に、中退率の計算

ができるように在学者数及び中退者数の根拠となる数字を記入することになっていま

す。情報公開の一つとして、公表が求められています。 

5.5.5 この項目では、中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握しているかを確認して

います。学校生活への不適合、経済的問題、進路変更等、中途退学の主な理由を整

理するとともに、それらの原因・傾向等を把握し、学校側で改善に取り組めることがない

かを検討することが期待されています。 

 

5 5
中
項

目

5 5 1
退学率の低減が図られているか（受講登録、出
欠状況及び学習者の減少に関する分析が行わ
れているか）

A
退学防止の取り組み記録、退学
状況の分析と対策記録

5 5 2 退学率の目標を設定しているか A 事業計画書

5 5 3
退学率の低減に関する目標・計画が教職員に
共有されているか

B 事業計画書、会議資料

5 5 4 退学者数を公表しているか B
HP、職業実践専門課程別紙様式
４

5 5 5
中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握
しているか

C/Q
学生指導報告書、学習サービス
評価報告書、個別相談記録

中途退学への対応（退学率の低減が図られているか）
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5.6.1 中項目 5.6 では「保証人（保護者）との連携」（保証人との連携体制を構築しているか）

について自己評価を求めています。第 5 章は「学生支援」です。学生の修学支援、学

習支援、生活指導など、様々な形で、保証人（保護者）の協力を得ることがあると思いま

す。どのような形で連携しているのかを、面談記録や議事録の形で残します。（エビデン

ス欄には、実際に使用しているエビデンスの名称を記入しますので、「保護者」という表

記のままで問題はありません。） 

5.6.2 この項目では、保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を行っているかを確認して

います。ここでは「計画的な」というところがポイントとなります。臨機応変に、必要に応じ

て、というだけでなく、1 年に一度など、計画に的に実施されているということをここでは

求めています。 

5.6.3 この項目では、緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確保しているかを確認して

います。クラス担任が個別に把握しているということではなく、エビデンス例にもあるよう

に、学生調査書や学生カルテなどの形で、学校として把握していることが望まれます。 

 

 

5 6
中

項

目

5 6 1
保証人（保護者）と適切に連携しているか（保証
人のニーズを把握しているか）

A
保護者面談記録、保護者会報告
書

5 6 2
保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を
行っているか

B
保護者面談案内、保護者会報告
書

5 6 3
緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確
保しているか

C/Q 学生調査書、学生カルテ

保証人（保護者）との連携（保証人との連携体制を構築しているか）

5 7
中
項

目

5 7 1
卒業生への支援体制を整備しているか（再就
職、キャリアアップ等について、相談に乗ってい
るか）

B
同窓会会則、就職あっせん記録、
相談窓口

5 7 2
学校情報を卒業生に知らせているか（ＨＰ・学校
便り等）

C HP、同窓会HP

5 7 3 学校は同窓会との連携を図っているか C/Q 同窓会会則

5 7 21
卒業生への卒後教育等の支援体制はあるか
（卒業生への講習・研修を行っているか）

B パンフレット、HP、講習会案内

5 7 22
卒業生への資格、検定等不合格者に対する対
策を講じているか

C/Q 国家試験対策計画、実施記録

卒業生・社会人支援（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニーズを踏まえた教育環境を
整備しているか）
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集要項や、オープンキャンパスなど説明会記録、HP などの記録がエビデンスとなりま

す。 

 

 

5.5.1 中項目 5.5 では「中途退学への対応」（退学率の低減が図られているか）について自己

評価を求めています。この項目では、退学率の低減が図られているか（受講登録、出欠

状況及び学習者の減少に関する分析が行われているか）を確認しています。エビデン

ス例にもあるように、退学防止に向けた取組など、「取り組んでいるか」ということがポイン

トとなります。 

5.5.2 この項目では、退学率の目標を設定しているかを確認しています。前項の取組の具体

例という位置づけです。エビデンス例として、事業計画書が挙げられていますが、教職

員会議の資料や、職員室に掲示する資料など、取り組みやすい形で結構です。 

5.5.3 前項で設定された「退学率の目標」が、教職員に共有されているかを確認しています。

目標を達成するためには、その目標を関係者で共有する必要があります。 

5.5.4 職業実践専門課程では、別紙様式 4 の「中途退学の現状」という欄に、中退率の計算

ができるように在学者数及び中退者数の根拠となる数字を記入することになっていま

す。情報公開の一つとして、公表が求められています。 

5.5.5 この項目では、中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握しているかを確認して

います。学校生活への不適合、経済的問題、進路変更等、中途退学の主な理由を整

理するとともに、それらの原因・傾向等を把握し、学校側で改善に取り組めることがない

かを検討することが期待されています。 

 

5 5
中
項

目

5 5 1
退学率の低減が図られているか（受講登録、出
欠状況及び学習者の減少に関する分析が行わ
れているか）

A
退学防止の取り組み記録、退学
状況の分析と対策記録

5 5 2 退学率の目標を設定しているか A 事業計画書

5 5 3
退学率の低減に関する目標・計画が教職員に
共有されているか

B 事業計画書、会議資料

5 5 4 退学者数を公表しているか B
HP、職業実践専門課程別紙様式
４

5 5 5
中途退学者数、中途退学の原因・傾向等を把握
しているか

C/Q
学生指導報告書、学習サービス
評価報告書、個別相談記録

中途退学への対応（退学率の低減が図られているか）
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5.6.1 中項目 5.6 では「保証人（保護者）との連携」（保証人との連携体制を構築しているか）

について自己評価を求めています。第 5 章は「学生支援」です。学生の修学支援、学

習支援、生活指導など、様々な形で、保証人（保護者）の協力を得ることがあると思いま

す。どのような形で連携しているのかを、面談記録や議事録の形で残します。（エビデン

ス欄には、実際に使用しているエビデンスの名称を記入しますので、「保護者」という表

記のままで問題はありません。） 

5.6.2 この項目では、保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を行っているかを確認して

います。ここでは「計画的な」というところがポイントとなります。臨機応変に、必要に応じ

て、というだけでなく、1 年に一度など、計画に的に実施されているということをここでは

求めています。 

5.6.3 この項目では、緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確保しているかを確認して

います。クラス担任が個別に把握しているということではなく、エビデンス例にもあるよう

に、学生調査書や学生カルテなどの形で、学校として把握していることが望まれます。 

 

 

5 6
中

項

目

5 6 1
保証人（保護者）と適切に連携しているか（保証
人のニーズを把握しているか）

A
保護者面談記録、保護者会報告
書

5 6 2
保証人（保護者）との計画的な相談会・面談を
行っているか

B
保護者面談案内、保護者会報告
書

5 6 3
緊急時の保証人（保護者）等との連絡体制を確
保しているか

C/Q 学生調査書、学生カルテ

保証人（保護者）との連携（保証人との連携体制を構築しているか）

5 7
中
項

目

5 7 1
卒業生への支援体制を整備しているか（再就
職、キャリアアップ等について、相談に乗ってい
るか）

B
同窓会会則、就職あっせん記録、
相談窓口

5 7 2
学校情報を卒業生に知らせているか（ＨＰ・学校
便り等）

C HP、同窓会HP

5 7 3 学校は同窓会との連携を図っているか C/Q 同窓会会則

5 7 21
卒業生への卒後教育等の支援体制はあるか
（卒業生への講習・研修を行っているか）

B パンフレット、HP、講習会案内

5 7 22
卒業生への資格、検定等不合格者に対する対
策を講じているか

C/Q 国家試験対策計画、実施記録

卒業生・社会人支援（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニーズを踏まえた教育環境を
整備しているか）
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5.7.1 中項目 5.7 では「卒業生・社会人支援」（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニ

ーズを踏まえた教育環境を整備しているか）について自己評価を求めています。この項

目では、卒業生への支援体制を整備しているかを確認しています。再就職や、キャリア

アップ等について、相談に乗っているかということですが、こうした就職斡旋の記録や相

談窓口、同窓会の活動なども、こうした支援体制といえます。 

5.7.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、学校情報を卒業生に知らせているかを確認してい

ます。学校のＨＰや同窓会のHP、学校便り等がエビデンスとなります。 

5.7.3 この項目では、学校が同窓会との連携を図っているかを確認しています。同窓会運営

にかかる費用や事務局機能を支援するなど、様々な形があります。こうした取組を卒業

生支援の一つとして捉えています。 

5.7.21 この項目では、卒業生への卒後教育等の支援体制があるかを確認しています。この中

項目では、様々な形で卒業生への支援についての確認がされていますが、ここでは、

「学び直し」の機会を提供するということで、卒業生への講習・研修を行っているかが確

認されています。カテゴリーB の項目ですので、職業実践専門課程を有する学校を想

定しています。専攻分野に関する企業・団体等と連携し、卒業生の学び直し、スキルア

ップに役立つ卒後教育を期待します。 

5.7.22 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、卒業生への資格、検定等不合格者に対する対

策を講じているかを確認しています。様々な学科コースで、卒業間近の時期に、国家試

験や資格試験などが実施されています。学校としては、すべての学生・生徒が現役合

格できるよう取り組んでいることと思いますが、必ずしも全員が合格できるとは限りませ

ん。そうした不合格となった学生・生徒（卒業生）に、再チャレンジを促し、入学当初に

目標としていた資格・検定等に合格し、目標達成ができるよう支援します。卒業生全員

が目標を達成することができれば、教育の質の高さをより強くアピールできます。 

5.7.41 この項目はカテゴリーA ですので、すべての専修学校等にとって自己評価すべき項目

となります。「社会人の受入れは、あまり積極的に行なっていない」ということで対象外と

5 7 41
社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が整
備されているか

A パンフレット、HP

5 7 42
大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に
関しての取扱いを学則・細則に規定し、適切に
認定しているか

C/Q 学則・細則
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考えてはいけません。社会人の学び直しへの対応は、専修学校に求められている重要

な役割の一つです。社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が、どのようなものを指し

ていると捉えるのかは、地域によって、また教育分野によって異なります。どのようなニ

ーズを捉えていて、どのように対応（整備）しているのかを、エビデンスに記述します。 

5.7.42 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に関しての取扱い

を学則・細則にて規定し、適切に認定ができれば、入学した大学等卒業者の満足度が

高まります。 

 

 

３－６．「教育環境」 

 

6.1.1 中項目 6.1 では「施設・設備等」（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう

整備されているか）について自己評価を求めています。この項目では、施設・設備は、

教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているかを確認しています。エビデンス

例には学校設置認可申請書、教室配置図とあります。「講義室は学生数、時間割にあ

わせ、無理なく配備されているか」と書かれているとおり、学校として必要なスペースが

確保されていることを、改めて確認している項目となります。 

6 1
中

項

目

6 1 1
施設・設備は、教育上の必要性に十分対応でき
るよう整備されているか（講義室は学生数、時
間割にあわせ、無理なく配備されているか）

A
学校設置認可申請書、教室配置
図、時間割、専修学校報告書

6 1 2
学生が利用できる参考図書・関連図書は備えら
れているか

A 資産目録、図書台帳

6 1 3
教育上の必要性に対応した機材・備品を整備し
ているか

A
各種設備・教育備品の一覧表及
び点検票、管理体制の組織図

6 1 4
図書室・図書コーナーがあり、図書館サービス
は十分に機能しているか

C 施設案内図、図書台帳

6 1 21
分煙・禁煙等に関する規定が文書化・掲示され
ているか

B 掲示物、学生便覧

6 1 22
学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管
理・チェックがされているか

B
教室清掃チェックシート、環境整
備チェックシート

6 1 41
施設・設備の点検、補修・修繕等は定期的にま
たは適宜行っているか

A

施設・設備の点検、補修計画書、
点検・修繕の記録、電気設備点
検記録報告書、電気設備定期点
検報告書、建築物環境衛生管理
報告書

施設・設備等（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか）
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5.7.1 中項目 5.7 では「卒業生・社会人支援」（卒業生の動向を把握しているか。社会人のニ

ーズを踏まえた教育環境を整備しているか）について自己評価を求めています。この項

目では、卒業生への支援体制を整備しているかを確認しています。再就職や、キャリア

アップ等について、相談に乗っているかということですが、こうした就職斡旋の記録や相

談窓口、同窓会の活動なども、こうした支援体制といえます。 

5.7.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、学校情報を卒業生に知らせているかを確認してい

ます。学校のＨＰや同窓会のHP、学校便り等がエビデンスとなります。 

5.7.3 この項目では、学校が同窓会との連携を図っているかを確認しています。同窓会運営

にかかる費用や事務局機能を支援するなど、様々な形があります。こうした取組を卒業

生支援の一つとして捉えています。 

5.7.21 この項目では、卒業生への卒後教育等の支援体制があるかを確認しています。この中

項目では、様々な形で卒業生への支援についての確認がされていますが、ここでは、

「学び直し」の機会を提供するということで、卒業生への講習・研修を行っているかが確

認されています。カテゴリーB の項目ですので、職業実践専門課程を有する学校を想

定しています。専攻分野に関する企業・団体等と連携し、卒業生の学び直し、スキルア

ップに役立つ卒後教育を期待します。 

5.7.22 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、卒業生への資格、検定等不合格者に対する対

策を講じているかを確認しています。様々な学科コースで、卒業間近の時期に、国家試

験や資格試験などが実施されています。学校としては、すべての学生・生徒が現役合

格できるよう取り組んでいることと思いますが、必ずしも全員が合格できるとは限りませ

ん。そうした不合格となった学生・生徒（卒業生）に、再チャレンジを促し、入学当初に

目標としていた資格・検定等に合格し、目標達成ができるよう支援します。卒業生全員

が目標を達成することができれば、教育の質の高さをより強くアピールできます。 

5.7.41 この項目はカテゴリーA ですので、すべての専修学校等にとって自己評価すべき項目

となります。「社会人の受入れは、あまり積極的に行なっていない」ということで対象外と

5 7 41
社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が整
備されているか

A パンフレット、HP

5 7 42
大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に
関しての取扱いを学則・細則に規定し、適切に
認定しているか

C/Q 学則・細則
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考えてはいけません。社会人の学び直しへの対応は、専修学校に求められている重要

な役割の一つです。社会人学生のニーズを踏まえた教育環境が、どのようなものを指し

ていると捉えるのかは、地域によって、また教育分野によって異なります。どのようなニ

ーズを捉えていて、どのように対応（整備）しているのかを、エビデンスに記述します。 

5.7.42 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。大学等卒業者の入学に際し、入学前の履修に関しての取扱い

を学則・細則にて規定し、適切に認定ができれば、入学した大学等卒業者の満足度が

高まります。 

 

 

３－６．「教育環境」 

 

6.1.1 中項目 6.1 では「施設・設備等」（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう

整備されているか）について自己評価を求めています。この項目では、施設・設備は、

教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているかを確認しています。エビデンス

例には学校設置認可申請書、教室配置図とあります。「講義室は学生数、時間割にあ

わせ、無理なく配備されているか」と書かれているとおり、学校として必要なスペースが

確保されていることを、改めて確認している項目となります。 

6 1
中

項

目

6 1 1
施設・設備は、教育上の必要性に十分対応でき
るよう整備されているか（講義室は学生数、時
間割にあわせ、無理なく配備されているか）

A
学校設置認可申請書、教室配置
図、時間割、専修学校報告書

6 1 2
学生が利用できる参考図書・関連図書は備えら
れているか

A 資産目録、図書台帳

6 1 3
教育上の必要性に対応した機材・備品を整備し
ているか

A
各種設備・教育備品の一覧表及
び点検票、管理体制の組織図

6 1 4
図書室・図書コーナーがあり、図書館サービス
は十分に機能しているか

C 施設案内図、図書台帳

6 1 21
分煙・禁煙等に関する規定が文書化・掲示され
ているか

B 掲示物、学生便覧

6 1 22
学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管
理・チェックがされているか

B
教室清掃チェックシート、環境整
備チェックシート

6 1 41
施設・設備の点検、補修・修繕等は定期的にま
たは適宜行っているか

A

施設・設備の点検、補修計画書、
点検・修繕の記録、電気設備点
検記録報告書、電気設備定期点
検報告書、建築物環境衛生管理
報告書

施設・設備等（施設、設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか）
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6.1.2 この項目では、学生が利用できる参考図書・関連図書が備えられているかを確認してい

ます。最近では、電子書籍も一般化されておりますので、学校が提供する教育環境とし

て、紙の書籍に限定するもではありません。電子データでの提供、役に立つWeb サイト

のリンク情報なども、教育資源と考えられます。なお、厚生労働省から学校養成所として

の指定を受けている専門学校など、学生一人当たり一定数の図書を保有しなければな

らないとされている施設の場合には、その要件を満たす参考図書・関連図書が備えら

れているかを確認します。 

6.1.3 この項目では、教育上の必要性に対応した機材・備品が整備されているかを確認しま

す。「整備ができているか」というところがポイントですので、まずはリスト（一覧表）が必要

だということに気づきます。整備ができているか否かを、チェックするための帳票というこ

とになります。管理体制の組織図を作成しておくことで、こうしたチェックを行なう責任者

を明確にしておきます。 

6.1.4 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、図書室・図書コーナーがあり、図書館サービスが

十分に機能しているかを確認しています。図書館サービスには、情報検索サービスや

閲覧サービス、コピーサービスのほか、自習スペースを提供することも含まれます。これ

らの機能を一つの場所で提供していれば充実していますが、分散していても学習支援

サービスとして提供されていれば評価 4（適切）となります。 

6.1.21 こちらはカテゴリーBです。「健康増進法の一部を改正する法律」が令和2年（2020年）

4 月 1 日から全面施行となり、学校は第一種施設（受動喫煙により健康を損なうおそれ

が高い者（子どもなど 20 歳未満の者、患者等）が主として利用する施設）とされていま

す。その結果、現在では多くの学校施設で敷地内禁煙という措置をとるようになりまし

た。この項目は、こうした受動喫煙による健康への影響を防止する取組を積極的に行な

っている学校であることを示すアピールともなります。 

6.1.22 この項目では、学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管理・チェックがされている

かを確認しています。学校という施設ですので、「教育環境」として、十分なレベルを保

てているかという観点が必要です。エビデンス例には、'教室清掃チェックシートや環境

整備チェックシートが挙げられていますが、「チェックシートがある」ということではなく、チ

ェックシートを使用して定期的に管理・チェックがされていることを確認した上で、評価 4

（適切）となります。 
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6.1.41 この項目はカテゴリーA ですので、すべての専修学校等にとって自己評価すべき項目

となります。この項目では、施設・設備の点検、補修・修繕等が定期的にまたは適宜行

われているかを確認しています。施設・設備の点検については定期的に、補修・修繕に

ついては適宜行なわれているかということになります。なお、この項目は「教育上の必要

性に十分対応できるように整備されているか」を問うものになりますので、講義や実習等

を行なう上で十分対応できるかを確認していることを示すエビデンスが適切です。 

第 2 章の学校運営上で求められる施設設備の保守・管理とは別の観点になります。。 

 

 

6.2.1 中項目 6.2 では「学外実習、インターンシップ等」（校外の実習、インターンシップ、海外

研修等について、十分な教育体制を整備しているか）について自己評価を求めていま

す。学科コースの分野によって、学外実習やインターンシップにどのくらいの時間数を

充てるのかが大きく異なります。ここでは、他分野の学校と比較してどうなのかではなく、

当該分野の専門学校教育として十分な教育体制を整備しているかという視点で、自己

評価を行ないます。 

6.2.2 こちらはカテゴリーB ですので、職業実践専門課程を有する学校に求められるレベルの

評価項目となります。この項目では、実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱い

に関する規程・マニュアルや規則が整備されているかを確認します。職業教育として、

当該分野の企業・団体等と連携を取り、その分野の職業倫理や、業務上の様々な規定

についても情報共有ができていると期待されます。「実技・実習に先立って」というところ

がポイントです。実技・実習の際に、学生・生徒が困らないよう、これらの規程・規則・マ

ニュアルを整備しておきます。 

6.2.3 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、校外実習等についての成績評価基準を明確に決

めているかを確認しています。特に、校外実習等の場合には「誰が評価するのか（誰が

6 2
中

項

目

6 2 1
学内外の実習施設、インターンシップ、海外研
修等について十分な教育体制を整備しているか

A
学外実習時の実施要綱･マニュア
ル

6 2 2
実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱
いに関する規程・マニュアルや規則が整備され
ているか。

B 倫理規程、学生便覧

6 2 3
校外実習等についての成績評価基準を明確に
決めているか

C/Q
校外実習マニュアル、評価マニュ
アル

学外実習、インターンシップ等（校外の実習、インターンシップ、海外研修等について、十分な

教育体制を整備しているか）
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6.1.2 この項目では、学生が利用できる参考図書・関連図書が備えられているかを確認してい

ます。最近では、電子書籍も一般化されておりますので、学校が提供する教育環境とし

て、紙の書籍に限定するもではありません。電子データでの提供、役に立つWeb サイト

のリンク情報なども、教育資源と考えられます。なお、厚生労働省から学校養成所として

の指定を受けている専門学校など、学生一人当たり一定数の図書を保有しなければな

らないとされている施設の場合には、その要件を満たす参考図書・関連図書が備えら

れているかを確認します。 

6.1.3 この項目では、教育上の必要性に対応した機材・備品が整備されているかを確認しま

す。「整備ができているか」というところがポイントですので、まずはリスト（一覧表）が必要

だということに気づきます。整備ができているか否かを、チェックするための帳票というこ

とになります。管理体制の組織図を作成しておくことで、こうしたチェックを行なう責任者

を明確にしておきます。 

6.1.4 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、図書室・図書コーナーがあり、図書館サービスが

十分に機能しているかを確認しています。図書館サービスには、情報検索サービスや

閲覧サービス、コピーサービスのほか、自習スペースを提供することも含まれます。これ

らの機能を一つの場所で提供していれば充実していますが、分散していても学習支援

サービスとして提供されていれば評価 4（適切）となります。 

6.1.21 こちらはカテゴリーBです。「健康増進法の一部を改正する法律」が令和2年（2020年）

4 月 1 日から全面施行となり、学校は第一種施設（受動喫煙により健康を損なうおそれ

が高い者（子どもなど 20 歳未満の者、患者等）が主として利用する施設）とされていま

す。その結果、現在では多くの学校施設で敷地内禁煙という措置をとるようになりまし

た。この項目は、こうした受動喫煙による健康への影響を防止する取組を積極的に行な

っている学校であることを示すアピールともなります。 

6.1.22 この項目では、学内の整理・整頓・清掃に関して定期的に管理・チェックがされている

かを確認しています。学校という施設ですので、「教育環境」として、十分なレベルを保

てているかという観点が必要です。エビデンス例には、'教室清掃チェックシートや環境

整備チェックシートが挙げられていますが、「チェックシートがある」ということではなく、チ

ェックシートを使用して定期的に管理・チェックがされていることを確認した上で、評価 4

（適切）となります。 
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6.1.41 この項目はカテゴリーA ですので、すべての専修学校等にとって自己評価すべき項目

となります。この項目では、施設・設備の点検、補修・修繕等が定期的にまたは適宜行

われているかを確認しています。施設・設備の点検については定期的に、補修・修繕に

ついては適宜行なわれているかということになります。なお、この項目は「教育上の必要

性に十分対応できるように整備されているか」を問うものになりますので、講義や実習等

を行なう上で十分対応できるかを確認していることを示すエビデンスが適切です。 

第 2 章の学校運営上で求められる施設設備の保守・管理とは別の観点になります。。 

 

 

6.2.1 中項目 6.2 では「学外実習、インターンシップ等」（校外の実習、インターンシップ、海外

研修等について、十分な教育体制を整備しているか）について自己評価を求めていま

す。学科コースの分野によって、学外実習やインターンシップにどのくらいの時間数を

充てるのかが大きく異なります。ここでは、他分野の学校と比較してどうなのかではなく、

当該分野の専門学校教育として十分な教育体制を整備しているかという視点で、自己

評価を行ないます。 

6.2.2 こちらはカテゴリーB ですので、職業実践専門課程を有する学校に求められるレベルの

評価項目となります。この項目では、実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱い

に関する規程・マニュアルや規則が整備されているかを確認します。職業教育として、

当該分野の企業・団体等と連携を取り、その分野の職業倫理や、業務上の様々な規定

についても情報共有ができていると期待されます。「実技・実習に先立って」というところ

がポイントです。実技・実習の際に、学生・生徒が困らないよう、これらの規程・規則・マ

ニュアルを整備しておきます。 

6.2.3 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自己

評価項目となります。この項目では、校外実習等についての成績評価基準を明確に決

めているかを確認しています。特に、校外実習等の場合には「誰が評価するのか（誰が

6 2
中

項

目

6 2 1
学内外の実習施設、インターンシップ、海外研
修等について十分な教育体制を整備しているか

A
学外実習時の実施要綱･マニュア
ル

6 2 2
実技・実習に先立って、職業倫理や情報の取扱
いに関する規程・マニュアルや規則が整備され
ているか。

B 倫理規程、学生便覧

6 2 3
校外実習等についての成績評価基準を明確に
決めているか

C/Q
校外実習マニュアル、評価マニュ
アル

学外実習、インターンシップ等（校外の実習、インターンシップ、海外研修等について、十分な

教育体制を整備しているか）
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評価するのが適切か）」に注意を向けることが必要です。外部の方に評価をお願いする

場合には、教員が評価する時よりも詳細でわかりやすい（評価しやすい）評価基準が必

要となります。そうした点にも留意しつつ、自己評価を行ないます。 

 

 

6.3.1 中項目 6.3 では「防災・安全管理」（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防

災訓練等を実施しているか）について自己評価を求めています。この項目では、防災

に対する組織体制を整備し、適切に運用しているかを確認しています。エビデンス例で

は、防災という概念を広く捉え、火災や地震・風水害などの自然災害だけでなく、けが

や病気、感染症対策なども含めた危機管理対策として、危機管理マニュアルや気象警

報による休講等の取扱いガイドラインを挙げています。学生・生徒や教職員の安全を守

るための組織体制整備を検討してください。 

6.3.2 この項目では、防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム等）が整備・点検されて

いるかを確認しています。消防法などで点検が義務づけられているものもありますの

で、適切に運用管理がされていれば評価 4（適切）となるはずです。 

6.3.21 この項目では、定期的に防災訓練を実施しているかを確認しています。コロナウイルス

感染症の流行が拡大している時期には、消防局（消防署）と連携を取って防災訓練の

代替措置を実施して対応した専門学校もありました。こうした対応を行なった場合にも、

自己評価を 4（適切）とすることが適当と考えます。評価 4（適切）とするためには、「防災

訓練を実施しているか」というところがポイントになりますので、防災訓練実施要項や計

画書だけでは不十分で、防災訓練実施報告書など、「実施していることがわかるエビデ

ンス」が必要となります。 

6 3
中

項
目

6 3 1
防災に対する組織体制を整備し、適切に運用し
ているか

A
危機管理マニュアル、気象警報
による休講等の取扱いガイドライ
ン

6 3 2
防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム
等）が整備・点検されているか

A
消防用設備点検報告書、警備業
務請負契約書

6 3 21 定期的に防災訓練を実施しているか A
防災訓練実施要項、防災訓練実
施報告書

6 3 41 学校における安全管理の整備を行っているか B
設備管理者の一覧表、各種設備
の定期点検票、危機管理マニュ
アル

防災・安全管理（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防災訓練等を実施しているか）
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6.3.41 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、学校における安全管理の整備が行な

われているかを確認しています。エビデンスとしては、前項と同様、整備していること（整

備を実施していること）がわかる実施記録・点検記録などが求められます。 

 

 

３－７．「学生の受入れ募集」 

 

7.1.1 中項目 7.1 では「学生募集活動」（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学

生募集および入学者選抜を行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様

な学生の受入れについて方針を明確にしているか）について自己評価を求めていま

す。この項目は、「学生募集活動は､適正に行われているか」という概略的な確認事項と

なっています。エビデンス例にもあるように、どのような体制で実施しているのか（募集活

動体制組織図）、どのように募集活動が行なわれているのか（営業日報）などを提示し、

自己評価を行ないます。 

7 1
中

項

目

7 1 1 学生募集活動は､適正に行われているか A
募集活動体制組織図、営業日
報、パンフレット、OC用説明資
料、募集要項、学校案内、HP

7 1 2
入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）
を策定し、学校構成員（教職員および学生等）に
周知し、社会に公表しているか

A
アドミッションポリシー、募集要
項、パンフレット、公式Webサイト

7 1 3
学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・
免許等をわかりやすく紹介しているか

A パンフレット、HP

7 1 4
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切
に学生募集を行っているか

A
募集活動体制組織図、営業日
報、学生募集要項、学校案内（パ
ンフレット）

7 1 21
入学に関する問い合わせ等に適切に対応でき
る体制ができているか

A 校務分掌、HP、組織図

7 1 22
学校説明会等による情報提供（育成人材像、評
価手段及びその基準、目指す資格・検定・コン
ペ、学費・教材費等の情報）を行っているか

A
オープンキャンパス配布資料、説
明用資料、HP、募集要項

7 1 23
入学予定者に対し学習指導・支援等は行われ
ているか

B 入学前教育について（資料）

7 1 41

教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報
の取り扱い、安全管理など、オリエンテーション
などで学校側の義務と責任を学生と保証人（保
護者）に案内しているか

C/J
学生便覧、オリエンテーション資
料

学生募集活動（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を

行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様な学生の受入れについて方針を明確にして
いるか）
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評価するのが適切か）」に注意を向けることが必要です。外部の方に評価をお願いする

場合には、教員が評価する時よりも詳細でわかりやすい（評価しやすい）評価基準が必

要となります。そうした点にも留意しつつ、自己評価を行ないます。 

 

 

6.3.1 中項目 6.3 では「防災・安全管理」（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防

災訓練等を実施しているか）について自己評価を求めています。この項目では、防災

に対する組織体制を整備し、適切に運用しているかを確認しています。エビデンス例で

は、防災という概念を広く捉え、火災や地震・風水害などの自然災害だけでなく、けが

や病気、感染症対策なども含めた危機管理対策として、危機管理マニュアルや気象警

報による休講等の取扱いガイドラインを挙げています。学生・生徒や教職員の安全を守

るための組織体制整備を検討してください。 

6.3.2 この項目では、防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム等）が整備・点検されて

いるかを確認しています。消防法などで点検が義務づけられているものもありますの

で、適切に運用管理がされていれば評価 4（適切）となるはずです。 

6.3.21 この項目では、定期的に防災訓練を実施しているかを確認しています。コロナウイルス

感染症の流行が拡大している時期には、消防局（消防署）と連携を取って防災訓練の

代替措置を実施して対応した専門学校もありました。こうした対応を行なった場合にも、

自己評価を 4（適切）とすることが適当と考えます。評価 4（適切）とするためには、「防災

訓練を実施しているか」というところがポイントになりますので、防災訓練実施要項や計

画書だけでは不十分で、防災訓練実施報告書など、「実施していることがわかるエビデ

ンス」が必要となります。 

6 3
中

項
目

6 3 1
防災に対する組織体制を整備し、適切に運用し
ているか

A
危機管理マニュアル、気象警報
による休講等の取扱いガイドライ
ン

6 3 2
防災・防犯設備（非常灯・消火器・警備システム
等）が整備・点検されているか

A
消防用設備点検報告書、警備業
務請負契約書

6 3 21 定期的に防災訓練を実施しているか A
防災訓練実施要項、防災訓練実
施報告書

6 3 41 学校における安全管理の整備を行っているか B
設備管理者の一覧表、各種設備
の定期点検票、危機管理マニュ
アル

防災・安全管理（防災・安全管理に関する体制を整備しているか。防災訓練等を実施しているか）
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6.3.41 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、学校における安全管理の整備が行な

われているかを確認しています。エビデンスとしては、前項と同様、整備していること（整

備を実施していること）がわかる実施記録・点検記録などが求められます。 

 

 

３－７．「学生の受入れ募集」 

 

7.1.1 中項目 7.1 では「学生募集活動」（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学

生募集および入学者選抜を行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様

な学生の受入れについて方針を明確にしているか）について自己評価を求めていま

す。この項目は、「学生募集活動は､適正に行われているか」という概略的な確認事項と

なっています。エビデンス例にもあるように、どのような体制で実施しているのか（募集活

動体制組織図）、どのように募集活動が行なわれているのか（営業日報）などを提示し、

自己評価を行ないます。 

7 1
中

項

目

7 1 1 学生募集活動は､適正に行われているか A
募集活動体制組織図、営業日
報、パンフレット、OC用説明資
料、募集要項、学校案内、HP

7 1 2
入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）
を策定し、学校構成員（教職員および学生等）に
周知し、社会に公表しているか

A
アドミッションポリシー、募集要
項、パンフレット、公式Webサイト

7 1 3
学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・
免許等をわかりやすく紹介しているか

A パンフレット、HP

7 1 4
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切
に学生募集を行っているか

A
募集活動体制組織図、営業日
報、学生募集要項、学校案内（パ
ンフレット）

7 1 21
入学に関する問い合わせ等に適切に対応でき
る体制ができているか

A 校務分掌、HP、組織図

7 1 22
学校説明会等による情報提供（育成人材像、評
価手段及びその基準、目指す資格・検定・コン
ペ、学費・教材費等の情報）を行っているか

A
オープンキャンパス配布資料、説
明用資料、HP、募集要項

7 1 23
入学予定者に対し学習指導・支援等は行われ
ているか

B 入学前教育について（資料）

7 1 41

教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報
の取り扱い、安全管理など、オリエンテーション
などで学校側の義務と責任を学生と保証人（保
護者）に案内しているか

C/J
学生便覧、オリエンテーション資
料

学生募集活動（学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を

行っているか。社会人入学生、留学生、障がい者等、多様な学生の受入れについて方針を明確にして
いるか）
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7.1.2 この項目では、入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を策定し、学校構成員

（教職員および学生等）に周知し、社会に公表しているかを確認しています。エビデン

ス例にもあるように、募集要項やパンフレット、公式 Web サイトなどに掲載されていれ

ば、周知され公表していることが確認できますので評価 4（適切）となります。 

7.1.3 この項目では、学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・免許等をわかりやすく紹

介しているかを確認しています。学校案内という媒体にて「わかりやすく紹介している

か」を確認していますので、エビデンスは学校案内のパンフレットや HP などとなります。

なお、自己評価の目的は「評価 4 を付けること」ではありません。例えば、自己評価を行

なった結果、「育成人材像が不明瞭でわかりにくいな」と感じて評価3を付けたなら、「課

題を発見することができた」という成果を上げられたことになります。この成果は、次の学

校案内パンフレットを作成する際に役立てることができ、改善を行なうことができれば、

次年度はより効果的な募集活動を行なうことができると期待できます。「わかりやすく紹

介しているか」を自己評価することは難しい行為ですが、ぜひ積極的に取り組んでみて

ください。 

7.1.4 この項目では、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集を行っている

かを確認しています。前述の 7.1.2 項で示された学生の受け入れ方針（アドミッション・

ポリシー）に基づいて、特に問題もなく、課題と感じている項目も無いのであれば、公正

かつ適切に募集活動が行なわれているはずですので、エビデンス例を参考にして資料

を提示し、評価 4（適切）とします。 

7.1.21 この項目では、入学に関する問い合わせ等に適切に対応できる体制ができているか

を確認しています。エビデンス例にあるように、'校務分掌や組織図で明らかにされてい

れば教職員間で体制の確認ができますし、HP に問合せ先が掲載され、運用上もトラブ

ルが発生していないのであれば適切に対応できる体制ができているといえます。 

7.1.22 この項目では、学校説明会等による情報提供（育成人材像、評価手段及びその基

準、目指す資格・検定・コンペ、学費・教材費等の情報）を行っているかを確認していま

す。前述の7.1.2項との違いは、「学校説明会等による」という手段と、「評価手段及びそ

の基準、学費・教材費等の情報」という情報の詳細さです。オープンキャンパスなどの

学校説明会等で、資料請求などで得られる情報よりも詳しい説明がされているかがポイ

ントとなります。 

7.1.23 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、入学予定者に対し学習指導・支援等

が行われているかを確認しています。入学前教育は、高校側から要請があって実施す
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るケースなどもありますが、その目的は、入学して専門学校での教育が始まる時に、学

習を始める準備ができている（職業教育を始めるために必要な基礎知識・スキルを身に

つけている）という状態を整えることです。効果的な入学前教育は、その学科コースで

学ぶために、どのような基礎知識がなければならないのか、あるいはどのような基礎知

識を持っていると学習を進めやすくなるのかを整理することから始まります。こうした入

学前に必要な基礎知識を整理しておくことは、入学後の学習を円滑に進めることにも役

立ちます。 

7.1.41 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報

の取り扱い、安全管理など、オリエンテーションなどで学校側の義務と責任を学生と保

証人（保護者）に案内しているかを確認しています。「学生と保証人に案内しているか」

がポイントですので、エビデンスとしては、学生と保証人に配布（または情報提供）され

るものでなければなりません。エビデンスとして示す資料に、確認項目として挙げられた

「学校側の義務と責任」に当たる内容が明示されていれば評価 4（適切）となります。 

 

 

7.2.1 中項目 7.2 では「入学選考」（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われている

か）について自己評価を求めています。この項目は、学校案内等に選抜方法が明示さ

れているかを確認しています。エビデンス例にあるように、主に募集要項に記載されて

いることが多いと思います。ペーパーテストの形で入学試験を実施する学校もあれば、

小論文や面接試験を課す学校もあります。入学に必要な学力、スキル、資格、職業経

験などの、前提となる要件が明示されているかという点について、「当校では、誰でも受

入れますので、前提となる要件はありません」と答える方がいらっしゃいますが、専門学

校であるならば、「高等学校卒業以上の学力を有すること」を要件としているはずです。

その点もご留意ください。 

7.2.2 この項目では、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に入学者選抜を行って

いるかを確認しています。前述の 7.1.2 項で示された学生の受け入れ方針（アドミッショ

7 2
中

項

目

7 2 1
学校案内等には選抜方法が明示されているか
（入学に必要な学力、スキル、資格、職業経験
などの、前提となる要件が明示されているか）

A 募集要項、学校案内

7 2 2
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切
に入学者選抜を行っているか

A
入試基準、選考方法
選考における実施体制、選考結
果資料

入学選考（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか）
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7.1.2 この項目では、入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を策定し、学校構成員

（教職員および学生等）に周知し、社会に公表しているかを確認しています。エビデン

ス例にもあるように、募集要項やパンフレット、公式 Web サイトなどに掲載されていれ

ば、周知され公表していることが確認できますので評価 4（適切）となります。 

7.1.3 この項目では、学校案内に、育成人材像、特徴、目指す資格・免許等をわかりやすく紹

介しているかを確認しています。学校案内という媒体にて「わかりやすく紹介している

か」を確認していますので、エビデンスは学校案内のパンフレットや HP などとなります。

なお、自己評価の目的は「評価 4 を付けること」ではありません。例えば、自己評価を行

なった結果、「育成人材像が不明瞭でわかりにくいな」と感じて評価3を付けたなら、「課

題を発見することができた」という成果を上げられたことになります。この成果は、次の学

校案内パンフレットを作成する際に役立てることができ、改善を行なうことができれば、

次年度はより効果的な募集活動を行なうことができると期待できます。「わかりやすく紹

介しているか」を自己評価することは難しい行為ですが、ぜひ積極的に取り組んでみて

ください。 

7.1.4 この項目では、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集を行っている

かを確認しています。前述の 7.1.2 項で示された学生の受け入れ方針（アドミッション・

ポリシー）に基づいて、特に問題もなく、課題と感じている項目も無いのであれば、公正

かつ適切に募集活動が行なわれているはずですので、エビデンス例を参考にして資料

を提示し、評価 4（適切）とします。 

7.1.21 この項目では、入学に関する問い合わせ等に適切に対応できる体制ができているか

を確認しています。エビデンス例にあるように、'校務分掌や組織図で明らかにされてい

れば教職員間で体制の確認ができますし、HP に問合せ先が掲載され、運用上もトラブ

ルが発生していないのであれば適切に対応できる体制ができているといえます。 

7.1.22 この項目では、学校説明会等による情報提供（育成人材像、評価手段及びその基

準、目指す資格・検定・コンペ、学費・教材費等の情報）を行っているかを確認していま

す。前述の7.1.2項との違いは、「学校説明会等による」という手段と、「評価手段及びそ

の基準、学費・教材費等の情報」という情報の詳細さです。オープンキャンパスなどの

学校説明会等で、資料請求などで得られる情報よりも詳しい説明がされているかがポイ

ントとなります。 

7.1.23 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、入学予定者に対し学習指導・支援等

が行われているかを確認しています。入学前教育は、高校側から要請があって実施す
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るケースなどもありますが、その目的は、入学して専門学校での教育が始まる時に、学

習を始める準備ができている（職業教育を始めるために必要な基礎知識・スキルを身に

つけている）という状態を整えることです。効果的な入学前教育は、その学科コースで

学ぶために、どのような基礎知識がなければならないのか、あるいはどのような基礎知

識を持っていると学習を進めやすくなるのかを整理することから始まります。こうした入

学前に必要な基礎知識を整理しておくことは、入学後の学習を円滑に進めることにも役

立ちます。 

7.1.41 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、教育の履行、人的・物的資源の提供、個人情報

の取り扱い、安全管理など、オリエンテーションなどで学校側の義務と責任を学生と保

証人（保護者）に案内しているかを確認しています。「学生と保証人に案内しているか」

がポイントですので、エビデンスとしては、学生と保証人に配布（または情報提供）され

るものでなければなりません。エビデンスとして示す資料に、確認項目として挙げられた

「学校側の義務と責任」に当たる内容が明示されていれば評価 4（適切）となります。 

 

 

7.2.1 中項目 7.2 では「入学選考」（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われている

か）について自己評価を求めています。この項目は、学校案内等に選抜方法が明示さ

れているかを確認しています。エビデンス例にあるように、主に募集要項に記載されて

いることが多いと思います。ペーパーテストの形で入学試験を実施する学校もあれば、

小論文や面接試験を課す学校もあります。入学に必要な学力、スキル、資格、職業経

験などの、前提となる要件が明示されているかという点について、「当校では、誰でも受

入れますので、前提となる要件はありません」と答える方がいらっしゃいますが、専門学

校であるならば、「高等学校卒業以上の学力を有すること」を要件としているはずです。

その点もご留意ください。 

7.2.2 この項目では、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に入学者選抜を行って

いるかを確認しています。前述の 7.1.2 項で示された学生の受け入れ方針（アドミッショ

7 2
中

項

目

7 2 1
学校案内等には選抜方法が明示されているか
（入学に必要な学力、スキル、資格、職業経験
などの、前提となる要件が明示されているか）

A 募集要項、学校案内

7 2 2
学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切
に入学者選抜を行っているか

A
入試基準、選考方法
選考における実施体制、選考結
果資料

入学選考（入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか）
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ン・ポリシー）に基づいていることは当然のことです。公正かつ適切に入学者選抜を行

なっていることは、エビデンス例にあるように、入試基準や選考方法、選考における実

施体制を示すことで説明できます。 

 

 

7.3.1 中項目 7.3 では「学納金」（学納金は妥当なものとなっているか）について自己評価を求

めています。この項目では、学納金は妥当なものとなっているかを確認しています。基

準が無い中で妥当かどうかを判断することは、正直なところ、とても難しいことです。エビ

デンス例では、募集要項を挙げており、ここには学納金の金額が明示されています。つ

まり、「この金額を明示していて、学生・生徒及び保証人（保護者）や高校の先生方など

関係する方々からクレームをいただくこともないので、妥当と考えている」という説明の仕

方となります。 

7.3.2 この項目では、学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入費等が明示されている

かを確認しています。ポイントは、学費、受験料、学習教材の購入費等、「内訳が明示さ

れているか」というところです。「学校案内等に」とありますので、「請求書の内訳」のよう

な請求時点で知らされるものでは不適切です。エビデンス例にあるように、募集要項な

どに金額が明示されていることが多いかと思います。学校案内等により、入学を決める

前に、これらの内訳を伝えていることがわかるエビデンスを提示し、評価 4（適切）となり

ます。 

 

 

7 3
中

項

目

7 3 1 学納金は妥当なものとなっているか A 募集要項

7 3 2
学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入
費等が明示されているか

A パンフレット、募集要項

学納金（学納金は妥当なものとなっているか）
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３－８．「教育の内部質保証システム」 

 

8.1.1 中項目 8.1 では「関係法令、設置基準等の遵守」（法令、専修学校設置基準等を遵守

し、適正な学校運営を行なっているか）について自己評価を求めています。この項目で

は、法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているかについて確認し

ています。この項目については、評価 4（適切）であることが当然求められます。評価は

何になるか？というよりも、何を根拠（エビデンス）として評価 4（適切）と言えるかを検討

すべきです。エビデンス例では、法令遵守の研修を教職員に受けさせていることを示す

「法令遵守の研修報告書」や、「専修学校設置基準チェック表」を作成して設置基準等

を遵守していることを示すという方法を紹介しています。 

8.1.2 この項目では、業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているかを

確認しています。コンプライアンスを日本語で言い換えると「法令遵守」や「社会的規範

を守る」ということになります。エビデンス例にあるように、組織図や校務分掌表、内部規

定類などで、これを説明することもできますし、CSR（企業の社会的責任：Corporate 

Social Responsibility）や、最近流行の SDGs（持続可能な開発目標：Sustainable 

Development Goals）に取り組むことも「社会的規範を守る」ことになります。 

8.1.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、関係法令に基づく管理運営に関する学

内諸規程を整備し適切に運用しているかを確認しています。例えばエビデンス例にあ

るように、実際に運用されているハラスメント防止規程や危機管理規程、ルールブックな

どの学内諸規程を示すことで、関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程を整

備し適切に運用していることを説明します。 

8.1.21 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、セクシュアルハラスメントや、アカデミックハラスメ

ント等の防止について、規定を文書化し、対策を立て実行しているかを確認していま

8 1
中

項

目

8 1 1
法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運
営がなされているか

A
法令遵守の研修報告書、教務日
誌、専修学校設置基準チェック表

8 1 2
業界や地域社会等に対するコンプライアンス体
制が整備されているか

A
組織図、校務分掌表、内部規定
類

8 1 3
関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規
程を整備し適切に運用しているか

B
ハラスメント防止規程、危機管理
規程、ルールブック

8 1 21
セクシュアルハラスメント、アカデミックハラスメ
ント等の防止について、規定を文書化し、対策
を立て実行しているか

C/Q ハラスメント防止規程、就業規則

関係法令、設置基準等の遵守（法令、専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行
なっているか）
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ン・ポリシー）に基づいていることは当然のことです。公正かつ適切に入学者選抜を行

なっていることは、エビデンス例にあるように、入試基準や選考方法、選考における実

施体制を示すことで説明できます。 

 

 

7.3.1 中項目 7.3 では「学納金」（学納金は妥当なものとなっているか）について自己評価を求

めています。この項目では、学納金は妥当なものとなっているかを確認しています。基

準が無い中で妥当かどうかを判断することは、正直なところ、とても難しいことです。エビ

デンス例では、募集要項を挙げており、ここには学納金の金額が明示されています。つ

まり、「この金額を明示していて、学生・生徒及び保証人（保護者）や高校の先生方など

関係する方々からクレームをいただくこともないので、妥当と考えている」という説明の仕

方となります。 

7.3.2 この項目では、学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入費等が明示されている

かを確認しています。ポイントは、学費、受験料、学習教材の購入費等、「内訳が明示さ

れているか」というところです。「学校案内等に」とありますので、「請求書の内訳」のよう

な請求時点で知らされるものでは不適切です。エビデンス例にあるように、募集要項な

どに金額が明示されていることが多いかと思います。学校案内等により、入学を決める

前に、これらの内訳を伝えていることがわかるエビデンスを提示し、評価 4（適切）となり

ます。 

 

 

7 3
中

項

目

7 3 1 学納金は妥当なものとなっているか A 募集要項

7 3 2
学校案内等に、学費、受験料、学習教材の購入
費等が明示されているか

A パンフレット、募集要項

学納金（学納金は妥当なものとなっているか）
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３－８．「教育の内部質保証システム」 

 

8.1.1 中項目 8.1 では「関係法令、設置基準等の遵守」（法令、専修学校設置基準等を遵守

し、適正な学校運営を行なっているか）について自己評価を求めています。この項目で

は、法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているかについて確認し

ています。この項目については、評価 4（適切）であることが当然求められます。評価は

何になるか？というよりも、何を根拠（エビデンス）として評価 4（適切）と言えるかを検討

すべきです。エビデンス例では、法令遵守の研修を教職員に受けさせていることを示す

「法令遵守の研修報告書」や、「専修学校設置基準チェック表」を作成して設置基準等

を遵守していることを示すという方法を紹介しています。 

8.1.2 この項目では、業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているかを

確認しています。コンプライアンスを日本語で言い換えると「法令遵守」や「社会的規範

を守る」ということになります。エビデンス例にあるように、組織図や校務分掌表、内部規

定類などで、これを説明することもできますし、CSR（企業の社会的責任：Corporate 

Social Responsibility）や、最近流行の SDGs（持続可能な開発目標：Sustainable 

Development Goals）に取り組むことも「社会的規範を守る」ことになります。 

8.1.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、関係法令に基づく管理運営に関する学

内諸規程を整備し適切に運用しているかを確認しています。例えばエビデンス例にあ

るように、実際に運用されているハラスメント防止規程や危機管理規程、ルールブックな

どの学内諸規程を示すことで、関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程を整

備し適切に運用していることを説明します。 

8.1.21 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、セクシュアルハラスメントや、アカデミックハラスメ

ント等の防止について、規定を文書化し、対策を立て実行しているかを確認していま

8 1
中

項

目

8 1 1
法令､専修学校設置基準等の遵守と適正な運
営がなされているか

A
法令遵守の研修報告書、教務日
誌、専修学校設置基準チェック表

8 1 2
業界や地域社会等に対するコンプライアンス体
制が整備されているか

A
組織図、校務分掌表、内部規定
類

8 1 3
関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規
程を整備し適切に運用しているか

B
ハラスメント防止規程、危機管理
規程、ルールブック

8 1 21
セクシュアルハラスメント、アカデミックハラスメ
ント等の防止について、規定を文書化し、対策
を立て実行しているか

C/Q ハラスメント防止規程、就業規則

関係法令、設置基準等の遵守（法令、専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行
なっているか）
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す。例えば、エビデンス例のようにハラスメント防止規程を策定し、セクシュアルハラスメ

ントや、アカデミックハラスメント、パワーハラスメント、マタニティーハラスメントなどを取り

上げるという方法もあります。また、就業規則にこうした内容を書き込むという方法もあり

ます。これらのエビデンスを整理し、自校の取組が十分と感じられるか否かで自己評価

を行ないます。 

 

 

8.2.1 中項目 8.2 では「個人情報保護」（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する

対応を取っているか）について自己評価を求めています。この項目では、学校が保有

する個人情報保護に関する対策を実施しているかを確認しています。エビデンス例に

は、個人情報保護規程やプライバシーポリシー等が挙げられており、学校としてどのよう

な対策を行なっているかを規程という文書として示しています。ホームページ上で公開

するなどの対外的な対応については、プライバシーポリシーや個人情報保護方針を掲

載することから始めるのも一つの方法です。 

8.2.2 この項目では、「個人情報保護規程が文書化されているか」と、規程の具体的な名称を

提示して確認しています。これは個人情報保護法という法律により、学校のような個人

情報取扱事業者には、「個人情報保護規程などの形で、個人情報の管理・取扱いに関

するルールを定めること」が求められているからです。 

8.2.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、個人情報の取扱いについて、教職員に

対し周知し、意識づけができているかを確認しています。「周知し、意識づけができてい

るか」がポイントとなりますので、個人情報取扱規程をこちらのエビデンスに提示したの

では不十分です。エビデンス例では、教員研修資料や講師交流会資料を挙げ、教職

員に対し周知し、意識づけができていることを示しています。なお、これら研修等の資料

の中に、「個人情報の取扱いについて」という項目が入っていなければエビデンスとは

なりませんのでご注意ください。 

8 2
中

項

目

8 2 1
学校が保有する個人情報保護に関する対策を
実施しているか

A
個人情報保護規程、プライバシー
ポリシー、セキュリティポリシー等

8 2 2 個人情報保護規程が文書化されているか A
個人情報保護規程、個人情報取
扱規程

8 2 3
個人情報の取扱いについて、教職員に対し周
知し、意識づけができているか

B 教員研修資料、講師交流会資料

個人情報保護（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する対応を取っているか）
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8.3.1 中項目 8.3 では「学校評価」（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備している

か）について自己評価を求めています。この項目では、学校教育、学校運営について、

自己点検・評価を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるかを確認しています。ここで

は「学校教育、学校運営について」とありますので、【共通的評価基準モデル２０２２】に

掲載されている全項目ではなく、少なくとも学校教育と学校運営に関する項目について

自己評価がされていれば適切にできているといえます。エビデンス例にあるように、自

己点検･評価報告書があれば、自己点検・評価を実施していることが説明できます。ま

た、自己点検・評価を実施する中で見つかった不適合事項に対して、改善計画を作成

し、改善を実施して報告書としてまとめていれば、課題解決に取り組んでいるといえま

すので、評価 4（適切）となります。 

8.3.2 この項目では、自己点検・評価報告書にまとめているかを確認しています。エビデンス

例にあるように、自己点検・評価報告書を示すことで評価 4（適切）となります。第三者評

価に取り組む学校の場合には、どのような形の自己点検・評価報告書が必要なのかを

認証機関等に確認する必要がありますが、あくまでも自己評価であるということであれ

ば、この自己点検・評価表を自己点検・評価報告書することもできます。 

8.3.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、自己点検・評価の組織があるかを確

認しています。前項 8.3.2 では、「誰が」自己点検・評価を行なったのかまでは確認して

いません。あえて極論を言えば、自己点検・評価報告書を作成するよう命じられた一人

の職員が作成したものであっても、何ら問題はないということになります。ここでは、自己

点検・評価を「組織として」実施する体制ができているのかを確認しています。エビデン

ス例にあるように、自己点検・評価委員会が組織されていればその資料で十分ですし、

組織図や校務分掌表などで、自己点検・評価を担当している組織（チーム）が示すこと

もできます。 

8 3
中

項

目

8 3 1
学校教育、学校運営について、自己点検・評価
を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるか

A
自己点検･評価報告書、改善計
画書、改善報告書

8 3 2
自己点検・評価報告書にまとめているか
（自己点検・評価報告書があるか）

A 自己点検・評価報告書

8 3 3 自己点検・評価の組織があるか B
自己点検・評価委員会、組織図、
校務分掌表

8 3 21
学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関
係者評価を実施し、改善の取組みを行っている
か

B
学校関係者評価委員会議事録、
委員会名簿

学校評価（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備しているか）
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す。例えば、エビデンス例のようにハラスメント防止規程を策定し、セクシュアルハラスメ

ントや、アカデミックハラスメント、パワーハラスメント、マタニティーハラスメントなどを取り

上げるという方法もあります。また、就業規則にこうした内容を書き込むという方法もあり

ます。これらのエビデンスを整理し、自校の取組が十分と感じられるか否かで自己評価

を行ないます。 

 

 

8.2.1 中項目 8.2 では「個人情報保護」（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する

対応を取っているか）について自己評価を求めています。この項目では、学校が保有

する個人情報保護に関する対策を実施しているかを確認しています。エビデンス例に

は、個人情報保護規程やプライバシーポリシー等が挙げられており、学校としてどのよう

な対策を行なっているかを規程という文書として示しています。ホームページ上で公開

するなどの対外的な対応については、プライバシーポリシーや個人情報保護方針を掲

載することから始めるのも一つの方法です。 

8.2.2 この項目では、「個人情報保護規程が文書化されているか」と、規程の具体的な名称を

提示して確認しています。これは個人情報保護法という法律により、学校のような個人

情報取扱事業者には、「個人情報保護規程などの形で、個人情報の管理・取扱いに関

するルールを定めること」が求められているからです。 

8.2.3 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、個人情報の取扱いについて、教職員に

対し周知し、意識づけができているかを確認しています。「周知し、意識づけができてい

るか」がポイントとなりますので、個人情報取扱規程をこちらのエビデンスに提示したの

では不十分です。エビデンス例では、教員研修資料や講師交流会資料を挙げ、教職

員に対し周知し、意識づけができていることを示しています。なお、これら研修等の資料

の中に、「個人情報の取扱いについて」という項目が入っていなければエビデンスとは

なりませんのでご注意ください。 

8 2
中

項

目

8 2 1
学校が保有する個人情報保護に関する対策を
実施しているか

A
個人情報保護規程、プライバシー
ポリシー、セキュリティポリシー等

8 2 2 個人情報保護規程が文書化されているか A
個人情報保護規程、個人情報取
扱規程

8 2 3
個人情報の取扱いについて、教職員に対し周
知し、意識づけができているか

B 教員研修資料、講師交流会資料

個人情報保護（個人情報に関する規程を整備し、個人情報に対する対応を取っているか）
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8.3.1 中項目 8.3 では「学校評価」（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備している

か）について自己評価を求めています。この項目では、学校教育、学校運営について、

自己点検・評価を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるかを確認しています。ここで

は「学校教育、学校運営について」とありますので、【共通的評価基準モデル２０２２】に

掲載されている全項目ではなく、少なくとも学校教育と学校運営に関する項目について

自己評価がされていれば適切にできているといえます。エビデンス例にあるように、自

己点検･評価報告書があれば、自己点検・評価を実施していることが説明できます。ま

た、自己点検・評価を実施する中で見つかった不適合事項に対して、改善計画を作成

し、改善を実施して報告書としてまとめていれば、課題解決に取り組んでいるといえま

すので、評価 4（適切）となります。 

8.3.2 この項目では、自己点検・評価報告書にまとめているかを確認しています。エビデンス

例にあるように、自己点検・評価報告書を示すことで評価 4（適切）となります。第三者評

価に取り組む学校の場合には、どのような形の自己点検・評価報告書が必要なのかを

認証機関等に確認する必要がありますが、あくまでも自己評価であるということであれ

ば、この自己点検・評価表を自己点検・評価報告書することもできます。 

8.3.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、自己点検・評価の組織があるかを確

認しています。前項 8.3.2 では、「誰が」自己点検・評価を行なったのかまでは確認して

いません。あえて極論を言えば、自己点検・評価報告書を作成するよう命じられた一人

の職員が作成したものであっても、何ら問題はないということになります。ここでは、自己

点検・評価を「組織として」実施する体制ができているのかを確認しています。エビデン

ス例にあるように、自己点検・評価委員会が組織されていればその資料で十分ですし、

組織図や校務分掌表などで、自己点検・評価を担当している組織（チーム）が示すこと

もできます。 

8 3
中

項

目

8 3 1
学校教育、学校運営について、自己点検・評価
を実施し、さらに課題解決に取り組んでいるか

A
自己点検･評価報告書、改善計
画書、改善報告書

8 3 2
自己点検・評価報告書にまとめているか
（自己点検・評価報告書があるか）

A 自己点検・評価報告書

8 3 3 自己点検・評価の組織があるか B
自己点検・評価委員会、組織図、
校務分掌表

8 3 21
学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関
係者評価を実施し、改善の取組みを行っている
か

B
学校関係者評価委員会議事録、
委員会名簿

学校評価（自己評価、学校関係者評価の実施体制を整備しているか）
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8.3.21 この項目では、学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係者評価を実施し、改

善の取組みを行っているかを確認しています。職業実践専門課程の認定を受けている

学科コースを有する学校であれば、学校関係者評価委員会の実施が義務づけられて

いますので、学校関係者評価委員会議事録や委員会名簿などのエビデンスは問題な

く提示できるはずです。 

 

 

8.4.1 中項目 8.4 では「改革・改善」（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評

価活動の実施体制を確立して改革・改善のためのシステムが構築されているか）につ

いて自己評価を求めています。「改革・改善が行なわれているか」を様々な視点から確

認をしています。この項目では、自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える機会を

設けたかを確認しています。エビデンスにあるように、教職員会議議事録に「自己点検・

評価の必要性」に関する事項が記載されていれば、評価 4（適切）となります。 

8.4.2 この項目では、卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用

されているかを確認しています。卒業生へのアンケート調査やヒアリング調査などを通じ

て「卒業後のキャリア形成への効果を把握」することが、ここでのポイントとなります。エビ

デンス例では、卒業生就業・離職状況調査報告書にて、卒業後のキャリア形成への効

果を把握していることを説明し、是正報告書により学校の教育活動の改善に活用してい

ることを説明しています。 

8.4.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、自己点検・評価の結果に基づき改善

計画を策定したかを確認しています。自己点検・評価にて、評価 4（適切）とならなかっ

8 4
中
項

目

8 4 1
自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える
機会を設けたか

A 教職員会議議事録

8 4 2
卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の
教育活動の改善に活用されているか

A
卒業生就業・離職状況調査報告
書、是正報告書

8 4 3
自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書

8 4 4
自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改
善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書

8 4 5
学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書

8 4 6
学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて
改善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書

改革・改善（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評価活動の実施体制を確立して
改革・改善のためのシステムが構築されているか）

  49 

た項目については、何らかの課題があるはずです。その課題を解決するために、改善

計画あるいは是正計画を立て、改善活動や是正活動に取り組みます。ここで、改善計

画とは、よりよくするための計画であり、是正計画とは、不適合の原因を特定し、その原

因を除去する活動（是正活動）を行なうための計画となります。改善や是正は、PDCAサ

イクルの A（Act）に当たる活動で、教育の質を向上させる取組の重要な活動です。エビ

デンスとしては、改善計画書や是正計画書が想定されます。 

8.4.4 この項目では、自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改善計画に基づいた結

果の検証がされたかを確認しています。「期限を定めて」がポイントとなります。自己点

検・評価の結果として計画された改善・是正が期限内に適切に行なわれ、その効果が

検証されたかを、改善報告書や是正報告書などのエビデンスにて確認します。 

8.4.5 この項目では、学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策定したかを確認していま

す。前述の8.4.3項と同じ様な評価項目となっていますが、改善・是正活動のきっかけと

なるのが「学校関係者評価」ということになります。エビデンスは、8.4.3 項と同様に改善

計画書や是正計画書となります。 

8.4.6 この項目では、学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて改善計画に基づいた結

果の検証がされたかを確認しています。前述の8.4.4項と同様に「期限を定めて」がポイ

ントとなりますが、こちらも改善・是正活動のきっかけとなるのが「学校関係者評価」という

ことになります。エビデンスは、8.4.4 項と同様に改善報告書や是正報告書となります。 

 

 

8.5.1 中項目 8.5 では「教育情報の公開」（教育活動に関する情報公開を積極的に行ってい

るか）について自己評価を求めています。この項目では、教育活動に関する情報公開

が適切になされているかを確認しています。カテゴリーA の項目ですから、すべての専

修学校が対象とすべき自己評価項目となります。エビデンス例にある「職業実践専門課

程別紙様式４」とは、職業実践専門課程の認定を受けている学科コースを有する学校

が、その制度の中で情報の公開（及び維持・更新）を求められている別紙様式 4「職業

8 5
中

項

目

8 5 1
教育活動に関する情報公開が適切になされて
いるか

A
職業実践専門課程別紙様式４、
HP

8 5 21 自己評価結果を公開しているか A
公表した冊子、自己点検・評価報
告書、HP

8 5 22 学校関係者評価結果を公表しているか B
公表した冊子、学校関係者評価
報告書、HP

教育情報の公開（教育活動に関する情報公開を積極的に行っているか）
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8.3.21 この項目では、学校関係者評価の実施体制を整備し、学校関係者評価を実施し、改

善の取組みを行っているかを確認しています。職業実践専門課程の認定を受けている

学科コースを有する学校であれば、学校関係者評価委員会の実施が義務づけられて

いますので、学校関係者評価委員会議事録や委員会名簿などのエビデンスは問題な

く提示できるはずです。 

 

 

8.4.1 中項目 8.4 では「改革・改善」（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評

価活動の実施体制を確立して改革・改善のためのシステムが構築されているか）につ

いて自己評価を求めています。「改革・改善が行なわれているか」を様々な視点から確

認をしています。この項目では、自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える機会を

設けたかを確認しています。エビデンスにあるように、教職員会議議事録に「自己点検・

評価の必要性」に関する事項が記載されていれば、評価 4（適切）となります。 

8.4.2 この項目では、卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用

されているかを確認しています。卒業生へのアンケート調査やヒアリング調査などを通じ

て「卒業後のキャリア形成への効果を把握」することが、ここでのポイントとなります。エビ

デンス例では、卒業生就業・離職状況調査報告書にて、卒業後のキャリア形成への効

果を把握していることを説明し、是正報告書により学校の教育活動の改善に活用してい

ることを説明しています。 

8.4.3 ここからはカテゴリーB となります。この項目では、自己点検・評価の結果に基づき改善

計画を策定したかを確認しています。自己点検・評価にて、評価 4（適切）とならなかっ

8 4
中
項

目

8 4 1
自己点検・評価の必要性を全教職員に伝える
機会を設けたか

A 教職員会議議事録

8 4 2
卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の
教育活動の改善に活用されているか

A
卒業生就業・離職状況調査報告
書、是正報告書

8 4 3
自己点検・評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書

8 4 4
自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改
善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書

8 4 5
学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策
定したか

B 改善計画書、是正計画書

8 4 6
学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて
改善計画に基づいた結果の検証がされたか

B 改善報告書、是正報告書

改革・改善（各学科の教育目標、育成人材像に向けて自己点検・評価活動の実施体制を確立して
改革・改善のためのシステムが構築されているか）
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た項目については、何らかの課題があるはずです。その課題を解決するために、改善

計画あるいは是正計画を立て、改善活動や是正活動に取り組みます。ここで、改善計

画とは、よりよくするための計画であり、是正計画とは、不適合の原因を特定し、その原

因を除去する活動（是正活動）を行なうための計画となります。改善や是正は、PDCAサ

イクルの A（Act）に当たる活動で、教育の質を向上させる取組の重要な活動です。エビ

デンスとしては、改善計画書や是正計画書が想定されます。 

8.4.4 この項目では、自己点検・評価の結果に基づき期限を定めて改善計画に基づいた結

果の検証がされたかを確認しています。「期限を定めて」がポイントとなります。自己点

検・評価の結果として計画された改善・是正が期限内に適切に行なわれ、その効果が

検証されたかを、改善報告書や是正報告書などのエビデンスにて確認します。 

8.4.5 この項目では、学校関係者評価の結果に基づき改善計画を策定したかを確認していま

す。前述の8.4.3項と同じ様な評価項目となっていますが、改善・是正活動のきっかけと

なるのが「学校関係者評価」ということになります。エビデンスは、8.4.3 項と同様に改善

計画書や是正計画書となります。 

8.4.6 この項目では、学校関係者評価の結果に基づき期限を定めて改善計画に基づいた結

果の検証がされたかを確認しています。前述の8.4.4項と同様に「期限を定めて」がポイ

ントとなりますが、こちらも改善・是正活動のきっかけとなるのが「学校関係者評価」という

ことになります。エビデンスは、8.4.4 項と同様に改善報告書や是正報告書となります。 

 

 

8.5.1 中項目 8.5 では「教育情報の公開」（教育活動に関する情報公開を積極的に行ってい

るか）について自己評価を求めています。この項目では、教育活動に関する情報公開

が適切になされているかを確認しています。カテゴリーA の項目ですから、すべての専

修学校が対象とすべき自己評価項目となります。エビデンス例にある「職業実践専門課

程別紙様式４」とは、職業実践専門課程の認定を受けている学科コースを有する学校

が、その制度の中で情報の公開（及び維持・更新）を求められている別紙様式 4「職業

8 5
中

項

目

8 5 1
教育活動に関する情報公開が適切になされて
いるか

A
職業実践専門課程別紙様式４、
HP

8 5 21 自己評価結果を公開しているか A
公表した冊子、自己点検・評価報
告書、HP

8 5 22 学校関係者評価結果を公表しているか B
公表した冊子、学校関係者評価
報告書、HP

教育情報の公開（教育活動に関する情報公開を積極的に行っているか）
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実践専門課程認定後の公表様式」のことです。（本様式を各学校のホームページに掲

載する際には、印刷可能な形式とし、トップページからリンクを貼る形で参照できるよう

にすることが求められます。）それ以外の学校の場合には、任意の様式にて教育活動

に関する情報を公開してください。 

8.5.21 この項目では、自己評価結果を公開しているかを確認しています。エビデンス例にあ

るように、公開している媒体（公表した冊子や HP）と公開している「自己点検・評価報告

書（自己点検・評価表）」を提示できれば、評価 4（適切）となります。 

8.5.22 こちらはカテゴリーB となります。平成 19 年（2007 年）に学校教育法及び同法施行規

則が改正され、学校関係者評価の実施・公表について努力義務化がされました。さら

に職業実践専門課程の認定を受けている学科コースを有する学校では、学校関係者

評価の実施・公表が義務づけられています。職業実践専門課程の認定を受けている学

科コースを有する学校では、この評価項目は評価 4（適切）とならなければなりません。 

 

 

３－９．「財務」 

 

9.1.1 中項目 9.1 では「財務基盤」（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）

について自己評価を求めています。この項目では、教育活動を安定して遂行するため

に必要かつ十分な財政的基盤を確立しているかを確認しています。何をもって十分な

財政的基盤を確立していると判断するかは、難しいところですが、例えば、ある認証機

関では、前受金保有率を財政的基盤の確立を判断する一つの指標としています。前受

金とは、翌年度の収入を前もって受け付けているもので、主に授業料収入などがこれに

当たり、貸借対照表の負債の欄に記載されています。（多くの学校では、年度が始まる

までに授業料の支払いをするよう求めています。）翌年度の収入ですから、貸借対照表

を作成する年度末（3月31日）の時点では、現金・預金として保有されていることが期待

されます。（現金・預金の金額は、貸借対照表の資産の欄に記載されています。）前受

金保有率とは、（現金・預金／前受金）の割合のことを指し、この値が 50％未満となる

9 1
中

項

目

9 1 1
教育活動を安定して遂行するために必要かつ
十分な財政的基盤を確立しているか

A
財産目録、貸借対照表、資金収
支計算書、消費収支計算書、事
業報告書

9 1 2 年度予算・中期計画が策定されているか A 全体予算書、中期計画書

財務基盤（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）
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と、財政的基盤に問題があると見なされます。このような指標も目安として、自己評価を

行なってください。エビデンスとしては、財務諸表が適切です。より具体的には、エビデ

ンス例にあるように、財産目録、貸借対照表、資金収支計算書、消費収支計算書、事

業報告書など（これら全てで一式）となります。 

9.1.2 この項目では、年度予算・中期計画が策定されているかを確認しています。エビデンス

例にあるように、全体予算書や中期計画書など、策定されている予算書・計画書をエビ

デンスとして提示することで、評価 4（適切）となります。 

 

 

9.2.1 中項目 9.2 では「予算・収支計画」（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び

収支計画に基づき、適正に執行管理を行っているか）について自己評価を求めていま

す。この項目では、予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなっているかを確認してい

ます。予算・収支計画は、理事会や評議員会でそれらが有効かつ妥当なものとなって

いるかを検討され、承認されますので、エビデンス例にあるように、予算書、理事会議事

録、評議員会議事録などにより説明ができます。 

9.2.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、予算及び計画に基づき適正に執行管

理を行っているかを確認しています。エビデンス例にあるように、収支計画書、予算執

行表、月次予算チェック表などで適正に執行管理が行なわれていることが説明できれ

ば、評価 4（適切）となります。 

 

 

9 2
中

項

目

9 2 1
予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなって
いるか

A
予算書、理事会議事録、評議員
会議事録

9 2 2
予算及び計画に基づき適正に執行管理を行っ
ているか

B
収支計画書、予算執行表、月次
予算チェック表

予算・収支計画（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び収支計画に基づき、適正に執

行管理を行っているか）

9 3
中

項

目

9 3 1
私立学校法及び寄付行為に基づき適切に監査
を実施し、理事会、評議員会に報告しているか

A 会計監査報告書

9 3 2
会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化
されているか

C/Q 会計監査規程

9 3 3
会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等
にて明確化されているか

C/Q 会計監査報告書

監査（財務について会計監査が適正におこなわれているか）
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実践専門課程認定後の公表様式」のことです。（本様式を各学校のホームページに掲

載する際には、印刷可能な形式とし、トップページからリンクを貼る形で参照できるよう

にすることが求められます。）それ以外の学校の場合には、任意の様式にて教育活動

に関する情報を公開してください。 

8.5.21 この項目では、自己評価結果を公開しているかを確認しています。エビデンス例にあ

るように、公開している媒体（公表した冊子や HP）と公開している「自己点検・評価報告

書（自己点検・評価表）」を提示できれば、評価 4（適切）となります。 

8.5.22 こちらはカテゴリーB となります。平成 19 年（2007 年）に学校教育法及び同法施行規

則が改正され、学校関係者評価の実施・公表について努力義務化がされました。さら

に職業実践専門課程の認定を受けている学科コースを有する学校では、学校関係者

評価の実施・公表が義務づけられています。職業実践専門課程の認定を受けている学

科コースを有する学校では、この評価項目は評価 4（適切）とならなければなりません。 

 

 

３－９．「財務」 

 

9.1.1 中項目 9.1 では「財務基盤」（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）

について自己評価を求めています。この項目では、教育活動を安定して遂行するため

に必要かつ十分な財政的基盤を確立しているかを確認しています。何をもって十分な

財政的基盤を確立していると判断するかは、難しいところですが、例えば、ある認証機

関では、前受金保有率を財政的基盤の確立を判断する一つの指標としています。前受

金とは、翌年度の収入を前もって受け付けているもので、主に授業料収入などがこれに

当たり、貸借対照表の負債の欄に記載されています。（多くの学校では、年度が始まる

までに授業料の支払いをするよう求めています。）翌年度の収入ですから、貸借対照表

を作成する年度末（3月31日）の時点では、現金・預金として保有されていることが期待

されます。（現金・預金の金額は、貸借対照表の資産の欄に記載されています。）前受

金保有率とは、（現金・預金／前受金）の割合のことを指し、この値が 50％未満となる

9 1
中

項

目

9 1 1
教育活動を安定して遂行するために必要かつ
十分な財政的基盤を確立しているか

A
財産目録、貸借対照表、資金収
支計算書、消費収支計算書、事
業報告書

9 1 2 年度予算・中期計画が策定されているか A 全体予算書、中期計画書

財務基盤（学校の中長期的な財務基盤は安定しているといえるか）
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と、財政的基盤に問題があると見なされます。このような指標も目安として、自己評価を

行なってください。エビデンスとしては、財務諸表が適切です。より具体的には、エビデ

ンス例にあるように、財産目録、貸借対照表、資金収支計算書、消費収支計算書、事

業報告書など（これら全てで一式）となります。 

9.1.2 この項目では、年度予算・中期計画が策定されているかを確認しています。エビデンス

例にあるように、全体予算書や中期計画書など、策定されている予算書・計画書をエビ

デンスとして提示することで、評価 4（適切）となります。 

 

 

9.2.1 中項目 9.2 では「予算・収支計画」（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び

収支計画に基づき、適正に執行管理を行っているか）について自己評価を求めていま

す。この項目では、予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなっているかを確認してい

ます。予算・収支計画は、理事会や評議員会でそれらが有効かつ妥当なものとなって

いるかを検討され、承認されますので、エビデンス例にあるように、予算書、理事会議事

録、評議員会議事録などにより説明ができます。 

9.2.2 こちらはカテゴリーB となります。この項目では、予算及び計画に基づき適正に執行管

理を行っているかを確認しています。エビデンス例にあるように、収支計画書、予算執

行表、月次予算チェック表などで適正に執行管理が行なわれていることが説明できれ

ば、評価 4（適切）となります。 

 

 

9 2
中

項

目

9 2 1
予算･収支計画は有効かつ妥当なものとなって
いるか

A
予算書、理事会議事録、評議員
会議事録

9 2 2
予算及び計画に基づき適正に執行管理を行っ
ているか

B
収支計画書、予算執行表、月次
予算チェック表

予算・収支計画（予算及び収支計画は有効かつ妥当か。予算及び収支計画に基づき、適正に執

行管理を行っているか）

9 3
中

項

目

9 3 1
私立学校法及び寄付行為に基づき適切に監査
を実施し、理事会、評議員会に報告しているか

A 会計監査報告書

9 3 2
会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化
されているか

C/Q 会計監査規程

9 3 3
会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等
にて明確化されているか

C/Q 会計監査報告書

監査（財務について会計監査が適正におこなわれているか）
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9.3.1 中項目 9.3 では「監査」（財務について会計監査が適正におこなわれているか）につい

て自己評価を求めています。この項目では、私立学校法及び寄付行為に基づき適切

に監査を実施し、理事会、評議員会に報告しているかを確認しています。エビデンス例

として、理事会や評議員会での報告時に用いられる会計監査報告書が挙げられていま

す。 

9.3.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化

されているかを確認しています。エビデンス例にあるように、会計監査規程などで、ルー

ルが明確化されていることを説明します。 

9.3.3 この項目では、会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等にて明確化されている

かを確認しています。エビデンス例の名称は、前述の9.3.1項と同じ「会計監査報告書」

となっていますが、月次での会計監査を想定していますので、会計監査報告書につい

ても、年次監査ではなく、月次での監査を実施した記録が想定されます。 

 

 

9.4.1 中項目9.4 では「財務情報の公開」（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、

適切に運用しているか）について自己評価を求めています。この項目では、財務情報

公開の体制を整備し、適切に公開しているかを確認しています。次項 9.4.2 と比較して

みると、9.4.1 項で確認している「適切な公開」とは、必ずしもホームページ上での公開

を指すものではなく、「学校の窓口で申請された場合に閲覧してもらう形で公開」という

ものも含まれると判断できます。エビデンス例としては、財務諸表、HP、財務書類等閲

覧規程を挙げてはいますが、上述のように、HP での公開が必須ということではありませ

ん。 

9.4.2 この項目では、財務情報の公開について、ホームページに公開するなど積極的に取組

んでいるかを確認しています。エビデンスとして、財務情報が公開されているホームペ

ージを挙げています。 

 

9 4
中

項

目

9 4 1
財務情報公開の体制を整備し、適切に公開して
いるか

A
財務諸表、HP、財務書類等閲覧
規程

9 4 2
財務情報の公開について、ホームページに公開
するなど積極的に取組んでいるか

B HP

財務情報の公開（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか）
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３－１０．「社会貢献・地域貢献」 

 

10.1.1 中項目 10.1 では「社会貢献・地域貢献」（学校の教育資源や施設を利用した社会貢

献・地域貢献を行っているか）について自己評価を求めています。この項目では、学校

の教育資源や施設を活用した社会貢献･地域貢献を行っているかを確認しています。

学校の教室や実習室、校庭などを活用して、地域のイベントなどを行なうことも、これに

含まれます。エビデンス例にあるように、年間行事予定表、利用案内、利用の記録をし

めすことで、こうした社会貢献・地域貢献を行なっていることが説明できれば、評価 4（適

切）となります。 

10.1.2 この項目では、地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓練等を含む ) の受託

等を積極的に実施しているかを確認しています。学校がその地域に存在することで、こ

うした教育や訓練の場を提供することにより地域住民の役に立つことが可能となります

し、また、地域住民からそのように期待されることが学校の運営にとってもプラスとなるは

ずです。エビデンス例にあるような形で、積極的に実施していることが説明可能となりま

す。 

 

 

10.2.1 中項目 10.2 では「ボランティア活動」（学生のボランティア活動を奨励・支援している

か）について自己評価を求めています。この項目では、学生のボランティア活動を奨励

し、具体的な活動支援を行っているかを確認しています。地域清掃活動や介護福祉系

の学科コースの学生が行なう介護施設でのボランティア活動、地域で開催されるイベン

トの支援など、学生のボランティア活動は様々です。エビデンス例にあるように、ボラン

ティア活動支援体制に関する資料を示すことで説明できます。 

10 1
中

項

目

10 1 1
学校の教育資源や施設を活用した社会貢献･地
域貢献を行っているか

A
年間行事予定表、利用案内、利
用の記録

10 1 2
地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓
練等を含む ) の受託等を積極的に実施している
か

A
公共職業訓練等受託契約書、年
間計画表

社会貢献・地域貢献（学校の教育資源や施設を利用した社会貢献・地域貢献を行っているか）

10 2
中

項

目

10 2 1
学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活
動支援を行っているか

A
ボランティア活動支援体制に関す
る資料

10 2 2
目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地域
貢献・ボランティア活動等）を実施しているか

C
年間行事予定表、年間行事実績
表、行事実施報告書

ボランティア活動（学生のボランティア活動を奨励・支援しているか）

共-1-2_自己点検・評価標準モ�ル利用の手引き_本文.indd   56共-1-2_自己点検・評価標準モ�ル利用の手引き_本文.indd   56 2022/03/04   9:292022/03/04   9:29



  52 

9.3.1 中項目 9.3 では「監査」（財務について会計監査が適正におこなわれているか）につい

て自己評価を求めています。この項目では、私立学校法及び寄付行為に基づき適切

に監査を実施し、理事会、評議員会に報告しているかを確認しています。エビデンス例

として、理事会や評議員会での報告時に用いられる会計監査報告書が挙げられていま

す。 

9.3.2 ここからはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、会計監査（内部・外部）体制のルールが明確化

されているかを確認しています。エビデンス例にあるように、会計監査規程などで、ルー

ルが明確化されていることを説明します。 

9.3.3 この項目では、会計監査（月次決算書等）の結果報告が文書等にて明確化されている

かを確認しています。エビデンス例の名称は、前述の9.3.1項と同じ「会計監査報告書」

となっていますが、月次での会計監査を想定していますので、会計監査報告書につい

ても、年次監査ではなく、月次での監査を実施した記録が想定されます。 

 

 

9.4.1 中項目9.4 では「財務情報の公開」（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、

適切に運用しているか）について自己評価を求めています。この項目では、財務情報

公開の体制を整備し、適切に公開しているかを確認しています。次項 9.4.2 と比較して

みると、9.4.1 項で確認している「適切な公開」とは、必ずしもホームページ上での公開

を指すものではなく、「学校の窓口で申請された場合に閲覧してもらう形で公開」という

ものも含まれると判断できます。エビデンス例としては、財務諸表、HP、財務書類等閲

覧規程を挙げてはいますが、上述のように、HP での公開が必須ということではありませ

ん。 

9.4.2 この項目では、財務情報の公開について、ホームページに公開するなど積極的に取組

んでいるかを確認しています。エビデンスとして、財務情報が公開されているホームペ

ージを挙げています。 

 

9 4
中

項

目

9 4 1
財務情報公開の体制を整備し、適切に公開して
いるか

A
財務諸表、HP、財務書類等閲覧
規程

9 4 2
財務情報の公開について、ホームページに公開
するなど積極的に取組んでいるか

B HP

財務情報の公開（私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか）
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３－１０．「社会貢献・地域貢献」 

 

10.1.1 中項目 10.1 では「社会貢献・地域貢献」（学校の教育資源や施設を利用した社会貢

献・地域貢献を行っているか）について自己評価を求めています。この項目では、学校

の教育資源や施設を活用した社会貢献･地域貢献を行っているかを確認しています。

学校の教室や実習室、校庭などを活用して、地域のイベントなどを行なうことも、これに

含まれます。エビデンス例にあるように、年間行事予定表、利用案内、利用の記録をし

めすことで、こうした社会貢献・地域貢献を行なっていることが説明できれば、評価 4（適

切）となります。 

10.1.2 この項目では、地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓練等を含む ) の受託

等を積極的に実施しているかを確認しています。学校がその地域に存在することで、こ

うした教育や訓練の場を提供することにより地域住民の役に立つことが可能となります

し、また、地域住民からそのように期待されることが学校の運営にとってもプラスとなるは

ずです。エビデンス例にあるような形で、積極的に実施していることが説明可能となりま

す。 

 

 

10.2.1 中項目 10.2 では「ボランティア活動」（学生のボランティア活動を奨励・支援している

か）について自己評価を求めています。この項目では、学生のボランティア活動を奨励

し、具体的な活動支援を行っているかを確認しています。地域清掃活動や介護福祉系

の学科コースの学生が行なう介護施設でのボランティア活動、地域で開催されるイベン

トの支援など、学生のボランティア活動は様々です。エビデンス例にあるように、ボラン

ティア活動支援体制に関する資料を示すことで説明できます。 

10 1
中

項

目

10 1 1
学校の教育資源や施設を活用した社会貢献･地
域貢献を行っているか

A
年間行事予定表、利用案内、利
用の記録

10 1 2
地域に対する公開講座･教育訓練（公共職業訓
練等を含む ) の受託等を積極的に実施している
か

A
公共職業訓練等受託契約書、年
間計画表

社会貢献・地域貢献（学校の教育資源や施設を利用した社会貢献・地域貢献を行っているか）

10 2
中

項

目

10 2 1
学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活
動支援を行っているか

A
ボランティア活動支援体制に関す
る資料

10 2 2
目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地域
貢献・ボランティア活動等）を実施しているか

C
年間行事予定表、年間行事実績
表、行事実施報告書

ボランティア活動（学生のボランティア活動を奨励・支援しているか）
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10.2.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地

域貢献・ボランティア活動等）を実施しているかを確認しています。教育の側面を強めた

形で、「目標・計画に基づく」というところがポイントとなります。エビデンス例にあるよう

に、年間行事予定表や年間行事実績表、行事実施報告書などで説明がかのうです

が、「目標・計画に基づく」というところがポイントですので、これらの予定や実績報告に

目標・計画が記述されていることが求められます。 

 

 

３－１１．「国際交流（必要に応じて）」 

 

11.1.1 中項目11.1では「留学生の受入れ・海外への留学」（留学生の受け入れ、海外への留

学における学習支援や生活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）につ

いて自己評価を求めています。この項目では、留学生の受入れ・派遣について戦略を

持って行なっているかを確認しています。「戦略」という言葉が大きすぎると感じる場合

には、「目的」と言い換えても良いかもしれません。ただし、「目的」といっても、「国際交

流を活性化させるため」というような一般的なものではなく、事業計画に紐付くものと捉

えてください。留学生の受入れと、学生の海外派遣を別の部門・部署で行なっている場

11 1
中

項

目

11 1 1
留学生の受入れ・派遣について戦略を持って
行っているか

A 事業計画書、校務分掌表

11 1 2
留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適
切な手続き等がとられているか

A
入管提出書類一式、学籍、管理
体制組織図、旅行傷害保険、リス
ク回避マニュアル

11 1 3
留学生の学修・生活指導等について学内に適
切な体制が整備されているか

A 留学生活の手引き、組織図

11 1 4
学習成果が国内外で評価される取組を行ってい
るか

A

留学生活の手引き、成績証明書
（外国語併記様式）、HP、JLPT取
得率、資格試験取得率、就職率、
進学率

11 1 5 国際交流に取組んでいるか C/S
海外のとの教育交流に関する協
定等

11 1 6
海外留学プログラムに対する支援を適切に行っ
ているか

C
説明会資料、連携に関する資
料、海外のとの教育交流に関す
る協定等、エージェント契約書

留学生の受入れ・海外への留学（留学生の受け入れ、海外への留学における学習支援や生

活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）
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合には、一体的な評価は難しいと考えられます。その場合には、両者を分けて自己評

価を実施することをお勧めします。 

11.1.2 この項目では、留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとられ

ているかを確認しています。この項目のポイントは「適切な手続き」というところです。前

項 11.1.1 と同様、留学生の受入れと、学生の海外派遣を別の部門・部署で行なってい

る場合には、一体的な評価は難しいと考えられます。その場合には、両者を分けて自

己評価を実施することをお勧めします。エビデンス例には、入管提出書類一式、学籍、

管理体制組織図など、留学生の受入れ手続きに関するエビデンスだけで無く、旅行傷

害保険やリスク回避マニュアルなど、学生の海外派遣で用いられるものも掲載していま

すので参考にしてください。 

11.1.3 この項目では、留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されて

いるかを確認しています。エビデンス例にあるように、留学生活の手引きや組織図な

ど、留学生に配布している資料をエビデンスとして示すことで、適切な体制が整備され

ていることを説明できます。 

11.1.4 この項目では、学習成果が国内外で評価される取組を行っているかを確認していま

す。エビデンス例にあるように、成績証明書を留学生の本国で用いられる言語や英語

などを併記して発行することにより、学習成果を伝えやすくなります。ただし、エビデンス

例は、あくまでも一例であり、国内外で評価されるための取組は、教育分野によっても

様々です。 

11.1.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、国際交流に取組んでいるかを確認しています。

かなり抽象的な評価項目となりますが、エビデンス例にあるように、海外のとの教育交流

に関する協定等、留学生の受入れや学生の海外派遣だけでなく、海外の学校や企業・

団体等との交流への取組を想定しています。 

11.1.6 この項目では、海外留学プログラムに対する支援を適切に行っているかを確認してい

ます。エビデンス例として示したように、説明会資料、連携に関する資料、海外のとの教

育交流に関する協定等、エージェント契約書などで、支援していることが説明できま

す。 
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10.2.2 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、目標・計画に基づく社会的活動（地域活動・地

域貢献・ボランティア活動等）を実施しているかを確認しています。教育の側面を強めた

形で、「目標・計画に基づく」というところがポイントとなります。エビデンス例にあるよう

に、年間行事予定表や年間行事実績表、行事実施報告書などで説明がかのうです

が、「目標・計画に基づく」というところがポイントですので、これらの予定や実績報告に

目標・計画が記述されていることが求められます。 

 

 

３－１１．「国際交流（必要に応じて）」 

 

11.1.1 中項目11.1では「留学生の受入れ・海外への留学」（留学生の受け入れ、海外への留

学における学習支援や生活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）につ

いて自己評価を求めています。この項目では、留学生の受入れ・派遣について戦略を

持って行なっているかを確認しています。「戦略」という言葉が大きすぎると感じる場合

には、「目的」と言い換えても良いかもしれません。ただし、「目的」といっても、「国際交

流を活性化させるため」というような一般的なものではなく、事業計画に紐付くものと捉

えてください。留学生の受入れと、学生の海外派遣を別の部門・部署で行なっている場

11 1
中

項

目

11 1 1
留学生の受入れ・派遣について戦略を持って
行っているか

A 事業計画書、校務分掌表

11 1 2
留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適
切な手続き等がとられているか

A
入管提出書類一式、学籍、管理
体制組織図、旅行傷害保険、リス
ク回避マニュアル

11 1 3
留学生の学修・生活指導等について学内に適
切な体制が整備されているか

A 留学生活の手引き、組織図

11 1 4
学習成果が国内外で評価される取組を行ってい
るか

A

留学生活の手引き、成績証明書
（外国語併記様式）、HP、JLPT取
得率、資格試験取得率、就職率、
進学率

11 1 5 国際交流に取組んでいるか C/S
海外のとの教育交流に関する協
定等

11 1 6
海外留学プログラムに対する支援を適切に行っ
ているか

C
説明会資料、連携に関する資
料、海外のとの教育交流に関す
る協定等、エージェント契約書

留学生の受入れ・海外への留学（留学生の受け入れ、海外への留学における学習支援や生

活指導等を適切に対応し、管理体制を整備しているか）
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合には、一体的な評価は難しいと考えられます。その場合には、両者を分けて自己評

価を実施することをお勧めします。 

11.1.2 この項目では、留学生の受入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとられ

ているかを確認しています。この項目のポイントは「適切な手続き」というところです。前

項 11.1.1 と同様、留学生の受入れと、学生の海外派遣を別の部門・部署で行なってい

る場合には、一体的な評価は難しいと考えられます。その場合には、両者を分けて自

己評価を実施することをお勧めします。エビデンス例には、入管提出書類一式、学籍、

管理体制組織図など、留学生の受入れ手続きに関するエビデンスだけで無く、旅行傷

害保険やリスク回避マニュアルなど、学生の海外派遣で用いられるものも掲載していま

すので参考にしてください。 

11.1.3 この項目では、留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されて

いるかを確認しています。エビデンス例にあるように、留学生活の手引きや組織図な

ど、留学生に配布している資料をエビデンスとして示すことで、適切な体制が整備され

ていることを説明できます。 

11.1.4 この項目では、学習成果が国内外で評価される取組を行っているかを確認していま

す。エビデンス例にあるように、成績証明書を留学生の本国で用いられる言語や英語

などを併記して発行することにより、学習成果を伝えやすくなります。ただし、エビデンス

例は、あくまでも一例であり、国内外で評価されるための取組は、教育分野によっても

様々です。 

11.1.5 こちらはカテゴリーC ということで、更なる質の向上を目指す取組を評価するための自

己評価項目となります。この項目では、国際交流に取組んでいるかを確認しています。

かなり抽象的な評価項目となりますが、エビデンス例にあるように、海外のとの教育交流

に関する協定等、留学生の受入れや学生の海外派遣だけでなく、海外の学校や企業・

団体等との交流への取組を想定しています。 

11.1.6 この項目では、海外留学プログラムに対する支援を適切に行っているかを確認してい

ます。エビデンス例として示したように、説明会資料、連携に関する資料、海外のとの教

育交流に関する協定等、エージェント契約書などで、支援していることが説明できま

す。 
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